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3. 地盤 

3.1 調査の経緯 

3.1.1 敷地周辺の調査 

敷地周辺の地質・地質構造を把握するため、陸域については、文献調査、変動地形学的

調査、地表地質調査及び地球物理学的調査等を実施した。 

また、海域については、文献調査のほか、海上音波探査及び他機関が実施した周辺海域

の海上音波探査の記録解析を実施した。 

 

3.1.2 敷地近傍の調査 

敷地近傍の地質・地質構造を把握するため、陸域については、文献調査、変動地形学的

調査、地表地質調査及び地球物理学的調査等を実施した。 

また、海域については、文献調査のほか、海上音波探査及び他機関が実施した近傍海域

の海上音波探査の記録解析を実施した。 

 

3.1.3 敷地の調査 

敷地の地質・地質構造を把握するため、敷地について、文献調査、変動地形学的調査、

地表地質調査及びボーリング調査等を実施した。 

 

3.2 敷地周辺の地質・地質構造 

3.2.1 調査内容 

敷地周辺の地質・地質構造を把握するため、敷地を中心とする半径約 30km 及びその周

辺の範囲において実施した文献調査、変動地形学的調査、地表地質調査、地球物理学的

調査及び海上音波探査等は以下のとおりである。 

 

3.2.1.1 文献調査 

敷地周辺陸域の地形及び地質・地質構造に関する主要な文献としては、通商産業省

工業技術院地質調査所（現 国立研究開発法人産業技術総合研究所地質調査総合セン

ター、以下「地質調査所」という。）発行の「地域地質研究報告（5万分の1地質図

幅）」のうち、「那珂湊地域の地質」（1972）(1)、「磯浜地域の地質」（1975）(2)、

「石岡地域の地質」（1981）(3)、「日本炭田図Ⅰ 常磐炭田地質図（5万分の1）」

（1957）(4)、「7万5千分の1地質図」のうち、「鉾田」（1926）（5）、「筑波」

（1927）（6）、「助川」（1935）（7）「20万分の1地質図幅」のうち、「水戸（第2

版）」（2001）(8)、「白河」（2007）(9)、「活断層データベース」（2016）（10）、

「20万分の1日本シームレス地質図データベース」（2015）（11）、「100万分の1日本

地質図第3版（CD-ROM第2版）」（2003）（12）、経済企画庁総合開発局（現 国土交通
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省土地・水資源局、以下「経済企画庁」という。）発行の「土地分類図「茨城県」

（20万分の1）」（1973）(13)、茨城県発行の「土地分類基本調査（5万分の1）」のう

ち「水戸」（2003）(14)、「石岡」（1980）(15)、「磯浜・鉾田」（1989）(16)、「那珂

湊」（1990)(17)、「高萩・大津」（1995）（18）、「日立」（1995）（19）、「大子・喜

連川」（2002）（20）、「常陸大宮・烏山」（2002）（21）、小池の「茨城県東海村付近

の地形発達」（1960）(22)、活断層研究会編の「日本の活断層」（1980）(23)、「[新

編] 日本の活断層」（1991）(24)、地質調査所発行の「50万分の1活構造図「東京」

（第2版）」（1997）(25)、「50万分の1活構造図「新潟」」（1984)(26)、地質調査所編

の「日本地質アトラス（第2版）」（1992)(27)、小池・町田編の「日本の海成段丘ア

トラス」（2001）(28)、今泉ほか編の「活断層詳細デジタルマップ[新編]」（2018）

(29)、地震調査研究推進本部地震調査委員会（以下「地震調査委員会」という。）

「関東地域の活断層の長期評価（第一版）」（2015）（30）等がある。 

敷地周辺海域の地形及び地質・地質構造に関する主要な文献としては、海上保安庁

水路部（現 海上保安庁海洋情報部、以下「海上保安庁」という。）発行の「海底地

質構造図（20万分の1）」のうち「鹿島灘」（1980）(31)、「塩屋埼沖」（1981）(32)、

地質調査所発行の「海洋地質図」のうち「日本海溝・千島海溝南部及びその周辺広域

海底地質図（100万分の1）」（1978）(33)、「鹿島灘海底地質図（20万分の1）」

（1986）(34)、「塩屋埼沖海底地質図（20万分の1）」（2001）(35)、第二港湾建設局横

浜調査設計事務所・茨城県の「首都圏流通港湾自然条件調査報告書」（1972）（36）、

加賀美・奈須の「古久慈川-後氷期海面上昇による埋積谷-」（1964）(37)、徳山ほか

の「日本周辺海域中新世最末期以降の構造発達史」（2001）(38)、米谷ほかの「6.鹿

島灘」（1981）(39)、高柳の「第四紀海洋古環境-鹿島沖SK-1の研究-」（1984）(40)、

亀尾・佐藤の「石灰質ナンノ化石層序の最近の知見とその応用－とくに常磐海域坑井

の新第三系・第四系層序について－」（1999）（41）等がある。 

重力異常に関する文献としては、地質調査所編の「日本重力データベース DVD

版」（2013）(42)等がある。 

また、磁気異常に関する文献としては、中塚・大熊の「日本空中磁気DBによる対地

1,500m平滑面での磁気異常分布データの編集」（2009）（43）等がある。 

これらの文献により、敷地周辺の地形及び地質・地質構造の概要を把握した。 

 

3.2.1.2 敷地周辺陸域の調査 

文献調査の結果を踏まえ、敷地を中心とする半径約30kmの陸域及びその周辺陸域に

おいて、変動地形学的調査、地表地質調査及び地球物理学的調査等を実施した。 

変動地形学的調査は、国土地理院等で撮影された主に縮尺2万分の1の空中写真、米

軍により撮影された縮尺4万分の1の空中写真並びに国土地理院発行の縮尺5万分の1、

2万5千分の1の地形図等を使用して空中写真判読等を行い、変動地形の可能性のある

地形（以下「リニアメント」という。）を抽出した。 

地表地質調査としては、変動地形学的調査に使用した空中写真及び地形図を使用し

て地表地質調査を実施するとともに、必要に応じてボーリング調査、トレンチ調査等
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を実施した。 

地球物理学的調査としては、地下深部構造を把握する目的で反射法地震探査等を実

施した。 

これらの調査結果に基づいて、敷地周辺陸域の地質図、地質断面図等を作成した。 

 

3.2.1.3 敷地周辺海域の調査 

敷地を中心とする半径約30kmの範囲を含む沿岸方向約90km、沖合方向約40kmの海域

（以下「敷地前面海域」という。）及びその周辺海域において、石油公団（現 独立

行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構、以下「石油公団」という。）、地質調査

所等により海上音波探査が実施されており、これらの海上音波探査の記録解析を実施

した。解析は、石油公団が実施したエアガン・マルチチャンネル方式による海上音波

探査記録、地質調査所が実施したエアガン・シングルチャンネル方式による海上音波

探査記録等、合わせて総延長約2,500kmを実施した。 

さらに、海底の地形及び地質・地質構造に関する資料を得るため、敷地前面海域に

おいて、ブーマー、ウォーターガン及びエアガンを音源としたマルチチャンネル方式

の海上音波探査を実施した。浅部の地質構造を把握するためのブーマー・マルチチャ

ンネル方式の探査は、沿岸方向約60km、沖合方向約5kmの範囲で東西測線を約2km間隔

の測線配置を原則とし、敷地近傍及び東茨城郡大洗町付近では約1km×約1kmの格子状

の測線配置として実施した。浅部から中深部の地質構造を把握するためのウォーター

ガン・マルチチャンネル方式の探査では、沿岸方向約90km、沖合方向約40kmの範囲で

約2km×約4kmの格子状の測線配置を原則として実施した。また、必要に応じて深部の

地質構造を把握するためのエアガン・マルチチャンネル方式の探査を実施した。測線

の総延長は約3,100kmである。海域の地層の年代については、石油資源開発株式会社

が実施した海上ボーリング「鹿島沖SK-1」の試料を用いた米谷ほか（1981）(39)、試

掘井「常陸沖-1」（帝国石油株式会社（現 国際石油開発帝石株式会社）ほかが実

施）の試料を用いた亀尾・佐藤（1999）（41）の研究等から年代対比を行い評価した。 

これらの調査結果に基づいて、敷地前面海域の海底地形図、海底地質図、海底地質

断面図等を作成した。 

 

3.2.2 調査結果 

敷地周辺陸域の地形及び地質・地質構造は、文献調査、変動地形学的調査、地表地質調

査、地球物理学的調査等の結果によると以下のとおりである。 

 

3.2.2.1 敷地周辺陸域の地形 

敷地周辺陸域の地形図を第3.2.1図に示す。 

敷地周辺陸域は、茨城県の中央から北部に位置し、東側は太平洋に面している。敷

地周辺陸域の地形は、八溝山地、久慈山地、多賀山地及び那珂台地周辺部に大別され

る。 

敷地は、鹿島台地の北部に位置している。 
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(1) 八溝山地 

八溝山地は、敷地周辺陸域の西部にほぼ南北に細長く広がり、東側は、久慈川を挟

んで久慈山地に接する。山地は、東西方向に延びるいくつかの谷により、八溝山塊、

鷲子山塊、鶏足山塊、筑波山塊に分けられ、敷地周辺陸域では、那珂川の谷の北側に

鷲子山塊が、南側に鶏足山塊が位置する。山地の起伏は小さくなだらかで、稜線の標

高は約500m以下である。主な山は、鷲子山（標高463m）、尺丈山（標高511m）、鶏足

山（標高431m）、花香月山（標高378m）等である。筑波山塊は柿岡盆地を境して西部

に連なる山列と、東部にかけて連なる山列とに区分される。主な山は、東側の山塊の

吾国山（518m）、西側の山塊の加波山（709m）、筑波山（877m）等である。山地の縁

には丘陵地があり、鷲子山塊南東で久慈川と那珂川に挟まれて位置する瓜連丘陵と、

鶏足山塊東縁の友部丘陵に分けられる。これらの丘陵地の背面の高度は良く揃い、一

部平坦面を残す。背面の標高は、瓜連丘陵で約130m～約90m、友部丘陵で約100m～約

80mである。八溝山地の東を限る久慈川は、蛇行して南流し、周囲に低地と数段の河

成段丘が形成されている。 

(2) 久慈山地 

久慈山地は、久慈川と里川に挟まれた南北に細長い山地である。山地の起伏はやや

大きく、久慈川の東側では急崖を成す。稜線の標高は約600m～約300mで、南へ高度を

減じている。主な山は男体山（標高654m）である。山地内には、ほぼ南北で直線的に

延びる山田川の谷、山地の東縁でほぼ南北に延びる里川のやや幅の広い谷があり、周

囲に小規模な低地と数段の海成及び河成段丘が形成されている。 

(3) 多賀山地 

多賀山地は、里川の東側に位置し、太平洋に面する。山地の起伏は小さく、東に緩

く傾斜する高原状の地形を成す。稜線の標高は約600m～約300mである。主な山は、妙

見山（標高652m）、竪破山（標高658m）等である。山地内には谷が細かく樹枝状に入

り、低地が小規模に分布する。また、山地の東縁には常磐海岸台地があり、海岸線に

沿って海側へ緩く傾斜する平坦面が連続する。平坦面は南へ低くなり、標高は約60m

～約30mである。台地の北部では、花貫川、関根川等の河川に沿って低地が発達し、

周囲に数段の河成段丘が形成されている。南部は主に海岸線に沿う平坦面から成り、

東縁で海食崖を成す。 

(4) 那珂台地及び那珂台地周辺部 

那珂台地は、久慈川と那珂川に挟まれた平坦面で、北東部には那珂郡東海村が位置

している。標高は約55m～約30mで、東へ緩やかに低くなる。海岸付近は砂丘に覆わ

れ、ひたちなか市阿字ヶ浦町付近で広く分布する。久慈川及び那珂川の周囲には、低

地と数段の河成段丘が分布する。 

東茨城台地は、那珂台地の南側に位置し、南東へ流れる巴川を介して行方台地に、

南北方向に延びる涸沼川支流の大谷川及び巴川支流の鉾田川の谷を介して鹿島台地に

接する。北部には水戸市が位置している。標高は約50m～約30mである。東茨城台地の

中央部を東西に流れる涸沼川と台地の縁を成す巴川等の周囲には、低地と数段の河成

段丘が分布する。 
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鹿島台地は、東茨城台地の東に位置し、鹿島灘に沿って帯状で南北に延びており、

北部には東茨城郡大洗町が位置している。海岸付近は砂丘に覆われ急斜面を成す。標

高は約40m～約30mである。 

 

3.2.2.2 敷地周辺陸域の地質 

敷地周辺陸域の地質層序表を第3.2.1表に、敷地周辺陸域の地質図を第3.2.2図に、

敷地周辺陸域の地質断面図を第3.2.3図に示す。これによると、八溝山地には、鷲子

山塊の北部に、主に先新第三系の砂岩、頁岩、チャート等から成る堆積岩類が分布

し、南部には主に新第三系の砂岩、泥岩及び礫岩から成る堆積岩類並びに火山砕屑岩

類が分布する。鶏足山塊にも主に先新第三系の砂岩、頁岩、チャート等から成る堆積

岩類が分布する。筑波山塊には、先新第三系の砂岩、頁岩、チャート等から成る堆積

岩類、花崗岩類及び変成岩類が分布する。久慈山地には、主に新第三系の砂岩、泥岩

及び礫岩から成る堆積岩類、火山岩類及び火山砕屑岩類が分布する。多賀山地には、

先新第三系の主に粘板岩〜砂岩及び片岩〜片麻岩類から成る堆積岩〜変成岩類並びに

花崗岩類等から成る深成岩類が分布する。また、多賀山地東方の常磐海岸台地の北部

には、主に古第三系、新第三系の砂岩、泥岩、礫岩等から成る堆積岩類が分布する。

那珂台地周辺部の丘陵地及び台地には、主に第四系更新統が広く分布し、那珂台地縁

辺部には新第三系の泥岩等から成る堆積岩類が分布する。低地には完新統の沖積層

が、海岸部には砂丘砂層が分布する。なお、ひたちなか市磯崎町から東茨城郡大洗町

にかけての海岸部には、先新第三系の砂岩、泥岩、礫岩等から成る堆積岩類が小規模

に分布する。 

(1) 先新第三系 

先新第三系は、主に八溝山地にジュラ系等、多賀山地に古生界、ひたちなか市付近

の海岸部に白亜系～古第三系、常磐海岸台地北部に古第三系が分布する。これらは、

八溝層群、日立古生層（日立変成岩類）及び竹貫変成岩類、那珂湊層群及び大洗層並

びに白水層群に区分される。 

a. 八溝層群 

八溝層群は、主に砂岩、頁岩及びチャートから成り、八溝山地の鷲子山塊北部及

び鶏足山塊に広く分布するほか、久慈郡大子町所谷から常陸大宮市家和楽にかけて

の久慈川左岸部等にも分布する。指田・堀（2000）（44）等によれば、本層群は産出

化石からジュラ系と、一部は三畳系、ペルム系及び石炭系とされている。 

b. 日立古生層（日立変成岩類）及び竹貫変成岩類 

日立古生層（日立変成岩類）は、主に粘板岩〜砂岩及び片岩〜片麻岩類から成る

堆積岩〜変成岩類から成り、多賀山地の南部に分布する。本層は、下位から玉簾

層、赤沢層、大雄院層、鮎川層等に区分される。下位ほど変成度が高く、玉簾層は

片麻岩類、赤沢層は片岩類から成り、これらの地層は蛇紋岩を伴う場合がある。大

雄院層は大理石及び千枚岩、鮎川層は粘板岩、砂岩及び石灰岩から成る。田切ほか

（2010）（45）等によれば、産出化石から大雄院層、鮎川層はそれぞれ下部石炭系、

下部ペルム系とされ、Tagiri et al.（2011）（46）よるウラン－鉛法によるジルコン
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粒子の年代値（約500Ma）から、玉簾層、赤沢層の原岩年代はカンブリア紀とされて

いる。また植田ほか（1969）（47）等によるカリウム－アルゴン法による変成年代値

（約120Ma〜100Ma）は前期白亜紀の後期である。 

竹貫変成岩類は片麻岩類から成り、多賀山地の西縁部に部分的に分布する。金光

ほか（2011）（48）等によれば、多賀山地南西部に分布する竹貫変成岩類（西堂平変

成岩類）は、ウラン－鉛法によるジルコン粒子の最も若い年代値（約175Ma〜

154Ma）から、原岩年代は、ジュラ紀とされている。また植田ほか（1969）（47）等に

よるカリウム－アルゴン法による変成年代値（約120Ma〜100Ma）は前期白亜紀の後

期である。 

c. 那珂湊層群及び大洗層 

那珂湊層群は、砂岩、泥岩及び礫岩から成り、ひたちなか市磯崎付近の海岸部に

分布する。本層群は、下位から築港層、平磯層及び磯合層に区分される。坂本ほか

（1972）（1)等によれば、本層群は産出化石から上部白亜系とされている。 

大洗層は、主に礫岩から成り、大洗町付近の海岸部に小規模に分布する。坂本ほ

か（1972）(1)等によれば、本層は産出化石から上部白亜系又は古第三系とされてい

る。 

斎木ほか（2005）（49）によれば、大型植物化石の再鑑定の結果、白亜系でないとさ

れており、古第三系の可能性が高い。小野（2000）（50）による礫岩に含まれる片岩

及び花崗岩礫のカリウム－アルゴン法年代値（約100Ma〜64Ma）はおおよそ後期白亜

紀である。 

d. 白水層群 

白水層群は、砂岩、泥岩、礫岩及び石炭から成り、西側に分布する阿武隈花崗岩

類を不整合に覆って、主に北茨城市中郷町から日立市川上にかけて分布する。本層

群は、下位から石城層、浅貝層及び白坂層に区分される。須藤ほか（2005）（51）等

によれば、本層群は産出化石から古第三系上部始新統〜下部漸新統とされている。

木村（1988）（52）による白坂層のフィッション・トラック年代値（約29Ma）は前期

漸新世である。 

(2) 新第三系 

新第三系は、主に久慈山地、八溝山地の鷲子山塊南部、鶏足山塊東縁部、多賀山地

東部の常磐海岸台地、多賀山地南西縁部及び那珂台地縁辺部に広く分布している。こ

れらは中新統の金砂郷層群、東金砂山層、多賀層群、鮮新統～第四系下部更新統の久

米層等に区分される。 

a. 金砂郷層群 

金砂郷層群は、砂岩、砂岩泥岩互層、泥岩、礫岩、デイサイト、凝灰岩等から成

り、主に久慈山地西部、鷲子山塊南部及び鶏足山塊東縁部に分布し、先新第三系の

八溝層群を不整合に覆っている。 

本層群は、久慈山地では、大槻（1975）(53)の北田気層、浅川層、男体山火山角礫

岩、西染層、大門層、瑞龍層、源氏川層等に相当する(これらの地層を一括して金砂

郷層群と仮称する)。天野ほか（2011）（54）等によれば、本層群は産出化石から下部
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中新統の最上部～中部中新統の最下部とされている。また、天野（1991）（55）によ

る北田気層に挟まれる凝灰岩のフィッション・トラック年代値（約17Ma）及び国府

田ほか（2003）（56）による浅川層に挟まれる凝灰岩のフィッション・トラック年代

値（約16Ma）は、前期中新世の後期である。なお、天野ほか（2004）（57）は男体山

火山角礫岩のカリウム－アルゴン年代値（約13Ma）を得ているが、天野ほか

（2011）（54）によれば、化石年代、古地磁気年代と整合的でなく、年代の若化を受

けている可能性があるとされている。実施した珪藻化石分析によれば、本層群最上

部の源氏川層は中部中新統の最下部である。 

b. 東金砂山層 

東金砂山層は、礫岩、砂岩等から成り、主に久慈山地の中央部から東側にかけて

の里川と山田川に挟まれた地域に分布する。本層は、阿武隈花崗岩類及びそれらの

カタクレーサイトを不整合に覆っている。大槻（1975）(53)等によれば、本層は金砂

郷層群の上部及び多賀層群の下部と指交関係にあることから、おおよそ中部中新統

とされている。 

c. 多賀層群 

多賀層群は、主に砂質泥岩から成り、ひたちなか市部田野等では凝灰岩を伴って

いる。本層群は、常磐海岸台地及び多賀山地南西縁部に広く分布するほか、那珂台

地縁辺部、東茨城台地北部、友部丘陵東部、久慈山地南端部等にも分布する。本層

群は、多賀山地周辺では阿武隈花崗岩類、日立変成岩類及び白水層群を不整合に覆

い、久慈山地南端部から友部丘陵にかけては、金砂郷層群を大部分の地域で不整合

に覆っている。須藤ほか（2005）（51）等によれば、本層群は産出化石から中部～上

部中新統とされている。実施した珪藻及び石灰質ナンノ化石分析結果によれば、本

層群は中部中新統の上部～上部中新統の下部である。柳沢ほか（2004）（58）による

多賀層群に挟まれる火山灰層のカリウム－アルゴン法年代値（約12Ma〜10Ma）は、

中期中新世の後期〜後期中新世の前期である。 

d. 離山層 

離山層は、主に凝灰岩から成り、多賀山地南縁部に分布する。本層は、多賀層群を

不整合に覆っており、吉岡ほか（2001）（8)等によれば、本層は産出化石などから下

部鮮新統とされている。 

e. 久米層 

久米層は、主に砂質泥岩から成り、久慈山地南縁部及び多賀山地南縁部に広く分

布するほか、常磐海岸台地の海岸沿いの一部、那珂台地東縁部等にも分布する。本

層は、金砂郷層群、東金砂山層及び多賀層群を不整合に覆っている。柳沢ほか

（1989）(59)等によれば、本層は産出化石から鮮新統とされている。実施した珪藻及

び石灰質ナンノ化石分析結果によれば、新第三系鮮新統〜第四系下部更新統であ

る。岩野ほか（2004）（60）による凝灰質砂岩のフィッション・トラック年代値（約

3.9Ma）は、前期鮮新世である。 

(3) 第四系 

第四系は、主に丘陵地、台地及び低地に広く分布する。これらは、中部更新統の東
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茨城層群、上部更新統の段丘堆積物並びに完新統の沖積層及び砂丘砂層に区分され

る。 

a. 東茨城層群 

東茨城層群は、八溝山地東縁の瓜連丘陵及び友部丘陵、多賀山地東縁の常磐海岸

台地の南部、那珂台地、東茨城台地等にまとまって分布するほか、久慈山地の里川

沿いに小規模に分布する。本層群は、瓜連丘陵では坂本・宇野沢（1976）(61)による

引田層等、友部丘陵では坂本・宇野沢（1979）(62)による友部層等、常磐海岸台地の

南部ではH面を構成する堆積物、那珂台地、東茨城台地等では、坂本ほか（1981）(3)

による石崎層、笠神層、見和層下部及び見和層中部に、大井・横山（2011）（63）に

よる藪層、上泉層、清川層、横田層及び木下層の剣尺部層に、山元（2013）（64）に

よる笠神層及び夏海層に相当する（これらの地層を一括して東茨城層群と仮称す

る）。 

小池ほか（1985）(65)は、瓜連丘陵に分布する所貫礫層を大田原火砕流堆積物（約

30万年前；久保ほか（2007）(9)）の二次堆積物が覆うとし、貝塚ほか（2000）(66)

は、友部丘陵を構成する海成砂層について、海洋酸素同位体ステージ（以下「MIS」

（Marine Isotope Stage）という。）9に形成されたものとしている。大井・横山

（2011）（63）及び大井ほか（2013）（67）は、藪層〜木下層の剣尺部層をMIS9〜5eの

間に、山元（2013）（64）は、笠神層及び夏海層をMIS7に形成されたものとしてい

る。 

本層群は、瓜連丘陵等では、礫、砂及びシルトから成る。礫は風化し、一部でく

さり礫化している。友部丘陵、常磐海岸台地の南部、那珂台地、東茨城台地等で

は、主に細粒～中粒の砂から成り、敷地の西側付近及び涸沼付近では、礫及びシル

トから成る。 

本層群は、南関東の下末吉面から小原台面に対比されるM1面より高位にあるH面を

形成していること、那珂台地、東茨城台地等ではM1段丘堆積物に不整合に覆われて

いることから、中部更新統と考えられ、H面は南関東の多摩面（Mis13～7；貝塚・松

田編（1982）（68）等）に対比される。 

b. 段丘堆積物 

段丘堆積物は、海岸及び河川に沿って分布する。段丘堆積物は、段丘面の分布、

堆積物の層相、火山灰との関係等に基づいて、M1段丘堆積物、M2段丘堆積物、M3段

丘堆積物、M4段丘堆積物、L1段丘堆積物、L2段丘堆積物、L3段丘堆積物及びL4段丘

堆積物に区分される。M1段丘堆積物は主に海成堆積物、M2～M4段丘堆積物及びL1～

L4段丘堆積物は河成堆積物から成る。敷地周辺陸域の段丘面区分図を第3.2.4図に示

す。 

M1段丘堆積物は、那珂台地、東茨城台地、鹿島台地及び常磐海岸台地の南部に連

続的に広く分布するほか、久慈川沿い及び常磐海岸台地の北部の花貫川沿い等に分

布する。坂本ほか（1972）(1)、坂本（1975）(2)及び坂本ほか（1981）(3)は、那珂台

地及び東茨城台地に分布する堆積物を見和層とし、このうち見和層上部を最終間氷

期の高海水準期に形成された海成層としている。また、見和層の上位には見和層の
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堆積面が陸化した後に水中で堆積したと考えられる茨城粘土層が分布するとしてい

る。鈴木（1989）(69)は、那珂台地及び東茨城台地の主部をなす平坦面をそれぞれ那

珂台地面及び東茨城台地面とし、那珂台地中央部では、堆積物の上部に箱根吉沢下

部7テフラ（約13万年前；鈴木（1989）(69)）、赤城水沼9、10テフラ（約13万年前；

鈴木（1990）(70)）等を、海岸付近のひたちなか市部田野では、堆積物中の最上部に

鬼界葛原テフラ（約9.5万年前；町田・新井（2003）(71)）を認め、これらの台地面

は、MIS5e～MIS5cにかけて形成されたとしている。また、常磐海岸台地の平坦面を

田尻浜Ⅰ面及び田尻浜Ⅱ面とし、それぞれMIS5e及びMIS5cに形成されたとしてい

る。 

なお、赤城水沼9、10テフラ（約13万年前；鈴木（1990）(70)）は、そのテフラ分

析結果から箱根吉沢下部6～8テフラ（約13万年；町田・鈴木（1971）（72）及び町田

（1977）（73）)とほぼ同時期の降灰と評価されている。箱根吉沢下部6～8テフラは東

京・横浜地区の下末吉段丘堆積物の上位に堆積した風成ローム層下部に確認されて

いることから、MIS5eのピーク直後の海退期に降灰したものと判断される。地表地質

調査結果から、赤城水沼9、10テフラはM1段丘堆積物の海成層の上位の堆積物中に確

認されることから、地質層序からも箱根吉沢下部6～8テフラと同時期に降灰したと

判断される。 

大井ほか（2013）（67）は木下層の行方部層及び常総層とし、MIS5dに、山元

（2013）（64）は見和層及び茨城層とし、MIS5eからMIS5cにかけて形成されたとして

いる。 

那珂台地等では、堆積物は主に砂から成り、礫及びシルトの薄層を伴う。下部に

は貝化石を含み、上部には貝の痕跡や波打際付近に棲息した生物の痕跡である白斑

状の生痕（以下「白斑状生痕」という。）が認められるなど、海成の堆積物から成

る。また、最上部には淡水環境で堆積したと考えられる粘土層及び砂礫層が薄く分

布する。常磐海岸台地の北部の高萩市上和野では、堆積物は砂礫を主体とし、河成

の堆積物から成る。 

ひたちなか市長砂及び鹿島灘沿岸では、白斑状生痕の上位で砂とシルトの互層中

に、厚さ3cm程度で赤城水沼9、10テフラが認められる。また、鬼界葛原テフラが、

ひたちなか市部田野では堆積物の最上部に、高萩市上和野では風化火山灰層の最下

部に認められる。これらのことから、M1面は、箱根吉沢下部7テフラ及び赤城水沼

9、10テフラ降下堆積以後から鬼界葛原テフラ降下堆積頃にかけて形成されたと推定

され、南関東の下末吉面から小原台面（MIS5e～5c；貝塚・松田編（1982）(68)等）

に対比される。 

M2段丘堆積物は、久慈川、那珂川及び涸沼川等の河川に沿って分布し、下流部で

広く分布する。坂本ほか（1972）(1)、坂本（1975）(2)等は、久慈川下流部の段丘礫

層を額田段丘礫層、那珂川下流部の段丘礫層を上市段丘礫層とし、M1段丘堆積物以

後に形成された河成段丘礫層としている。貝塚ほか編（2000）(66)等は、この堆積物

から成る段丘面を額田面及び上市面とし、MIS5aに対比している。久慈川及び那珂川

沿いでは、堆積物は主に礫及び砂から成り、涸沼川等の台地部の河川沿いでは、礫
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混じり砂を主体とする。これらの堆積物は、いずれも下位のM1段丘堆積物等を削り

込んでいる。堆積物を覆う風化火山灰層の中部に赤城鹿沼テフラ（約4.5万年前以

前；町田・新井（2003）(71)等）が、下部に赤城水沼1テフラ（約6.0万年前～約5.5

万年前；町田・新井（2003）(71)等）が認められる。これらのことから、M2面は赤城

水沼1テフラ降下堆積以前に形成されたと推定され、南関東の武蔵野面のM2面

（MIS5a；貝塚・松田編（1982）(68)等）に対比される。 

M3段丘堆積物は、久慈川及び那珂川の下流にややまとまって分布するほか、河川

沿いに断片的に分布する。貝塚ほか編（2000）(66)等は、この堆積物から成る段丘面

を塩ヶ崎面とし、MIS4に対比している。久慈川及び那珂川沿いでは、堆積物は礫を

主体とする。堆積物を覆う風化火山灰層の最下部に赤城水沼1テフラが認められる。

M3面は、M2面との境で段丘崖を成すことから、M2面の形成以降、赤城水沼1テフラ降

下堆積以前に形成されたと推定され、南関東の武蔵野面のM3面（MIS4；貝塚・松田

編（1982）(68)等）に対比される。 

M4段丘堆積物は、M3段丘堆積物の縁に分布する。M4面はM3面との境で段丘崖を成

すが、比高は小さいことからM3面形成に引き続き形成されたと推定される。 

L1段丘堆積物は、久慈川、那珂川、山田川、里川等の主に中流から下流に分布す

る。堆積物は礫を主体とし、堆積物の下部に榛名八崎テフラ（約5.0万年前；町田・

新井（2003）(71)等)が認められる。また、堆積物を覆う風化火山灰層の最下部に赤

城鹿沼テフラが認められる。これらのことから、L1面は榛名八崎テフラ降下堆積以

降、赤城鹿沼テフラ降下堆積以前に形成されたと推定され、南関東の立川面のTc1面

（MIS3；貝塚・松田編（1982）(68)等）に対比される。 

L2段丘堆積物は、河川に沿って局所的に分布し、主に礫及び砂から成る。堆積物

を覆う風化火山灰層の下部に姶良Tnテフラ（約3.0万年前～約2.8万年前；町田・新

井（2003）(71)等）を含むことから、L2面は、姶良Tnテフラ降下堆積以前に形成され

たと推定され、南関東の立川面のTc2面（MIS3；貝塚・松田編（1982）(68)等）に対

比される。 

L3段丘堆積物は、河川に沿って局所的に分布し、主に礫及び砂から成る。堆積物

を覆う風化火山灰層中に男体七本桜テフラ・男体今市テフラ（約1.5万年前～約1.4

万年前；町田・新井（2003）(71)等）が認められることから、L3面は、男体七本桜テ

フラ・男体今市テフラ降下堆積以前に形成されたと推定され、南関東の立川面のTc3

面（MIS2；貝塚・松田編（1982）(68)等）に対比される。 

L4段丘堆積物は、河川に沿って局所的に分布し、主に礫及び砂から成る。堆積物

中に男体七本桜テフラ・男体今市テフラが認められることから、L4面は、男体七本

桜テフラ・男体今市テフラ降下堆積以降に形成されたと推定される。 

c. 沖積層 

沖積層は、未固結の砂、シルト及び礫から成り、久慈川、那珂川、涸沼川等の下

流部に広く分布するほか、現河川に沿って丘陵地、山地内等に細長く分布する。 

d. 砂丘砂層 

砂丘砂層は、未固結の淘汰の良い細粒砂から中粒砂より成り、太平洋岸の東海村
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豊岡から鉾田市にかけての海岸線に分布している。 

(4) 深成岩類及び変成岩類 

a. 深成岩類 

深成岩類は、主に阿武隈山地南部の多賀山地に広く分布する阿武隈花崗岩類及び

八溝山地等に点在する八溝花崗岩類及び筑波山地に分布する花崗岩類に区分され

る。 

阿武隈花崗岩類は、主に黒雲母花崗閃緑岩から成る。本岩類は、松本ほか

（2014）（74）のカリウム-アルゴン（K-Ar）法による年代測定結果（約108Ma〜

89Ma）等から、白亜紀に日立変成岩類及び竹貫変成岩類に貫入したと考えられる。

また、阿武隈花崗岩類の南東端部には片状花崗岩が分布し、田切ほか（2010）（45）

等によるウラン－鉛法によるジルコン粒子の年代値（約500Ma）から、カンブリア紀

に日立古生層（日立変成岩類）下部の赤沢層に貫入したとされている。 

八溝花崗岩類は、主に黒雲母花崗岩から成る。本岩類は、柴田ほか（1973）(75)の

カリウム-アルゴン（K-Ar）法による年代測定結果（約108Ma〜65Ma）等から、主に

白亜紀に八溝層群に貫入したと考えられる。 

筑波山塊に分布する花崗岩類は、稲田花崗岩及び加波山花崗岩から成る。稲田花

崗岩は主に角閃石黒雲母花崗閃緑岩から成り、加波山花崗岩は主に黒雲母花崗岩か

ら成る。これらの花崗岩類は、河野・植田（1966)(76)及び柴ほか（1979）(77)のカリ

ウム-アルゴン（K-Ar）法による年代測定結果から、白亜紀後期から古第三紀に筑波

変成岩類及び吾国山変成岩類に貫入したと考えられる。 

b. 変成岩類 

変成岩類は、主に筑波山塊に分布する筑波変成岩類及び吾国山変成岩類に区分さ

れる。 

筑波変成岩類及び吾国山変成岩類は、片麻岩、砂質片岩、ホルンフェルス等から

成る。これら変成岩類は、白亜紀後期から古第三紀の稲田花崗岩及び加波山花崗岩

に貫入されることから、先白亜系と推定される。 

 

3.2.2.3 敷地周辺陸域の地質構造 

(1) 概要 

敷地周辺陸域の地質構造図を第3.2.5図に示す。 

敷地周辺陸域の地質構造は、主に北部の山地から成る地域と、主に南部の台地及び

低地から成る地域で異なった特徴を呈する。 

北部における地質構造としては、久慈山地東部に阿武隈花崗岩類のカタクレーサイ

トから成るNNW-SSE方向に連続する幅4km～5kmの棚倉破砕帯がある。同破砕帯の東側

の多賀山地には深成岩類の阿武隈花崗岩類及び変成岩類の日立変成岩類等が広く分布

し、さらに、その東側の常磐海岸台地には、それらを不整合に覆って古第三系漸新統

及び新第三系中新統が東に緩く傾斜して分布している。また、棚倉破砕帯内部には、

カタクレーサイトを不整合に覆う新第三系中新統の金砂郷層群及び東金砂山層が傾斜

して分布し、同破砕帯の西側には、金砂郷層群が東に傾斜して分布している。これら



 

添-1-12 

の地層は、棚倉破砕帯西縁断層及び周囲に分布する断層並びに久慈川流域に分布する

NNW-SSE方向及びNE-SW～E-W方向の断層で切断されている。 

八溝山地には、新第三系に不整合で覆われる主に中生界の八溝層群が分布し、西又

は北西に傾斜しており、数条の短い断層が分布している。 

また、棚倉破砕帯の南部の久慈川下流部及び常磐海岸台地付近には、新第三系中新

統を不整合に覆う新第三系鮮新統〜第四系下部更新統の久米層が、ほぼ水平に分布し

ている。 

南部における地質構造としては、台地及び低地に、主に第四系が広く分布する。 

重力異常に関しては、大局的な地下深部構造を把握することを目的として、地質調

査所編「日本重力データベース DVD版」（2013）(42)等を参考に重力異常図を作成し

た。敷地周辺の重力異常図を第3.2.6図（1）に示す。 

敷地北方の多賀山地南西縁付近に認められる重力異常の急勾配構造については、坂

本ほか（1972）(1)によれば、那珂市菅谷付近に低重力域の中心があり、東から西へ重

力値が小さくなる。このことは、海岸沿いでは、多賀層の下位に先新第三系の基盤が

直接接しており、それより西方の内陸部では、多賀層の下位に新第三系が厚く発達し

ていることを示すものであるとしている。また、吉岡ほか（2001）(8)及び長谷川

（1988）(78)によれば、高重力異常域は高密度の古生層基盤岩の分布に一致し、急勾

配構造は、棚倉構造線の南方端に対応するとしている。 

これらの重力異常域と地下深部構造の関係を把握することを目的として、反射法地

震探査等を実施した。反射法地震探査の測線位置図を第3.2.6図（1）に、解釈図を第

3.2.6図(2)～(6)に示す。これによると、多賀山地付近の高重力異常から那珂台地付

近の低重力異常に向かって、先新第三系の基盤上面が深くなっており、基盤上面と重

力異常が調和的であることが認められる。また、反射法地震探査の結果によれば、久

慈川以北で地表に露出する棚倉破砕帯の南方延長に相当する地質構造がLine-1、

Line-2で認められ、重力異常は先新第三系の上面の高度分布を反映したものと判断さ

れる。Line-3、Line-A及びLine-Bでは高重力異常から低重力異常に向かって先新第三

系の上面が深くなっており、重力異常と調和的である。なお、約5km以浅の重力異常

分布の高重力異常域及び低重力異常域の分布の傾向は、沈み込み帯等の影響除去前の

重力異常分布とほぼ同じであることから、重力異常分布には沈み込み帯の影響はほと

んどなく、反射法地震探査記録から判読した地下構造と調和的であると考えられる。 

磁気異常に関しては、敷地北方の海岸付近には正の磁気異常部が認められ、おおむ

ねNNE-SSW方向に連続している。一方、敷地西方では負の磁気異常部が認められる

（第3.2.7図）。 

微小地震分布に関しては、気象庁（2017）(79)に基づき、微小地震分布図を作成し

た（第3.2.8図（1）～（4））。2011年3月以降は、敷地北方の福島県と茨城県の県境

付近及び敷地東方の海域と銚子沖付近で地震が集中して発生しており、震源深さの分

布によると、深さ10km程度において内陸地殻内地震が、深さ80km程度以浅では、太平

洋プレートの二重深発地震面がみられる。同様に中小地震も2011年3月以降、敷地北

方の福島県と茨城県の県境付近及び敷地東方の海域で、地震が集中して発生してい
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る。 

棚倉破砕帯の東側の地域（福島県浜通りから茨城県北部）では、2011年東北地方太

平洋沖地震発生以降、正断層型の内陸地殻内地震が多発しているが、棚倉破砕帯の地

表断層位置と震央位置が離れており、棚倉破砕帯の走向とメカニズム解も調和的でな

いことより、棚倉破砕帯に関連する地震活動ではないものと考えられる。さらに、棚

倉破砕帯の北方及び南方についても、地震が集中しているような状況は見られない。 

敷地東方の海域では、2011年東北地方太平洋沖地震発生以降、F16断層、F8断層及

びA-1背斜の近傍で地震が集中して発生している。 

(2) 敷地周辺陸域の断層及びリニアメント 

敷地周辺陸域には、活断層研究会編（1991）(24)、地質調査所編（1992）(27)、地質

調査所（1997）(25)、今泉ほか編（2018）(29)、地震調査委員会（2015）(30)等により活

断層、推定活断層等が記載されている（第3.2.9図）。 

敷地周辺陸域について、社団法人土木学会原子力土木委員会（1999）(80)、井上ほ

か（2002）(81)等のリニアメント・変動地形の分類の例を参考に敷地周辺の地域特性

を考慮して空中写真判読の基準を作成し、変動地形学的調査を実施した。変動地形判

読基準を第3.2.2表に、敷地周辺陸域の変動地形学的調査結果を第3.2.10図に示す。 

a. 棚倉破砕帯西縁断層（の一部） 

a) 文献調査結果 

棚倉破砕帯西縁断層（の一部）は、活断層研究会編（1991）(24)において走向が

NNW-SSE方向、長さ7km、確実度Ⅲ（活断層の疑いのあるリニアメント）として記

載されている。ただし、岩質の相違によるものである可能性が大きいとも記載さ

れている。このリニアメントについて、地震調査委員会（2015）(30)は活断層の可

能性の低い構造として評価している。また、活断層研究会編（1991）(24)では、こ

の南方の常陸太田市西染町及び中染町付近には長さ約4km以下のリニアメントが4

条記載されている。これらのリニアメントは、活断層研究会編（1980）(23)では確

実度Ⅲとされていたが、活断層研究会編（1991）(24)では組織地形又は河食崖であ

る可能性が強いとし、「削除」とされている。 

桑原（1981）(82)においては、本断層について、リニアメントはしばしば断層崖

から成るけれども、これらに沿って段丘面や河谷などの横ずれ変位は見られない

し、縦ずれ変位も顕著なものではないらしいとしている。また、鈴木（2004）(83)

は、この付近における形態的特徴から、山田川沿いの直線谷と直線的急崖を、そ

れぞれ直線的な線状の削剥地形である断層線谷と断層線崖としている。 

今泉ほか編（2018）(29)においては、活断層研究会編（1991）(24)に記載された、

断層北方の常陸太田市取上から滝沢にかけての7kmの区間のリニアメントは記載さ

れておらず、南方の西染町及び中染町付近に長さ約4km以下の推定活断層が2条記

載されている。 

地質調査所（1984）(26)、吉岡ほか（2001）(8)、久保ほか（2007）(9)及び地質調

査所（2016）(10)では、これらの地域に活構造を示していない。また、常陸太田市

国安町原より南方において、活構造を記載している文献は確認されない。 
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b) 変動地形学的調査結果 

変動地形学的調査結果を第3.2.11図に示す。 

活断層研究会編（1991）(24)に記載される棚倉破砕帯西縁断層（の一部）付近

に、同方向のリニアメントが常陸太田市湯草北西から常陸太田市田ヶ町にかけて

の約7kmの区間に連続して判読される。これより北方の久慈郡大子町取上以北で

は、リニアメントは判読されない。判読されたリニアメントはLCランクで、崖線

及び三角状の急崖等として認められる。高度差としては東側が低い。また、この

リニアメントの東側に並列して、常陸太田市下高倉町馬次東方及び田ヶ町東方付

近において、長さ約2kmのLDランクのリニアメントが2条判読される。2条のリニア

メントのうち、北側については断続的で不鮮明な鞍部及び急斜面として判読さ

れ、高度差としては西側が低い。南側については断続的な三角状の急崖として判

読され、高度差としては西側が低い。なお、リニアメント周辺の山頂付近の接峰

面高度はほぼ同程度であり、リニアメントの両側で水系の食い違いも認められな

い（第3.2.12図及び第3.2.13図）。 

また、西染町及び中染町付近において、今泉ほか編（2018）(29)に記載される推

定活断層付近に、同方向で長さ約5kmと約2kmのLDランクのリニアメントが確認さ

れる。2条のリニアメントのうち、東側については断続的で不鮮明な急崖として判

読され、高度差としては西側が低い。西側については断続的で不鮮明な三角状の

急斜面等として判読され、高度差としては東側が低い。 

なお、原東方付近及びそれ以南においては、リニアメントは判読されない。原

東方付近では、断層を横断して分布するL1段丘面に変位・変形は認められない。

（第3.2.14図）。L1段丘面の構成層の上部には厚さ約1.5mのローム層及び表土が

分布し、ローム層の直下には厚さ約15cmの細粒軽石層が認められ、これが赤城鹿

沼テフラ（約4.5万年前以前；町田・新井（2003）(71)等）に対比されることか

ら、この段丘面の離水年代はおおむね5万年前と判断される。 

原南方の久慈川付近で実施した反射法探査Line-1測線では、棚倉破砕帯西縁断

層の南方延長に相当する地質構造が認められる。常陸太田市天神林町付近では、

棚倉破砕帯西縁断層を横断して分布するM1段丘面が分布しており、段丘面に変

位・変形は認められない（第3.2.15図）。小池・町田編（2001）（28）によれば、

この段丘面はMIS5eの海成段丘とされている。また、地表地質調査結果からは、段

丘堆積物上に厚さ約3mのローム層及び表土があり、地表から約1m下に厚さ約15cm

の赤城鹿沼テフラ（約4.5万年前以前；町田・新井（2003）(71)等）に同定される

軽石層が、この軽石層の下位約2m付近のローム層下部には鬼界葛原テフラ（約9.5

万年前；町田・新井（2003）(71)）が認められ、さらにその下位に数10cmのローム

層が分布することから、この段丘面の堆積年代はMIS5eと判断される。 

c) 地表地質調査結果 

判読されたリニアメント周辺の地質図を第3.2.16図に、地質断面図を第3.2.17

図に示す。 

判読されたリニアメント周辺には、阿武隈花崗岩類のカタクレーサイト、新第
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三系中新統として、金砂郷層群の浅川層、男体山火山角礫岩、西染層、苗代田

層、大門層及び瑞龍層並びに東金砂山層、鮮新統～下部更新統の久米層、第四系

の段丘堆積物等が分布している。このうち、中新統以下の地層には棚倉破砕帯西

縁断層による大きな変位が認められ、断層の両側には、急傾斜した構造も認めら

れる。このような構造は、久慈郡大子町小生瀬東方から南方の山田川下流部の常

陸太田市芦間町付近にかけて一様に連続している。 

判読されたリニアメントのうち、湯草北西から常陸太田市田ヶ町の約7kmの区間

で判読されたLCランクのリニアメントについては、リニアメントにほぼ一致して

棚倉破砕帯西縁断層が確認される。北部の湯草北西から馬次の約4kmの区間では、

断層の西側には主に男体山火山角礫岩が、東側には礫岩及び砂岩から成る東金砂

山層が分布し、南部の馬次から田ヶ町の約3kmの区間では、断層の西側には礫岩か

ら成る西染層が、東側には礫岩及び砂岩から成る東金砂山層が分布する。 

常陸太田市上高倉町釜の平では、男体山火山角礫岩と東金砂山層とを境する断

層露頭が認められる。この露頭では、何回かの断層活動を示す複数の破砕組織が

認められ、このうち幅約0.5cmの軟質な粘土を伴う断層面は、他の破砕組織を切断

していることから、最も新期に活動したものと考えられる（第3.2.18図）。 

常陸太田市下高倉町畑中では、東金砂山層と西染層とを境する断層露頭が認め

られる（第3.2.19図）。この露頭では釜の平の露頭と同様に、何回かの断層活動

を示す複数の破砕組織が認められ、このうち幅約0.2㎝の軟質な粘土を伴う断層面

は、他の破砕組織を切断していることから、最も新期に活動したものと考えられ

る（第3.2.20図）。 

釜の平及び畑中で確認された断層のうち、最も新期に活動したものと考えられ

る断層面について薄片観察を行った結果、非対称変形組織は両者とも左ずれ卓越

の変位センスを示している。 

リニアメントが判読されない田ヶ町以南でも、中新統を切る棚倉破砕帯西縁断

層は連続しており、常陸太田市天下野町百目木の沢部での連続露頭では、東金砂

山層と西染層とを境する断層及び西染層中の断層が認められる。これらの断層

は、いずれも断層面が平面的ではなく、破砕部はやや固結している（第3.2.21

図、第3.2.22図、第3.2.23図）。本断層の薄片観察を行った結果、非対称変形組

織は東上がり、右ずれの変位センスを示している。また、この断層露頭北方に

は、H面が分布しており、本段丘面においてトレンチ調査を実施した結果、沢部の

連続露頭と同様に東金砂山層と西染層とを境する断層が認められる。 

本断層は断層面が平面的ではなく、破砕部はやや固結しており、H段丘堆積物に

変位・変形を与えていない（第3.2.24図）。本堆積物は主に礫から成り、礫は風

化し、くさり礫化している。堆積物を覆う風化火山灰層は、鬼界葛原テフラを含

む。なお、本段丘面においてボーリング調査を実施した結果、その直下の地質構

造は、中央部急傾斜区間で全体的に急傾斜をなし、せん断構造等も多く認められ

るが、断層面は湾曲し、破砕部は固結している。また、段丘面の東側には、段丘

面を西側へ傾動させる西側傾斜の逆断層は認められず、基盤岩を覆うH段丘堆積物
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はほぼ水平に分布している（第3.2.25図）。 

また、リニアメントが判読されない湯草以北でも、中新統を切る棚倉破砕帯西

縁断層は連続しているが、大子町取上北方の露頭では東金砂山層と苗代田層とを

境する断層が認められる。本断層は断層面が平面的ではなく、破砕部はやや固結

している（第3.2.26図）。本断層の薄片観察を行った結果、非対称変形組織は右

ずれ卓越の変位センスを示している。 

LCランクのリニアメントに並走する2条のLDランクのリニアメントのうち、馬次

東方付近に判読されるリニアメントは、中新統を切る棚倉破砕帯西縁断層から約

500m東方に位置しており、直下及び近傍には連続する断層は存在しておらず、リ

ニアメントは東金砂山層の岩相が変化する付近に位置している。 

馬次東方約300mの地点には、リニアメントを横断して東金砂山層の連続露頭が

認められる（第3.2.27図）。リニアメント直下には砂岩がリニアメントにおおむ

ね平行な走向で西に約30°傾斜しており、砂岩の両側には礫岩が連続している。

所々に変位を伴う断層が認められるが、いずれも断層面の癒着した断層である。 

田ヶ町付近に判読されるリニアメントは、中新統を切る棚倉破砕帯西縁断層か

ら約100m東方に位置しており、直下及び近傍には連続する断層は存在しておら

ず、リニアメントは東金砂山層の岩質が変化する付近に位置している。 

田ヶ町付近の沢には、リニアメントを横断して東金砂山層の連続露頭が認めら

れる（第3.2.28図）。リニアメントの東側には硬質な砂岩が、西側には節理の多

い泥岩を挟む砂岩がリニアメントにおおむね平行な走向で西に急傾斜している。

露頭の西端部には、断層面の癒着した断層が認められるが、走向はリニアメント

と斜交している。 

LCランクのリニアメント南方の西染町及び中染町付近において判読された2条の

LDランクのリニアメントのうち、中染町付近では、西染層と東金砂山層とを境す

る断層が認められる（第3.2.29図、第3.2.30図（1）～（3））。本断層は、百目

木で確認された断層と同様に、断層面が平面的ではなく、破砕部はやや固結して

いる（第3.2.31図）。 

西染町西方で判読されたリニアメントは、中新統を切る棚倉破砕帯西縁断層か

ら約500m西方に位置しており、西染層中の小規模な断層や節理の発達の程度が異

なる境界付近に位置し、小規模な断層は認められるが連続する断層は認められな

い。 

常陸太田市西染町小室西方付近には、リニアメントを横断して西染層の連続露

頭が認められる（第3.2.32図）。露頭には、小規模な断層が認められるものの、

走向はリニアメントに斜交し、破砕部も固結している（第3.2.33図）。 

常陸太田市和久町和舘付近では、リニアメントを横断して西染層のほぼ連続し

た露頭が認められる。リニアメントの西側には節理がほとんど認められない塊状

の砂岩が分布する。一方、東側では節理の多い泥岩を挟む砂岩が分布し、所々に

断層面の癒着した断層が認められる。リニアメント付近には、断層面の癒着した

断層が複数認められるが、連続する断層は認められない（第3.2.34図）。 
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また、棚倉破砕帯西縁断層に沿って流下する山田川の流域では、断層の両側で

第四系の段丘堆積物の分布標高はほぼ同様であり、段丘面は上流から下流にかけ

て徐々に高度を減じている。 

芦間町付近の地質図を第3.2.35図に示す。芦間町付近では、棚倉破砕帯西縁断

層の西側に中新統の大門層が、東側に瑞龍層が分布しており、これらの地層を鮮

新統～下部更新統の久米層が不整合に覆っている。 

芦間町南方露頭①では、大門層は全体に破砕され、層理面は急傾斜を示し、棚

倉破砕帯西縁断層が極近傍に位置すると考えられる。大門層は全体に破砕されて

いるが固結しており、これらの破砕部を切断する平面的で連続性の良い断層面及

び軟質粘土状破砕部は認められない。この大門層破砕部は久米層に不整合に覆わ

れている。久米層は部分的に層理面が急傾斜し、露頭下部ではほぼ直立する部分

も見られるが、露頭上部では緩い傾斜である（第3.2.36図（1）、（2））。 

棚倉破砕帯西縁断層の東側に分布する中新統の瑞龍層と久米層との地層境界は

大局的にはNW-SE方向でやや直線的であるが、両層とも層理面の傾斜は緩く、不整

合関係で接している。（第3.2.36図（3））。 

更に南方では、棚倉破砕帯西縁断層の南方延長推定位置を挟んだ2地点で実施し

たボーリング調査の結果、久米層の下位には、西側地点では中新統の大門層、東

側地点では中新統の瑞龍層が分布していることから、棚倉破砕帯西縁断層はこの2

地点のボーリング孔の間に位置していると判断される（第3.2.37図、第3.2.38

図）。 

ボーリング地点の約100m北方付近では、棚倉破砕帯西縁断層の推定位置を横断

する地表の連続露頭の観察の結果、芦間町南方露頭②において棚倉破砕帯西縁断

層の走向と一致する断層が認められた（第3.2.39図）。この断層は、久米層に見

かけ西側隆起数10cmの変位を与えているが、断層面の平面性は低く連続性はやや

不明瞭であり、粘土状破砕部を伴わない（第3.2.40図（1）、（2））。 

d) 棚倉破砕帯西縁断層（の一部）の評価 

棚倉破砕帯西縁断層（の一部）位置付近で判読されたLCランクのリニアメント

は、中新統を切る棚倉破砕帯西縁断層とほぼ一致する。本リニアメント付近で認

められた最新活動時期を示す断層は、いずれも断層面が平面的であり、破砕部が

軟質であること、本断層の最新活動時期を評価するための段丘面等が分布しない

ことから、後期更新世以降の活動を否定することができない。 

一方、本リニアメントが判読されない湯草以北及び田ヶ町以南においても中新

統を切る棚倉破砕帯西縁断層は連続しており、取上北方及び百目木で確認された

断層は、いずれも断層面が平面的ではなく破砕部はやや固結ないしは固結してい

ること、百目木で実施したトレンチ調査等の結果、本断層はH段丘堆積物に変位・

変形を与えていないことから、取上北方及び百目木では少なくとも後期更新世以

降の活動はないものと判断される。 

棚倉破砕帯西縁断層（の一部）の南方で判読された2条のリニアメントのうち、

中染町付近のリニアメントについては、西染層と東金砂山層とを境する断層が確
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認されるが、百目木で確認された断層と同様、断層面が平面的ではなく、破砕部

はやや固結している。西染町付近のリニアメントについては、中新統を切る棚倉

破砕帯西縁断層とは一致していない。一部のリニアメント付近の露頭においては

小規模な断層が認められるが、連続するものではない。しかしながら、いずれの

リニアメントも上載地層との関係が確認できないため後期更新世以降の活動が否

定できない。 

中新統を切る棚倉破砕帯西縁断層近傍で認められる大きな変位や急傾斜した構

造は、百目木から南方の山田川下流部の芦間町付近にかけて一様に連続してい

る。変動地形学的調査結果によると、原東方以南ではリニアメントは判読され

ず、原東方付近では、棚倉破砕帯西縁断層を横断して分布するL1段丘面に変位・

変形は認められない。棚倉破砕帯西縁断層の南方延長部である芦間町周辺では、

久米層が断層を覆ってほぼ水平に連続して分布しており、久米層には累積的な変

位・変形は認められない。さらに南方の天神林町付近では、棚倉破砕帯西縁断層

を横断して分布するM1面に変位・変形は認められない。 

なお、棚倉破砕帯西縁断層（の一部）の東方で判読された馬次東方及び田ヶ町

東方付近の2条のリニアメントについては、中新統を切る棚倉破砕帯西縁断層とは

一致していない。一部のリニアメント付近の露頭においては断層面の癒着した断

層が認められるが、連続するものではない。これらの判読されたリニアメント

は、東金砂山層の岩質が異なることに起因する侵食に対する抵抗性の差を反映し

た鞍部及び三角状の急崖によるものと考えられる。 

以上のことから、後期更新世以降の活動が否定できない取上北方から百目木ま

での約13km及び百目木から原東方までの長さ約5kmの計約18kmについて、震源とし

て考慮する活断層として評価する。 

b. 棚倉破砕帯東縁付近の推定活断層 

a) 文献調査結果 

活断層研究会編（1991）(24)において、確実度Ⅲ（活断層の疑いのあるリニアメ

ント）として同方向に、3条記載されている。これらは北から順に福島県石川郡浅

川町古屋敷から福島県東白川郡塙町小高東方にかけての約7km、福島県東白川郡塙

町板庭から福島県東白川郡塙町干泥にかけての約9km及び福島県東白川郡矢祭町入

宝坂から福島県東白川郡矢祭町道清にかけての約9kmであり、それぞれが約3km～

約5kmの間隔で記載されている。これらは棚倉破砕帯に沿ったもので、岩質の差異

によるものである可能性が大きいとされている。 

また、今泉ほか編（2018）(29)によれば、福島県・茨城県の県境付近の阿武隈山

地と久慈山地との境界には約20km、西側落下の推定活断層が、地質調査所

（2016）(10)においても約20kmの活動セグメント（棚倉構造線活動セグメント）が

記載されており、これらの北部は活断層研究会編（1991）(24)に記載されている入

宝坂から道清の確実度Ⅲ(活断層の疑いのあるリニアメント)とほぼ同様の位置で

ある。 

なお、古屋敷から小高東方においては、活断層研究会編（1991）（24）以外には
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リニアメントを記載している文献は無く、活断層研究会編（1991）（24）において

も、「岩質の差異による組織地形の可能性が大きい」とされている。 

b) 変動地形学的調査結果 

変動地形学的調査結果を第3.2.41図に示す。 

活断層研究会編（1991）(24)において記載された確実度Ⅲ（活断層の疑いのある

リニアメント）付近では、福島県東白川郡塙町上渋井から福島県東白川郡矢祭町

中石井にかけての約5kmの区間にLCランク及びLDランクで、高度差としては西側が

低く三角状の急崖等から成るリニアメント、福島県東白川郡塙町板庭北方から入

宝坂北方にかけての約9kmの区間にLCランク及びLDランクで、高度差としては東側

が低く三角状の急斜面等から成るリニアメント、福島県東白川郡塙町押立から福

島県東白川郡矢祭町追分北方にかけての約8kmの区間にLCランク及びLDランクで、

高度差としては一部で西側が低く三角状の急崖等から成るリニアメント、並びに

福島県東白川郡矢祭町追分から福島県東白川郡矢祭町馬渡戸南西方にかけての約

3.5kmの区間にLDランクの鞍部等から成るリニアメントが、それぞれ判読される。

一方、北側の古屋敷から小高東方では、リニアメントは判読されない。 

また、この南方の今泉ほか編（2018）(29)において記載される推定活断層付近で

は、約21kmのリニアメントが判読される。リニアメントは北端部の矢祭町入宝坂

から福島県・茨城県境の明神峠付近までがLCランクで、三角状の急崖、急斜面等

として、明神峠から南端部の茨城県常陸太田市折橋町までがLDランクで、断続的

で不鮮明な三角状の急斜面、鞍部等として認められる。高度差としてはいずれも

西側が低い。 

なお、上記リニアメントの周辺には、文献に記載されていない箇所でLDランク

のリニアメントが数条判読されるが、いずれも数km以下で、それぞれの連続性も

認められない。 

c) 地表地質調査結果 

判読されたリニアメント周辺の地質図を第3.2.42図に、地質断面図を第3.2.43

図(1)、(2)に示す。 

判読されたリニアメント周辺には、先白亜系の竹貫変成岩類、白亜系の阿武隈

花崗岩類、古第三系～白亜系のカタクレーサイト、新第三系中新統の久保田層、

赤坂層及び東金砂山層、新第三系鮮新統の仁公儀層並びに第四系等が分布してい

る。 

上渋井から中石井にかけて判読されたリニアメントは、カタクレーサイトと赤

坂層とを境する断層等とほぼ一致している。中石井では、リニアメントの直下に

カタクレーサイトと赤坂層とを境する断層露頭が認められるが、断層面が平面的

ではなく、破砕部はやや固結しており、これを切る新期の断層面は認められない

（第3.2.44図、第3.2.45図、第3.2.46図）。 

板庭北方から入宝坂北方にかけて判読されたリニアメントは、北部ではカタク

レーサイトの岩相を境する断層とおおむね一致しており、南部ではカタクレーサ

イトと赤坂層とを境する断層とおおむね一致するが、一部では本断層から100m程



 

添-1-20 

度西側に位置する。リニアメント北部の福島県塙町川上西方では、リニアメント

を横断する連続露頭において、塊状のカタクレーサイトと片状のカタクレーサイ

トとを境する断層露頭が認められるが、断層面が平面的ではなく、破砕部は固結

しており、これを切る新期の断層面は認められない（第3.2.47図、第3.2.48図、

第3.2.49図）。 

リニアメント南部の福島県東白川郡塙町戸中では、リニアメント直下の斜面の

傾斜変換部で実施したトレンチ調査の結果、斜面堆積物の下位に風化したカタク

レーサイトが認められた。カタクレーサイトには新期の断層は認められず、傾斜

変換部の山側でアプライト脈及び石英脈が多く認められる。また、カタクレーサ

イトを被覆する斜面堆積物に変形は認められない。本斜面堆積物は、基底部付近

に鬼界葛原テフラ及び沼沢芝原テフラ（約13万年前～約9万年前；町田・新井

（2003）(71)）を含むこと等から、約13～約9万年前以降連続的に堆積したものと

判断される（第3.2.50図、第3.2.51図（1）、（2））。 

押立から追分北方にかけて判読されたリニアメント付近には、北西部において

竹貫変成岩類が、南東部において阿武隈花崗岩類がリニアメントを横断して分布

しており、竹貫変成岩類と阿武隈花崗岩類との境界は連続的であり、断層による

変位は認められない。福島県東白川郡塙町の雷滝では、リニアメントを横断する

阿武隈花崗岩類の連続露頭において阿武隈花崗岩類に断層は認められない（第

3.2.52図）。リニアメントに沿って分布する湯川河床部の露頭には、リニアメン

トと同方向の節理が卓越している。 

追分から馬渡戸南西方にかけて判読されたリニアメントは、阿武隈花崗岩類中

の断層とほぼ一致している。馬渡戸では、リニアメントが通過する鞍部直下で実

施したトレンチ調査において阿武隈花崗岩類中に断層が認められるが、断層面は

平面的ではなく、破砕部は固結しており、これを切る新期の断層面は認められな

い（第3.2.53図、第3.2.54図）。 

入宝坂から明神峠にかけて判読されたリニアメントは、東側の阿武隈山地に分

布する阿武隈花崗岩類と西側の久慈山地に分布するカタクレーサイトとを境する

棚倉破砕帯東縁断層（大槻（1975）(53)）にほぼ一致しているが、北端部ではカタ

クレーサイトの分布域にあり、南部では阿武隈花崗岩類と東金砂山層の不整合境

界と一致している。福島県東白川郡矢祭町折屋では、リニアメントを横断する連

続露頭においてカタクレーサイトと阿武隈花崗岩類とを境する断層が認められる

（第3.2.55図、第3.2.56図、第3.2.57図）。カタクレーサイトと阿武隈花崗岩類

との境界は、複数の断層が分布する漸移的な境界断層として認められるが、いず

れの断層も断層面が平面的ではなく、破砕部は固結しており、これを切る新期の

断層面は認められない。道清では、リニアメント付近で東側に阿武隈花崗岩類

が、西側にカタクレーサイトが分布していることから、両者を境する棚倉破砕帯

東縁断層が推定され、東金砂山層はこれらの地層を不整合に覆っている（第

3.2.58図、第3.2.59図、第3.2.60図、第3.2.61図）。東金砂山層には断層が認め

られるが、層理面に平行で断層面は癒着し、挟在する粘土状破砕部も固結してお
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り、これを切る新期の断層面は認められない。 

明神峠から折橋町にかけて判読されたリニアメントは、東側の阿武隈山地に分

布する竹貫変成岩類と西側の久慈山地に分布する東金砂山層の礫岩等との不整合

境界にほぼ一致しており、リニアメント付近の東金砂山層の礫岩等の走向傾斜に

乱れは認められず、リニアメントと一致する断層は認められない。常陸太田市小

妻町では、リニアメント付近で東金砂山層と竹貫変成岩類の不整合面が認めら

れ、東金砂山層には複数の断層が認められるが、いずれも断層面は癒着している

（第3.2.62図、第3.2.63図、第3.2.64図）。さらに、小妻町の今泉ほか編

（2018)(29)において記載される推定活断層の直下で実施したトレンチ調査では、

東金砂山層に破砕部や急傾斜構造は認められない（第3.2.65図、第3.2.66図）。

なお、活断層研究会編（1991）(24)で古屋敷から小高東方にかけて記載された確実

度Ⅲ（活断層の疑いのあるリニアメント）の位置付近には断層は認められず、同

リニアメントの東側には先新第三系の竹貫変成岩類（片麻岩）、西側には新第三

系の久保田層（砂岩）及び赤坂層（礫岩）が分布し、先新第三系と新第三系が不

整合関係で接している。また、上渋井以南の断層近傍の新第三系は層理面が著し

く傾斜しているが、同リニアメント付近の新第三系の層理面の傾斜は緩く、断層

の存在を示唆する急傾斜構造も認められない。地質図を第3.2.67図に、地質断面

図を第3.2.43図（1）、（2）に、露頭スケッチを第3.2.68図から第3.2.72図に示

す。 

なお、活断層研究会編（1991）（24）で古屋敷から小高東方にかけて示された確

実度Ⅲのリニアメントの西方の殿山西方付近には、部分的にNNE-SSW方向の急斜面

部があり、島本ほか（1998）（84）等によれば、この地形周辺の地質については、

主に砂岩から成る中新統の久保田層と、その上位の主に礫岩及び砂岩から成る鮮

新統の仁公儀層から成り、断層は記載されていない。この地形の周辺について地

表地質調査の結果、急斜面の位置は仁公儀層の礫岩の分布の東端にほぼ一致して

おり、硬質な仁公儀層の礫岩と下位の軟質な久保田層の砂岩との境界が緩やかに

西方に傾斜している（第3.2.73図（1）～（3））。 

d) 棚倉破砕帯東縁付近の推定活断層の評価 

棚倉破砕帯東縁付近の推定活断層付近で判読されたリニアメントのうち、上渋

井～中石井にかけて判読されたリニアメントは、カタクレーサイトと赤坂層とを

境する断層等とほぼ一致している。これらの断層は断層面が平面的ではなく、破

砕部は固結しており、これを切る新期の断層面は認められないが、上載地層との

関係が確認できないため後期更新世以降の活動が否定できない。 

板庭北方から入宝坂北方にかけて判読されたリニアメントは、北部ではカタク

レーサイトの岩相境界の断層とおおむね一致しており、南部ではカタクレーサイ

トと赤坂層とを境する断層とおおむね一致している。これらの断層は断層面が平

面的ではなく、破砕部は固結しており、これを切る新期の断層面は認められない

が、上載地層との関係が確認できないため後期更新世以降の活動が否定できな

い。 
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押立から追分北方にかけて判読されたリニアメント付近に断層は認められな

い。判読されたリニアメントは、阿武隈花崗岩類中に同方向の節理が卓越するこ

とによる侵食に対する抵抗性の差を反映した三角状の急崖等と考えられる。 

追分から馬渡戸南西方にかけて判読されたリニアメントは、阿武隈花崗岩類中

の断層におおむね一致している。本断層は断層面が平面的ではなく、破砕部は固

結しており、これを切る新期の断層面は認められないことから、少なくとも後期

更新世以降の活動はないものと判断される。判読されたリニアメントは、阿武隈

花崗岩類中の破砕部と周辺の花崗岩類との侵食に対する抵抗性の差を反映した鞍

部等と考えられる。 

入宝坂から明神峠にかけて判読されたリニアメントは、阿武隈花崗岩類とカタ

クレーサイトとを境する棚倉破砕帯東縁断層とほぼ一致している。本断層は断層

面が平面的ではなく、破砕部は固結しており、これを切る新期の断層面は認めら

れないこと、南部では棚倉破砕帯東縁断層を不整合に覆っている東金砂山層に断

層は認められるが層理面に平行で断層面は癒着し、挟在する粘土状破砕部も固結

しているが、上載地層との関係が確認できないため後期更新世以降の活動が否定

できない。 

明神峠から折橋町にかけて判読されたリニアメントは、竹貫変成岩類と東金砂

山層の不整合境界にほぼ一致しており、リニアメント付近の東金砂山層の走向傾

斜に乱れは認められず、リニアメントと一致する断層は認められない。判読され

たリニアメントは、竹貫変成岩類と東金砂山層の侵食に対する抵抗性の差を反映

した三角状の急斜面、鞍部等と考えられる。 

なお、活断層研究会編（1991）(24)で古屋敷から小高東方にかけて記載された確

実度Ⅲ（活断層の疑いのあるリニアメント）付近には、リニアメントが判読され

ず、新第三系中新統又は鮮新統の堆積岩と竹貫変成岩類との不整合境界とおおむ

ね一致していることから、両者の侵食に対する抵抗性の差を反映した地形と推定

される。 

以上のことから、上渋井から明神峠までの20kmを震源として考慮する活断層と

して評価する。 

c. 関口－黒磯リニアメント 

a) 文献調査結果 

関口－黒磯リニアメントは、活断層研究会編（1991）(24)において、走向がN-S

方向、長さ10km、確実度Ⅲ（活断層の疑いのあるリニアメント）として記載され

ている。また、今泉ほか編（2018）(29)においては、活断層研究会編（1991）(24)に

記載されたリニアメントの中央部約2kmの区間が記載されておらず、北方に約6km

延長した東側落下の推定活断層が記載されている。地質調査所（2016）（10）で

は、高萩活動セグメントと呼ばれ、長さ17km、西側隆起の逆断層とされている。

久保ほか（2007）（9）及び地質調査所（1984）（26）では活断層研究会編（1991）

（24）等が示す位置付近に活構造を図示していない。地震調査委員会（2015）（30）

においては、確実度がⅢと低く、連続性や活動度も乏しいことから、活断層の可
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能性は低いとされている。 

b) 変動地形学的調査結果 

変動地形学的調査結果を第3.2.74図に示す。 

活断層研究会編（1991）(24)に記載される関口－黒磯リニアメント及び今泉ほか

編（2018）(29)に記載された推定活断層の位置付近に、ほぼ同方向のリニアメント

が、北茨城市磯原町内野付近から日立市黒磯にかけての約15kmの区間で断続して

判読される。判読されたリニアメントは、いずれもLDランクであり、断続的で不

鮮明な三角状の急斜面等として認められる。高度差としては東側が低い。なお、

高萩市上和野のリニアメント付近に分布するM1面について、航空レーザ計測によ

り作成した1mグリッドの数値標高データ及び米軍の撮影した空中写真から作成し

た地形図による地形分析の結果、M1面にリニアメントは認められない（第3.2.75

図）。 

c) 地表地質調査結果 

判読されたリニアメント周辺の地質図を第3.2.76図に、地質断面図を第3.2.77

図に示す。 

判読されたリニアメント周辺には、先白亜系の日立変成岩類等、白亜系の阿武

隈花崗岩類、古第三系漸新統の白水層群、新第三系中新統の多賀層群及び第四系

の段丘堆積物が分布している。 

多賀山地の東側では、日立変成岩類等及び阿武隈花崗岩類を東に緩く傾斜して

いる白水層群及び多賀層群が不整合に覆って分布し、さらに、第四系の地層がそ

れらの地層を不整合に覆って部分的に分布する。 

判読されたリニアメントは、日立変成岩類等及び阿武隈花崗岩類とそれらを不

整合に覆う白水層群の地層境界とおおむね一致しており、その付近の白水層群の

走向傾斜に乱れは認められず、リニアメントと一致する断層は認められない。 

大北川北方のリニアメント直下においてボーリング調査を実施した結果、断層

は認められるが、破砕部は固結しており、これを切る新期の断層面は認められな

い。また、大北川では、リニアメントを横断して阿武隈花崗岩類の連続露頭が確

認され、阿武隈花崗岩類に断層は認められない（第3.2.78図、第3.2.79図）。 

判読されたリニアメントを横断する多々良場川では、阿武隈花崗岩類の露頭が

ほぼ連続的に確認され、阿武隈花崗岩類に断層は認められない（第3.2.80図）。 

判読されたリニアメント付近の高萩市桑作の露頭においては、阿武隈花崗岩類

と白水層群の不整合面が認められる。本露頭では小規模な断層は認められるが断

層面は癒着している（第3.2.81図、第3.2.82図）。 

高萩市上和野では、リニアメントを横断して東に緩やかに傾斜するM1面が分布

しており、ボーリング調査を実施した結果、砂礫から成るM1段丘堆積物とこれを

覆って、最下部に鬼界葛原テフラを含む風化火山灰層が認められる。なお、M1段

丘堆積物の基底は地形とおおむね調和的である（第3.2.83図）。 

d) 関口－黒磯リニアメントの評価 

関口－黒磯リニアメント付近で判読されたリニアメントは、日立変成岩類等及
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び阿武隈花崗岩類とそれらを不整合に覆う漸新統の白水層群の地層境界とおおむ

ね一致している。 

判読されたリニアメント付近において、白水層群の走向傾斜に乱れは認められ

ず、リニアメント直下で実施したボーリング調査結果では断層が認められるが、

破砕部は固結しており、これを切る新期の断層面は認められない。また、リニア

メントを横断して分布する阿武隈花崗岩類の露頭では、断層は認められない。 

判読されたリニアメントを横断して分布するM1面は、連続的に東に緩やかに傾

斜しておりリニアメントは認められない。また、このM1面で実施したボーリング

調査の結果によると、本段丘堆積物の基底は地形とおおむね調和的である。 

以上のことから、判読されたLDランクのリニアメントは、ほとんどが日立変成

岩類等及び阿武隈花崗岩類と白水層群との地層境界にほぼ一致しており、主にこ

れらの侵食に対する抵抗性の差を反映した断続的で不鮮明な三角状の急斜面等に

よるものと考えられる。 

d. 関口－米平リニアメント 

a) 文献調査結果 

関口－米平リニアメントは、活断層研究会編（1991）(24)において、走向がNE-

SW方向、長さ10km、確実度Ⅲ(活断層の疑いのあるリニアメント)として記載され

ている。また、今泉ほか編（2018）(29)においては、当該リニアメントとほぼ同位

置に河川を左屈曲させる推定活断層が記載されている。久保ほか（2007）（9）、

地質調査所（2016）（10）及び地質調査所（1984）（26）では活断層研究会編

（1991）（24）等が示す位置付近に活構造は記載されていない。 

b) 変動地形学的調査結果 

変動地形学的調査結果を第3.2.74図に示す。 

活断層研究会編（1991）(24)に記載される関口－米平リニアメント位置付近に、

ほぼ同方向のリニアメントが高萩市金成北東から米平東方にかけての約6kmの区間

に判読される。判読されたリニアメントは、南西側約4kmの区間でLCランク、北東

側の区間でLDランクであり、ほぼ直線状の谷に三角状の急崖、鞍部並びに花貫川

に約700m及び関根前川に約500mの左屈曲等として認められる。 

リニアメント周辺の水系には北東及び南東の2方向が多く、見かけ上左屈曲の蛇

行が見受けられる（第3.2.84図）。なお、関根前川に約500mの左屈曲が認められ

る地点の北東約200mよりも北東側には、リニアメントは認められない。 

c) 地表地質調査結果 

判読されたリニアメント周辺の地質図を第3.2.76図に、地質断面図を第3.2.85

図に示す。 

判読されたリニアメント周辺には、白亜系の阿武隈花崗岩類の黒雲母花崗閃緑

岩が分布しており、河川沿いに第四系の沖積層や崖錐～扇状地堆積物が小規模に

分布している。 

判読されたリニアメント付近には、熱水変質を受けた黒雲母花崗閃緑岩の破砕

部の露頭が数か所で認められるが、空中写真判読によって約500mの左屈曲が認め
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られた関根前川の北東約400mの沢では、リニアメント延長線上に黒雲母花崗閃緑

岩の健岩がほぼ連続的に分布している。関根前川東方付近のルートマップを第

3.2.86図に示す。 

なお、今泉ほか編（2018）(29)において記載された推定活断層の北東端部付近に

あたる関根前川の北東約400mの沢では、阿武隈花崗岩類の黒雲母花崗閃緑岩中に

固結した小規模な熱水変質部にせん断面がわずかに認められる（第3.2.87図）。

この延長方向に当たる関根前川の北東約700mの沢では、リニアメントと同方向の

破砕部は認められない（第3.2.88図）。 

高萩市鳥曽根南西の露頭では、節理沿いに熱水変質部を伴う黒雲母花崗閃緑岩

中に破砕部が認められる。最も顕著な破砕部は黒雲母花崗閃緑岩のレンズ状部か

ら成るが、レンズ状部及びその周囲は熱水変質部に移り変わっており熱水変質部

は固結している（第3.2.89図）。この固結した熱水変質部には、鉛直方向の条線

を伴う複数のせん断面が認められるが、連続するせん断面は認められない。ま

た、固結した熱水変質部と黒雲母花崗閃緑岩との境界部にも連続したせん断面は

認められず、一部は漸移的な境界から成る。なお、破砕部の上位に完新統の扇状

地堆積物があり、堆積物には変位は認められない。 

高萩市金成北東の露頭では、熱水変質を受けた黒雲母花崗閃緑岩中に、古第三

系の白水層群と考えられる粗粒砂岩及び細粒砂岩を約30cm幅で挟在した破砕部が

認められる（第3.2.90図）。この粗粒砂岩及び細粒砂岩は急傾斜しており、その

構造と調和的な熱水変質部が認められる。この急傾斜した砂岩及び熱水変質部に

はせん断面が認められ、このうち比較的明瞭なものが熱水変質部と黒雲母花崗閃

緑岩の角礫状部との境界に認められるが、せん断面の連続性が悪く、露頭上部で

は熱水変質部と黒雲母花崗閃緑岩の角礫状部との境界は漸移的である。 

d) 関口－米平リニアメントの評価 

関口－米平リニアメント位置付近で判読されたリニアメントを横断する花貫川

と関根前川に左屈曲が認められるが、これらの屈曲を示す河川のほとんどの支流

では、リニアメント沿いに系統的な左屈曲は見られない。リニアメント周辺の水

系には見かけ上左屈曲の蛇行が見受けられ、リニアメント沿いに限られてはいな

い。また、関根前川に約500mの左屈曲が認められる地点の北東約200mよりも北東

側には、リニアメントは認められず、リニアメント延長線上の沢では健岩がほぼ

連続的に分布している。 

判読されたリニアメント付近には、主に阿武隈花崗岩類の黒雲母花崗閃緑岩が

分布し、黒雲母花崗閃緑岩中に破砕部は認められるが、いずれの破砕部において

も熱水変質部が認められる。破砕部の観察結果によれば、鳥曽根南西では固結し

た熱水変質部及び固結した熱水変質部と黒雲母花崗閃緑岩との境界にせん断面は

認められるが、連続性が悪く、一部に漸移的な境界が認められる。金成北東で

は、比較的明瞭なせん断面が熱水変質部と黒雲母花崗閃緑岩の角礫状部との境界

に認められるが、連続性が悪く、露頭上部では熱水変質部と黒雲母花崗閃緑岩の

角礫状部との境界は漸移的である。関根前川の北東約400mの沢では、阿武隈花崗
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岩類の黒雲母花崗閃緑岩中に破砕部が認められるが、せん断面の連続性は悪い。 

また、桑原（1982）(85)等によれば、常磐地域及び棚倉破砕帯地域に認められる

NE-SW方向の断層の活動時期は、前期中新世～中期中新世と推定していることか

ら、本リニアメント沿いの断層運動の主要時期も同様な時期と考えられる。 

しかしながら、上載地層との関係が確認されず後期更新世以降の活動が否定で

きないことから、金成北東から米平北東までの約6kmを震源として考慮する活断層

として評価する。 

e. 鹿島台地・行方台地周辺の活傾動 

a) 文献調査結果 

活断層研究会編（1991）(24)において、鹿島、行方等の隆起帯及びその間の北

浦、霞ヶ浦等の沈降帯から成る波状変動が示されているが、段丘面を変形させる

ような活断層は確認できないと記載され、活傾動として3方向の地形面の傾き下る

方向が図示されている。これらを東側から鹿島活傾動、北浦活傾動及び行方活傾

動と呼ぶ。鹿島活傾動は、鉾田市下太田付近から鹿嶋市武井付近にかけて西側傾

斜、北浦活傾動は、茨城町宮ケ崎原付近から行方市青沼付近にかけて東側傾斜、

行方活傾動は、茨城町鳥羽田付近から潮来市貝塚付近にかけて西側傾斜で記載さ

れている。 

また、地質調査所（1997）(25)にも、行方台地に隆起帯が、北浦付近及び東茨城

台地中央部に沈降帯が記載されている。地震調査委員会（2015）（30）において

は、霞ヶ浦から北浦周辺には、南北性の緩やかな波状変動が認められ、重力異常

も南北性の急変帯を示し、本変動の原因は不明だが、直下あるいは東方に活断層

が存在する可能性もあるとしている。 

なお、今泉ほか編（2018）(29)、地質調査所（2016）（10）及び吉岡ほか（2001）

（8）には、これらの活傾動は記載されていない。 

東京都防災会議（1977）(86)は、鹿島灘と北浦の間のS面（下末吉面）の波状地

形を変動地形と考え鹿島隆起帯と称し、東西の翼の勾配が10m/2km（5×10-3）程

度とし、この西のS面の低下帯を北浦沈降帯と称している。また、その西側にゆる

やかな高まりがあり、この高まりの軸部は、その東西よりも5m～10m程度高く、行

方隆起帯と称し、さらに、その西側のゆるやかな低まりを霞ヶ浦東部沈降帯と

し、行方隆起帯翼部の勾配は10m/3km（3×10-3）程度以下としている。また、活

動度はいずれもCクラス（平均傾動速度：10-5オーダー/1,000年）としている。 

山元（2013）（64）は、ラビンメント面等の傾斜から、東茨城台地において南へ

傾斜する傾動運動を指摘しており、小池・町田編（2001）（28）の指摘する長さ

250kmに及ぶ曲動運動とも整合するとしている。また、地層の圧密の効果やMIS毎

の海面変化量の違い等のかなりの誤差を無視しての仮定であるとして、異なる年

代のラビンメント面の比高から東茨城台地の隆起沈降傾向を示しており、東茨城

台地のMIS5eとMIS7eのラビンメント面の標高はMIS7eの方が低いことから、少なく

とも24万年～12万年間は沈降しており、隆起は約9万年前以降に開始したとしてい

る。 
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b) 変動地形学的調査結果 

変動地形学的調査結果を第3.2.91図に示す。 

変動地形学的調査によると、敷地周辺において文献等で活傾動が推定される範

囲にリニアメントは判読されない。推定位置周辺の地形面解析を行ったところ、

いずれもM1段丘面に高度差が認められるが、その境界は入り組んだ形態を示して

おり、リニアメントは認められない（第3.2.92図）。また、文献が示す活傾動の

北方及び巴川の河川沿いに分布するM2段丘面及びM3段丘面は、ほぼ水平に分布し

ており、文献が示す活傾動に対応する高度差は認められない（第3.2.93図（1）、

（2））。 

c) 地表地質調査結果 

鹿島台地及び行方台地周辺の地質調査位置図を第3.2.94図に、地形及び地質断

面図を第3.2.95図に示す。 

鹿島活傾動、北浦活傾動及び行方活傾動周辺には、下位から第四系更新統の東

茨城層群、M1面～M4面及びL1面～L3面を構成する段丘堆積物等が分布している。 

鹿島活傾動、北浦活傾動及び行方活傾動付近において、空中写真判読によりM1

面に高度差が認められた付近に断層は認められない。 

M1段丘堆積物は基底に礫層を伴い、下位の茨城層群と不整合関係で接してい

る。また、M1段丘堆積物の下部は貝殻片含む浅海性の海成層から成り、その上部

には白斑状生痕を伴う層準が認められ、海成層の上位の堆積物には、赤城水沼9、

10テフラ（約13万年前；鈴木（1990）(70)）が認められる。 

M1段丘堆積物の基底面及びM1段丘堆積物中の白斑状生痕を含む砂層には、M1面

と調和的な高度差が認められず、ほぼ水平に連続して分布している。また、坂本

ほか（1981）(3)は、この付近のM1段丘堆積物基底面に相当する見和層上部層基底

面の高度分布を示しており、この基底面には文献に記載される活傾動と調和する

高度差は認められない。（第3.2.96図） 

d) 鹿島台地・行方台地周辺の活傾動の評価 

鹿島活傾動、北浦活傾動及び行方活傾動の推定位置付近にはリニアメントは判

読されず、M1段丘面の高度差が認められた付近には断層は認められない。 

地表地質調査結果によると、空中写真判読によりM1面に高度差が認められた付

近には、断層は認められず、M1段丘堆積物基底面及びM1段丘堆積物中の白斑状生

痕を含む砂層には文献に記載される活傾動と調和的な高度差は認められず、ほぼ

水平に連続して分布していることから、地形面の高度差については、テクトニッ

クな要因によるものではないと判断される。 

f. 吾国山断層 

a) 文献調査結果 

吾国山断層は、活断層研究会編（1991）(24)において、走向がENE-WSW、長さ約

6kmの確実度Ⅲ（活断層の疑いのあるリニアメント）として記載されている。その

約6km西方に走向がESE-WNW、長さ約2kmの雨引観音リニアメントが記載されてい

る。なお、吾国山断層は、雨引観音までは連続せず、地質分布に制約された組織
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地形の疑いがあるとされている。 

また、今泉ほか編（2018）(29)においては、活断層研究会編（1991）(24)とほぼ対

応する笠間市南指原付近において2箇所の河川に右屈曲から成る推定活断層が記載

されている。なお、雨引観音に対応する位置には推定活断層は記載されていな

い。 

吉岡ほか（2001）（8）、地質調査所（2016）（10）及び地質調査所（1997）（25）で

は活断層研究会編（1991）（24）等が示す位置付近に活構造は記載されていない。 

b) 変動地形学的調査結果 

変動地形学的調査結果を第3.2.97図に示す。 

活断層研究会編（1991）(24)で記載される吾国山断層の位置付近に、ほぼ同方向

のリニアメントが笠間市福原南方から笠間市沢口にかけての約6kmの区間に判読さ

れる。判読されたリニアメントはLDランクで、リニアメント西部では三角状の急

崖及び鞍部として、リニアメント東部では、ほぼ直線的な谷及び2つの河川屈曲と

して認められる。リニアメントを挟んでの高度差は認められない。また、今泉ほ

か編（2018）(29)に記載される推定活断層付近のH面にリニアメントは判読されな

い。 

なお、活断層研究会編（1991）(24)で記載される雨引観音位置付近にはリニアメ

ントは判読されない。 

リニアメント周辺の水系には、2つの河川にそれぞれ約300m及び約500mの見かけ

上右屈曲が認められる。しかし、その他の河川には系統的な屈曲は認められず、

リニアメントを横断する尾根にも屈曲は認められない（第3.2.98図）。 

リニアメント西側延長部の笠間市福原南方から桜川市猿田付近では鞍部の配列

や河川の系統的な屈曲は認められず、猿田付近ではリニアメント延長部を横断し

て分布する高位山麓斜面に変位・変形は認められない（第3.2.99図）。猿田付近

に分布する山麓斜面は、ボーリング調査結果から厚さ4mのローム層が分布するこ

とが確認され、下部にAso-4（約8.5～9万年前；町田・新井（2003）(71)）及び鬼

界葛原テフラ（約9.5万年前；町田・新井（2003）(71)）が認められることから、

斜面堆積物はMIS5aよりも古いと判断される。 

リニアメント東側延長部の笠間市沢口から笠間市荒谷付近には、今泉ほか編

（2018）(29)に推定活断層が記載されるが、分布する高位段丘面は丸みを帯びてお

り、尾根や河谷には系統的な右屈曲は認められない。また、推定活断層を横断し

て分布する段丘面は緩やかに高度を減じており、段丘面に変位・変形は認められ

ない。笠間市星山付近には、文献に記載される推定活断層延長位置付近を横断し

て高位段丘面が分布しており、その地形面に変位・変形は認められない。（第

3.2.100図（1）、（2））。星山付近に分布する高位段丘は、小池・町田編

（2001）（28）によれば、MIS9の海成段丘とされている。また、地表地質調査結果

からは、段丘堆積物上に厚さ約4mのローム層が確認され、深度約1.7m付近で赤城

鹿沼テフラ（約4.5万年前以前；町田・新井（2003）(71)等）が認められ、さらに

その下位には約2mのローム層が分布することから、この段丘堆積物は高位段丘堆
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積物と判断される。 

c) 地表地質調査結果 

判読されたリニアメント周辺の地質図を第3.2.101図に、地質断面図を第

3.2.102図に示す。 

判読されたリニアメント位置周辺には、吾国山変成岩類、稲田花崗岩、加波山

花崗岩が分布しており、河川沿い及びリニアメントの東部に第四系が小規模に分

布する。 

笠間市南指原東方では、稲田花崗岩中にリニアメントと調和的な方向の断層露

頭が認められる。この露頭では粘土状破砕部と砂状～岩片状カタクレーサイトを

挟んで花崗岩が接している。粘土状破砕部とカタクレーサイト及び花崗岩との境

界には、条線を伴う断層面が認められる。北側の断層面は平面性及び連続性に乏

しく、南側の断層面はおおむね平面的である。粘土状破砕部は幅5㎝前後で層厚が

変化し、岩片状カタクレーサイトには左横ずれを示す変形組織が見られる（第

3.2.103図）。この断層露頭の走向延長上に同様な破砕部性状を有する断層は認め

られない。 

猿田から福原周辺では吾国山変成岩及び稲田花崗岩の分布が確認され、両者は

貫入境界で接している。吾国山変成岩及び稲田花崗岩の転石の分布境界及び貫入

境界が確認される露頭位置は、おおむねリニアメントの延長方向に一致してい

る。ルートマップを第3.2.104図（1）、（2）に、露頭スケッチを第3.2.105図、

第3.2.106図に示す。 

沢口から星山付近には稲田花崗岩及び段丘堆積物の分布が確認され、当該位置

付近の露頭分布状況は乏しいが文献に示される推定活断層と調和的な地質構造は

確認されない（第3.2.107図）。 

d) 吾国山断層の評価 

判読されたリニアメントは、東部の南指原から沢口では稲田花崗岩中の断層に

ほぼ一致している。この断層の破砕部は粘土状破砕部と砂状～岩片状カタクレー

サイトから成り、粘土状破砕部は層厚が変化する。粘土状破砕部の断層面はおお

むね平面的であるが連続しない。しかしながら、上載地層との関係が確認できな

いため後期更新世以降の活動が否定できない。 

西側延長部の福原から猿田では、リニアメントは判読されず、稲田花崗岩と吾

国山変成岩類の貫入境界が、おおむねリニアメントの延長方向に一致している。

猿田付近ではリニアメント延長部を横断して分布する高位山麓斜面に変位・変形

は認められない。 

東側延長部の沢口から星山では、リニアメントは判読されず、文献に記載され

る推定活断層位置付近を横断して分布する高位段丘面に変位・変形は認められな

い。 

以上のことから、福原から沢口までの約6kmを震源として考慮する活断層として

評価する。 

g. その他のリニアメント等 
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敷地周辺陸域及びその周辺陸域においては、a.～f.に述べた以外に、変動地形学

的調査よりLDランクのリニアメントが認められる。これらの分布を第3.2.10図に示

す。 

a) 日立市宮田町付近リニアメント 

日立市宮田町付近において、NNE-SSW方向に約1kmの区間で確認されるリニアメ

ントは、断続的で不鮮明な鞍部等として認められる。高度差としては西側が低

い。また、関口－黒磯リニアメントの南端からは約5km離れており、高度差の向き

が逆である（第3.2.108図、第3.2.109図）。 

地表地質調査の結果によれば、判読されたリニアメント付近では日立変成岩類

が分布しており、リニアメントが通過する鞍部直下において断層が認められる

（第3.2.110図）。主に岩片状〜細片状破砕部から成り、部分的に薄い砂状〜粘土

状破砕部が認められ、破砕部は固結し、層厚が変化し不連続である。しかしなが

ら、上載地層との関係が確認できないことから、後期更新世以降の活動が否定で

きない長さ約1kmについて、震源として考慮する活断層と評価する。 

b) 常陸太田市下大門町付近リニアメント 

常陸太田市下大門町付近において、N-S方向に約2kmの区間で確認されるリニア

メントは、やや断続的な急斜面等として認められる。高度差としては東側が低

い。 

地表地質調査の結果によれば、判読されたリニアメント付近では中新統の東金

砂山層、金砂郷層群の大門層及び西染層が分布しており、リニアメントは大門層

の比較的硬質な砂岩泥岩互層と砂岩との境界又は東金砂山層の礫岩と大門層の砂

岩との境界とほぼ一致している（第3.2.111図、第3.2.112図）。 

常陸太田市馬場では、リニアメント直下に比較的硬質な大門層の泥岩砂岩互層

と砂岩との岩相境界の露頭が認められ、リニアメントの近傍には断層が認められ

るが、破砕部は固結し、走向もリニアメントと斜交しており、リニアメントに対

応する断層は認められない（第3.2.113図）。 

以上のことから、判読されたリニアメントは、岩質の相違による侵食に対する

抵抗性の差を反映した急斜面等と考えられる。 

c) 常陸太田市長谷町付近リニアメント 

常陸太田市長谷町付近において、NNW-SSE方向に約3kmの区間で確認されるリニ

アメントは、断続的で不鮮明な急斜面、鞍部等として認められる。高度差として

は西側が低い。 

地表地質調査の結果によれば、判読されたリニアメント付近では日立変成岩

類、中新統の多賀層群、鮮新統～下部更新統の久米層、第四系等が分布してお

り、リニアメントは日立変成岩類と多賀層群の堆積岩との不整合境界にほぼ一致

している（第3.2.114図、第3.2.115図）。長谷町東方の茂宮川では、リニアメン

トを横断して多賀層群の泥岩の健岩から成る連続露頭が認められ（第3.2.116

図）、リニアメントに対応する断層は認められない。 

以上のことから、判読されたリニアメントは、日立変成岩類の片麻岩と多賀層
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群の侵食に対する抵抗性の差を反映した急斜面、鞍部等と考えられる。 

d) 竪破山南西付近リニアメント 

多賀山地の竪破山南西付近において、NW-SE方向に約4kmの区間で確認されるリ

ニアメントは、断続的で不鮮明な鞍部、直線状の谷等として認められる。高度差

としては北部で南西側が低い。 

地表地質調査の結果によれば、判読されたリニアメント付近では阿武隈花崗岩

類が分布しており、リニアメント沿いに小規模な断層を伴う熱水変質部が認めら

れる（第3.2.117図、第3.2.118図）。リニアメント北端部の竪破山西方の露頭で

は、熱水変質部に小規模な断層が数条認められるが、いずれも変位は小さく、ほ

とんどは固結している。また、不明瞭なせん断面が認められるが、連続するもの

ではない（第3.2.119図）。 

しかしながら、上載地層との関係が確認できないことから、後期更新世以降の

活動が否定できない長さ約4kmについて、震源として考慮する活断層と評価する。 

e) 常陸太田市小中町東方リニアメント 

常陸太田市小中町東方において、ENE-WSW方向に約3kmの区間で確認されるリニ

アメントは、断続的で不鮮明な三角状の急崖、直線状の谷等として認められる。

高度差としては東部のみ南側が低い。 

地表地質調査の結果によれば、判読されたリニアメント付近では阿武隈花崗岩

類及び竹貫変成岩類が分布しており、リニアメントは同方向の節理又は阿武隈花

崗岩類の貫入境界とほぼ一致している（第3.2.120図、第3.2.121図）。 

小中町東方の林道法面では、ほぼリニアメント直下に阿武隈花崗岩類の貫入境

界が認められる（第3.2.122図）。貫入境界には、一部にシルト状部を伴うせん断

面が認められるが、面は密着している部分や不明瞭となる部分もあり、連続した

面として認められない。小中町のリニアメント付近においては、リニアメントに

対応する断層は認められない。 

以上のことから、判読されたリニアメントは、同方向の節理又は阿武隈花崗岩

類の貫入境界とその周辺との侵食に対する抵抗性の差を反映した急崖、直線状の

谷等と考えられる。 

f) 久慈郡大子町北富田付近リニアメント 

久慈郡大子町北富田付近において、NNW-SSE方向に約3kmの区間で確認されるリ

ニアメントは、断続的で不鮮明な鞍部、急斜面等として認められる。高度差とし

ては西側が低い。 

地表地質調査の結果によれば、判読されたリニアメント付近では中新統の金砂

郷層群に属する浅川層の凝灰質砂岩と凝灰岩類及び、男体山火山角礫岩類の石英

安山岩溶岩等が分布しており、リニアメントはこれらの岩相境界とほぼ一致して

いる（第3.2.123図、第3.2.124図）。大子町道ノ辺では、浅川層の凝灰岩類と男

体山火山角礫岩の石英安山岩溶岩の岩相境界が認められる（第3.2.125図）。 

北富田リニアメント付近においては、リニアメントに対応する断層は認められ

ない。 
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以上のことから、判読されたリニアメントは、浅川層の凝灰質砂岩と凝灰岩類

又は凝灰岩類と男体山火山角礫岩類との侵食に対する抵抗性の差を反映した鞍

部、急斜面等と考えられる。 

g) 常陸大宮市氷之沢付近リニアメント 

常陸大宮市氷之沢付近において、NNE-SSW～NNW-SSE方向に約1.5kmの区間で確認

されるリニアメントは、断続的で不鮮明な急斜面、鞍部等として認められる。高

度差としては西側が低い。 

地表地質調査の結果によれば、判読されたリニアメント付近ではジュラ系の八

溝層群の砂岩及び頁岩、中新統金砂郷層群の北田気層、第四系等が分布してお

り、リニアメントは八溝層群の頁岩と砂岩頁岩互層との境界とほぼ一致している

（第3.2.126図、第3.2.127図）。常陸太田市小草北方では、小規模に分布する北

田気層の火山礫凝灰岩がリニアメントの両側に分布しており、同様な層相で同斜

構造を示している（第3.2.128図）。 

氷之沢リニアメント付近においては、リニアメントに対応する断層は認められ

ない。 

以上のことから、判読されたリニアメントは、八溝層群の頁岩と砂岩頁岩互層

の侵食に対する抵抗性の差を反映した急斜面、鞍部等と考えられる。 

h) 常陸大宮市入本郷付近リニアメント 

常陸大宮市入本郷付近において、NNW-SSE方向に約2kmの区間で確認されるリニ

アメントは、断続的な三角状の急斜面等として認められる。高度差としては西側

が低い。 

地表地質調査の結果によれば、判読されたリニアメント付近ではジュラ系八溝

層群、中新統金砂郷層群の北田気層、第四系の沖積層等が分布しており、リニア

メントは八溝層群と北田気層の不整合境界とほぼ一致している（第3.2.129図、第

3.2.130図）。入本郷リニアメント付近においては、リニアメントに対応する断層

は認められない。 

以上のことから、判読されたリニアメントは、八溝層群と金砂郷層群の侵食に

対する抵抗性の差を反映した三角状の急斜面等と考えられる。 

i) 東茨城郡城里町高根付近リニアメント 

東茨城郡城里町高根付近において、NNW-SSE方向に約1kmの区間で確認されるリ

ニアメントは、不鮮明でやや断続的な急斜面として認められる。高度差としては

東側が低い。 

地表地質調査の結果によれば、判読されたリニアメント付近では中新統の金砂

郷層群の浅川層、第四系更新統の東茨城層群の高位段丘堆積物等が分布してお

り、リニアメントは高位段丘堆積物の分布域の西縁となっている（第3.2.131図、

第3.2.132図）。城里町根岸の露頭では、高位段丘堆積物が金砂郷層群浅川層の凝

灰質岩をほぼ水平な不整合面で覆っており（第3.2.133図）、リニアメントに対応

する断層は認められない。 

以上のことから、判読されたリニアメントは、高位段丘形成時の侵食崖を反映
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した急斜面等と考えられる。 

j) 笠間市福田南方付近リニアメント 

笠間市福田南方の愛宕山付近において、NE-SW方向に約2kmの区間で確認される

リニアメントは、不鮮明な鞍部等として認められる。高度差としては北東部で北

西側が低い。 

地表地質調査の結果によれば、判読されたリニアメント付近ではジュラ系八溝

層群の頁岩、砂岩頁岩互層、石灰岩、チャート等が分布しており、リニアメント

はこれらの岩相境界とほぼ一致している。また、リニアメント付近の八溝層群は

北西傾斜の同斜構造を示しており、リニアメント近傍でも走向傾斜の乱れや破砕

した露頭は認められず（第3.2.134図、第3.2.135図）、リニアメントに対応する

断層は認められない。 

以上のことから、判読されたリニアメントは、八溝層群の岩質の違いによる侵

食に対する抵抗性の差を反映した鞍部等と考えられる。 

k) 栃木県那須郡那珂川町大那地付近リニアメント 

栃木県那須郡那珂川町大那地付近において、NW-SE方向に約1kmの区間で確認さ

れるリニアメントは、断続的で不鮮明な鞍部、傾斜変換点等として認められる。

高度差としては西側が低い。 

地表地質調査の結果によれば、判読されたリニアメント付近ではジュラ系八溝

層群の砂岩頁岩互層、チャート、頁岩及び砂岩と八溝層群に貫入する白亜系の花

崗閃緑岩が分布しており、リニアメントは貫入境界又は八溝層群のチャート、砂

岩及び砂岩頁岩互層の岩相境界とほぼ一致しており（第3.2.136図、第3.2.137

図）、リニアメントに対応する断層は認められない。 

判読されたリニアメントは、花崗閃緑岩の貫入境界及び八溝層群の岩相の違い

による侵食に対する抵抗性の差を反映した鞍部、傾斜変換点等と考えられる。 

l) その他の断層等 

坂本ほか（1972）（1）及び坂本（1975）（2）において、大谷川沿い及び那珂川北

岸の台地の先端部にそれぞれ小断層が示されており、小断層の伸びの方向が前面

の谷の方向とほぼ一致することから、段丘崖の形成期に生じた非構造性の表層滑

落としている。地表地質調査の結果、大谷川周辺で確認された小断層はいずれも

段丘崖の斜面表層部に位置し、段丘崖の傾斜方向へ変位する正断層で、断層の走

向は段丘崖の方向とおおむね一致している。小断層の傾斜は露頭下方に向かって

緩くなり、円弧状を形態と呈する。また、断層延長方向に分布するM1面にリニア

メントは判読されない。以上のことから、これらの断層は非構造性の表層滑落で

あり、震源として考慮する活断層ではないと判断される。（第3.2.138図、第

3.2.139図、第3.2.140図、第3.2.141図） 

坂本ほか（1972）（1）に示される那珂湊付近の断層及び坂本（1975）（2）に示さ

れる東茨城郡大洗町付近の断層は、いずれも上部更新統の見和層上部層に覆われ

るとされている。また、変動地形学的調査においてもM1面にリニアメントは判読

されないことから、後期更新世以降の活動はないと判断される。 
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(3) 敷地を中心とする半径約 30km以遠の断層 

地質調査所（1984）(26)、活断層研究会編（1991）(24)、地質調査所（1997）(25)、今

泉ほか編（2018）(29)、地震調査委員会（2015）(30)等の文献調査によれば、敷地を中

心とする半径約30km以遠にもいくつかの断層が記載されている。 

これらの断層のうち、断層の長さと敷地までの距離から、敷地に与える影響が大き

いと想定される断層としては、福島県と栃木県境界の大峠付近から栃木県塩谷郡塩谷

町喜佐見付近にかけて関谷断層が記載されている。 

また、群馬県高崎市から埼玉県北足立郡伊奈町付近にかけて深谷断層帯・綾瀬川断

層が記載されている。 

a. 関谷断層 

関谷断層は、活断層研究会編（1991）(24)において、走向がN-S方向、長さ40km、

活動度A級及び確実度Ⅰ（活断層であることが確実なもの）と記載されている。ま

た、地質調査所（1984）（26）、今泉ほか編（2018）(29)及び今泉ほか（2005）(87)にお

いても活断層であると記載されている。今泉ほか（2005）（87）は、栃木県那須塩原

市板室〜栃木県那須塩原市宇都野間に関谷断層帯として活断層を図示している。地

震調査委員会（2015）(30)によれば、関谷断層については活断層研究会編（1991）(24)

と同じ範囲を評価対象としており、最新の活動は14世紀以後～17世紀以前、平均活

動間隔は約2千6百年～約4千1百年、1回の変位量は3m程度と推定されており、その場

合の地震規模は、M7.5程度であると推定している。なお、地震調査委員会（2015）

（30）によれば、今後30年以内、50年以内及び100年以内の地震発生確率は、ほぼ

0％、今後300年以内の地震発生確率は、ほぼ0％～0.003％としている。 

また、早川（1985）(88)は、関谷付近より上流の箒川の河岸段丘の区分・対比か

ら、その変位速度を1～2m／1,000年としている。関谷断層沿いでは、岩生・今井

（1955）(89)、加藤（1964）(90)、日本自然保護協会編（1971）(91)等により断層露頭

が確認されている。 

関谷断層の活動履歴については、断層北部の那須塩原市百村地区及び断層南部の

那須塩原市関谷地区のトレンチ調査から、百村地区の最新活動時期は14～15世紀以

降、先行する活動時期は4,000～5,000年前と推定し、関谷地区の最新活動時期は

A.D.1,000年頃以降、先行する活動時期はB.C.3,600～B.C.800年と推定した報告（宮

下ほか（2002a）(92）、宮下ほか（2002b）(93））がある。 

関谷断層の北端付近では、福島県南会津郡南会津町田島地域の地質調査が行われ

ており、栃木県と福島県の県境以北では、関谷断層の延長の存在は報告されていな

い。また、同調査では断層の可能性を示す地形的特徴も記載されていない。関谷断

層の長さは、活断層研究会編（1991）(24)では40km、地震調査委員会（2015）(30)の評

価では活断層研究会編（1991）(24)とほぼ同様の位置に約38kmと評価されている（第

3.2.142図）。 

上記の文献に記載された関谷断層北端部に当たる大峠付近の変動地形学的調査結

果によれば、栃木県那須塩原市沼原付近までは文献に記載された関谷断層付近にLB

リニアメントが判読されるが、沼原以北では大峠付近に短いLDリニアメントが判読



 

添-1-35 

される以外、リニアメントは判読されない。一方、文献に記載された関谷断層南端

部に当たる喜佐見付近の変動地形学的調査結果によると、喜佐見北方の栃木県矢板

市寺山付近にLCリニアメント及びLDリニアメントが判読されるが、寺山付近以南に

はリニアメントは判読されない（第3.2.143図、第3.2.144図）。 

地表地質調査の結果によると、文献に記載された関谷断層付近の那須塩原市元町

の箒川左岸では、早川（1985）(88)と同様に1～2万年前と推定される扇状地面に比高

約20mの変位地形が認められるとともに、扇状地堆積物に新第三系の関谷層が衝上し

ている断層露頭が確認された（第3.2.145図）。 

以上のことから、関谷断層は、後期更新世以降の活動を考慮することとし、本断

層の長さを大峠付近から喜佐見付近に至る約40kmと評価する。 

b. 深谷断層帯・綾瀬川断層 

地震調査委員会（2015）（30）によると、深谷断層帯・綾瀬川断層（関東平野北西

縁断層帯・元荒川断層帯）は、関東平野の北西縁に沿い、深谷断層、綾瀬川断層等

の複数の断層から成る断層帯で、深谷断層帯は、走向がおおむねNW-SE方向、長さ約

69km、南西側隆起の逆断層として示されている。また、南東延長部には、綾瀬川断

層が分布し、長さ約38kmとされている（第3.2.146図）。 

文献調査によると、活断層研究会編（1991）（24）、熊原ほか（2013）（94）、熊原

（2013）（95）、熊原ほか（2016）（96）、熊原（2016）（97）、澤ほか（1996a）（98）、

澤ほか（1996b）（99）、澤ほか（1996c）（100）、納谷・安原（2014）（101）、地質調査

所（1997）（25）、今泉ほか編（2018）（29）、後藤ほか（2005）（102）、渡辺（2007）

（103）等に段丘面の撓曲や高度不連続などが示されている。また、群馬県（1997）

（104）、埼玉県（1999）（105）、埼玉県（2000）（106）、杉山ほか（2000）（107）、石山

ほか（2005）（108）、山口ほか（2007）（109）等の反射法地震探査の結果、高崎市から

伊奈町付近の各断層とその延長部について、各地点で沖積低地下の反射面に北東側

に急傾斜する構造が認められ、断層活動による撓曲変形と記載されている。 

地震調査委員会（2015）（30）によれば、深谷断層帯の最新活動時期は約6千2百年

前以後、約5千8百年前以前の可能性があり、平均活動間隔は約1万年～2万5千年程

度、1回の変位量は5m程度（上下成分）と推定されており、その場合の地震規模は

M7.9程度であるとしている。 

綾瀬川断層は2区間に分かれており、北西区間の最新活動時期は約1万5千年前以

後、約9千年前以前の可能性があり、平均活動間隔は4万5千年～7万1千年程度、1回

の変位量は3m～4m程度（上下成分）と推定されている。南東区間については、最新

活動時期等は不明であるが、綾瀬川断層全体が同時に活動する場合の地震規模は

M7.5程度であるとしている。この綾瀬川断層のうち南東区間については、反射法弾

性波探査では逆断層の存在は示されていないが、横ずれの特徴を持つ変動地形が見

られるとしている。 

また、深谷断層帯全体と綾瀬川断層全体が同時に活動する場合の地震規模はM8.0

程度であるとしている。 

納谷ほか（2014）（110）は、関東平野中央部の第四系地下地質について、既存のボ
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ーリング資料に基づき地質構造モデルを作成している。深谷断層及び綾瀬川断層の

変位量についても検討されており、綾瀬川断層の南東区間では、断層の両側で顕著

な高度差がみられず、累積変位量が大きくないことを示している可能性があるとし

ている。 

地震調査委員会（2015）（30）の評価した断層帯北西部の高崎市付近では、変動地

形学的調査結果によると、高崎市上里見町より南東では主として段丘面の撓曲から

成るLB～LDリニアメントが判読されるが、上里見町より北西側では榛名山より噴出

した室田火砕流堆積物（約5万年前）が構成するKr1面や、山地及び丘陵地にリニア

メントは判読されない（第3.2.147図）。 

地表地質調査の結果によれば、上里見町付近に分布する新第三系中新統から鮮新

統の堆積岩類は、烏川の両岸に連続的に分布し、ほぼ一様に緩やかに北へ傾斜して

いる。なお、上里見町付近の一部の露頭では断層が認められるが、南側下がりの変

位が推定され、連続するものではない（第3.2.148図）。以上の調査結果から、上里

見町より南東側で地質調査所（1997）（25）、杉山ほか（2000)（107）に記載されるよう

な北東へ急傾斜する構造は、上里見町より北西側では認められない。 

断層帯南東部の伊奈町付近では、変動地形学的調査の結果によると、台地が広く

分布し、Om1面及びOm2面に区分される。伊奈町本町より北西側では主に段丘面の撓

曲から成るLC及びLDリニアメントが判読される。また、南東側の伊奈町本町付近か

ら埼玉県さいたま市見沼区東宮下付近にかけて澤ほか（1996c）(100)に記載される断

層位置とほぼ対応する位置に、段丘縁の崖及び斜面から成るLDランクのリニアメン

トが判読される（第3.2.149図）。 

文献調査結果によれば、Om1面は後期更新世の河成の砂礫及びシルトから成り、

Om2面は後期更新世の河成の砂礫から成る。これらの堆積物の下位には、海成の砂及

びシルトから成る木下層上部（MIS5e；中澤・遠藤（2002）（111））及び中部更新統

が分布している。埼玉県（1996）（112）、中澤・遠藤（2002）(111)及び埼玉県環境科

学国際センター（2007）（113）等のボーリング資料の解析の結果、伊奈町本町の南方

及び埼玉県さいたま市見沼区深作付近においてリニアメントが判読される位置の直

下に分布する後期更新世の木下層上部の基底を成す砂礫層に、リニアメントを挟ん

での高度差は認められない（第3.2.150図）。 

以上のことから、深谷断層帯・綾瀬川断層は、上里見町付近から本町付近までに

おいて、後期更新世以降の段丘面の変位及びその直下において地層の累積的な変位

が認められる。綾瀬川断層の南東区間については、断層推定位置に顕著な鉛直変位

は認められないものの、横ずれの特徴を持つ変動地形が指摘されていることから、

この区間も後期更新世以降の活動を考慮することとし、本断層帯は、上里見町付近

から埼玉県川口市付近に至る断層長さ約 103km を震源として考慮する活断層と評価

する。 

 

3.2.2.4 敷地前面海域の地形 

敷地前面海域の海底地形図を第3.2.151図に示す。 
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敷地前面海域の海底地形は、水深約130m～約150m付近の傾斜変換部を境にして、沿

岸側の大陸棚とその沖合側の大陸斜面とに区分される。 

大陸棚は、海岸から沖合方向に5/1,000程度の勾配で傾斜し、水深約200m～約300m

付近に谷頭を有する数条の海底谷が認められるが、全体的には起伏に乏しい単調な海

底地形を示している。 

 

3.2.2.5 敷地前面海域の地質 

敷地前面海域の地質は、第3.2.3表に示すように、上位からA層、B層、C層、D層及

びE層の5層に区分される。海上音波探査測線図を第3.2.152図に、海底地質図を第

3.2.153図に、主要測線の海底地質断面図を第3.2.154図（1）～（5）に、音波探査記

録を第3.2.155図（1）～（16）に示す。 

A層は、大陸棚上の水深約60m～約130m付近では南北方向の帯状に、北部から中部の

沿岸部では旧河谷を埋めるように、南部の沿岸部では海岸線付近に分布している。本

層は、ほぼ水平な平行層理パターンを示し、久慈川沖及び那珂川沖においては、上部

は平行層理パターンを、下部は散乱パターンを示す。本層は、主に礫、砂、シルト等

から成る未固結の堆積物と推定される。層厚は10m程度で沖合に向かって薄くなる

が、久慈川等の旧河谷では50m程度に達し、下位層上面の凹凸を不整合に覆ってい

る。 

B層は、沿岸部の一部を除き広く分布しており、A層に覆われている範囲を除いて

は、海底面に広く露出している。本層は、沖合に向かって傾斜するプログラデーショ

ンパターン又は緩傾斜の平行層理パターンを示す。また、層内の軽微な不整合により

B1層、B2層及びB3層に細区分される。本層は、未固結から半固結の砂、シルト及びそ

れらの互層から成ると推定され、層厚は大陸棚中央部から大陸棚外縁付近にかけて約

400m～約700mであり、下位層を不整合に覆っている。 

C層は、北部及び那珂湊付近の沿岸部を除き広く分布しており、沖合では上位層に

覆われている。本層は、比較的連続性のよい平行層理パターンを示す。また、層内の

軽微な不整合により上位からC1層及びC2層に細区分される。本層は、砂岩、泥岩及び

それらの互層から成ると推定される。層厚は約150m～約500mであり、下位層を不整合

に覆っている。 

D層は、那珂湊付近の沿岸部の一部を除き広く分布しており、北部の沿岸部を除き

ほとんどが上位層に覆われている。本層は、全般に平行層理パターンを示す。また、

層内の不整合により上位からD1層、D2層及びD3層に細区分される。本層は、砂岩、泥

岩及びそれらの互層から成ると推定される。層厚は敷地東方で最大約2,000mであり、

下位層を不整合に覆っている。 

E層は、音響基盤で、調査海域の最下位層であり全域に分布し、大部分を上位層に

覆われているが、磯崎町及び大洗町付近では海底面に露出する。本層は、無層理状パ

ターン又は断片的な層理状パターンを示し、砂岩、泥岩、変成岩類、花崗岩類等から

成ると推定される。 

海上音波探査記録から区分した各層は、陸域の地質との連続性、敷地前面海域南部
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に位置する海上ボーリング「鹿島沖SK-1」（石油資源開発株式会社が実施）の試料を

用いた米谷ほか（1981）(39)及び高柳（1984）(40)、同東部に位置する海上ボーリング

「常陸沖-1」（帝国石油株式会社（現 国際石油開発帝石株式会社）ほかが実施）の

試料を用いた亀尾・佐藤（1999）(41)、奥田（1986）(34)等の結果から、第3.2.4表に示

すように、A層は完新統に、B層は更新統に、C層は鮮新統～下部更新統に、D層は古第

三系～中新統に、E層は先古第三系～古第三系にそれぞれ対比される。なお、高柳

（1984）(40)によれば、「鹿島沖SK-1」の深度160m（B1層とB2層との境界付近に相

当）、280m（B2層中部に相当）及び380m（B2層最下部に相当）の各層準の地質年代

は、それぞれ約13万年前、約27万年前及び約46万年前であるとされている。対比した

海上音波探査記録の位置図を第3.2.156図に、海上ボーリング調査結果と海上音波探

査記録の対比を第3.2.157図（1）、（2）に、陸域調査結果と海上音波探査記録の対

比を第3.2.158図（1）～（3）に示す。 

 

3.2.2.6 敷地前面海域の地質構造 

(1) 海域の地質構造の概要 

敷地前面海域において、E層及びD層の上面は、緩やかな起伏を伴いながら東方に傾

斜し、沖合には盆状構造が認められる。両層内の一部には緩やかな褶曲構造が認めら

れるほか、日立市沿岸部及び大洗町沿岸部には、沖側に張り出す高まりが認められ

る。敷地前面海域におけるE層及びD層上面の等深線図を第3.2.159図及び第3.2.160図

に示す。C層はD層を覆うように堆積し、北部から中部の沿岸部では沖合に向かい緩く

傾斜しており、南部の沿岸部ではやや急傾斜となっている。沖合部ではほぼ水平に堆

積しており、その上面は緩やかな起伏を伴っている。なお、E層及びD層で認められた

沿岸部の高まりはC層上面では不明瞭となる。C層上面の等深線図を第3.2.161図に示

す。B層は、大陸棚上では沖合に向かって傾斜するプログラデーション構造が認めら

れる。さらに、最上位のA層は、海底面にほぼ平行に堆積している。 

(2) 敷地前面海域の断層及び褶曲構造 

敷地前面海域の文献調査結果では、主な断層として、棚橋ほか（2001）(35)により1

条の断層が、奥田（1986）(34)により3条の伏在断層が記載されている（第3.2.162

図）。これらは、日立市川尻崎東方沖約22km、東海村東方沖約32km、ひたちなか市那

珂湊東方沖約36km及び約44kmに位置し、長さはそれぞれ約5km、約4km、約9km及び約

4kmである。棚橋ほか（2001）(35)による断層は、NW-SE走向、南西側落下の断層であ

り、奥田（1986）(34)による断層は、いずれもN-S走向、相対的落下側は東の断層で、

最新活動時期については記載されていない。敷地前面海域の海上音波探査結果から、

これらの断層分布域には、海底面付近にB1層が分布しており、少なくともB1層に断層

による変位・変形は認められない。このことから、いずれの断層も少なくとも後期更

新世以降の活動はないものと判断される。なお、文献調査によれば、敷地前面海域以

遠には前述の断層以外にもいくつかの断層が記載されているが、断層の長さと敷地か

らの距離を考慮すると、これらの断層が敷地に与える影響は小さいものと判断され

る。 
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一方、敷地前面海域の海上音波探査の結果から、連続性のある断層としてF1断層か

らF26断層が、背斜構造としてA-1背斜からA-4背斜が認められる。敷地前面海域の断

層等一覧表を第3.2.5表に示す。敷地前面海域の断層等分布図を第3.2.163図（1）～

（4）に、海上音波探査記録及び地質断面図を第3.2.164図から第3.2.187図に示す。 

北茨城市磯原町東方には、F12断層、F11断層及びF13断層が分布している。 

F12断層は、E-W走向で、相対的落下側は南の断層であり、海域での長さは約18kmで

ある。F12断層分布域では、東部ではC1層又はB3層が、西部ではD2層、D1層又はC2層が

海底面付近に分布しており、一部A層に不整合で覆われている。F12断層では海上音波

探査記録からD1層内で留まる断層による変位・変形が認められるが、いずれの測線に

おいても海底面付近に断層による変位・変形は認められない。このことから、F12断

層は、少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断される。 

F11断層及びF13断層は、おおむねNW-SE走向で、海域での長さはそれぞれ約5km及び

約3kmである。これらの断層分布域では、海底面付近にD1層が分布しており、一部A層

に不整合で覆われている。 

F11断層は、D1層の海底面付近まで断層による変位・変形を与えており、後期更新

世の地層との関係を直接確認できないことから、震源として考慮する活断層と評価

し、その長さは約5kmとする。 

F13断層は、西部ではD1層の海底面付近に分布する地層に変位・変形が認められる

が、東部ではD1層の海底面付近に断層による変位・変形は認められない。また、F12

断層に隣接しており、断層の走向や地層の累積変位量が類似している。なお、西方陸

域には、これらの断層と調和的な活構造を示す文献はなく、リニアメントも判読され

ない。これらのことから、F13断層は、F12断層同様、少なくとも後期更新世以降の活

動はないものと判断される。これらのことから、F13断層は、F12断層同様、少なくと

も後期更新世以降の活動はないものと判断される。 

北茨城市中郷町東方から日立市日立港東方には、F1断層、F5断層及びA-4背斜が分

布している。 

F1断層は、F1a～F1gから成り、おおむねN-S走向の断層であり、海域での長さは約

28kmである。F1断層分布域の北部ではD1層又はC2層が海底面付近に分布しており、一

部A層に不整合で覆われている。南部ではC1層又はB3層が海底面付近に分布してお

り、一部A層に不整合で覆われている。F1断層北部のF1a、F1b-1、F1b-2、F1b-3及び

F1c北部ではD1層又はC2層の海底面付近まで断層による変位・変形が認められる。F1

断層南部のF1c中南部、F1f-1、F1f-2及びF1gでは、海底面付近に分布する地層がC1層

の分布域ではC1層内、B3層の分布域ではB3層内で留まる断層による変位・変形が認め

られるが、海底面付近に断層による変位・変形は認められない。F1断層北部のF1a、

F1b-1、F1b-2、F1b-3及びF1c北部ではD1層又はC2層の海底面付近まで断層による変

位・変形が認められる。F1断層南部のF1c中南部、F1f-1、F1f-2及びF1gでは、海底面

付近に分布する地層がC1層の分布域ではC1層内、B3層の分布域ではB3層内で留まる断

層による変位・変形が認められるが、海底面付近に断層による変位・変形は認められ

ない。 
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以上のことから、海底面付近に分布する地層に変位・変形を与えているF1a～F1c北

部及び海底面付近に分布する地層への影響を明確に否定できないF1c中南部について

は、震源として考慮する活断層と評価し、その長さを約23kmとする。 

F1dではC2層まで断層による変位・変形は認められるが、C1層以上の地層に断層に

よる変位・変形は認められない。F1eではD1層まで断層による変位・変形が認められ

るが、少なくともB3層に断層による変位・変形は認められない。 

F5断層は、F5a及びF5bから成り、NW-SE走向で、相対的落下側は南西の断層であ

り、長さはそれぞれ約9km及び約6kmである。A-4背斜は、F5断層に隣接して分布して

おり、NW-SE方向で、長さは約13kmである。これらの断層及び背斜分布域では北西部

にB3層が、南東部にB2層が海底面付近に分布しており、一部A層に不整合で覆われて

いる。F5a、F5b及びA-4背斜のうち、北西部ではB3層内、南東部ではB2層内で留まる

断層による変位が認められるが、海底面付近に断層及び背斜による変形は認められな

い。このことから、F5断層及びA-4背斜は少なくとも後期更新世以降の活動はないも

のと判断される。 

日立市滑川町東方には、F14断層が分布している。F14断層は、WNW-ESE走向で、相

対的落下側は南南西の断層であり、海域での長さは約6kmである。F14断層分布域では

東部に主にC1層が、西部にC2層が海底面付近に分布しており、一部A層に不整合で覆

われている。F14断層ではD1層まで断層による変位・変形が認められるが、C2層以上

の地層に断層による変位・変形は認められない。このことから、F14断層は、少なく

とも後期更新世以降の活動はないものと判断される。 

日立市日立港東方には、F2断層が分布している。F2断層は、N-S走向で、相対的落

下側は東の断層であり、長さは約3kmである。F2断層分布域では、北部にC1層が、南

部にB3層が海底面付近に分布しており、一部A層に不整合で覆われている。F2断層で

は北部ではC1層の海底面付近から、南部ではB3層の海底面付近からD1層まで断層によ

る変位・変形が認められるが、それ以下の地層には断層による変位・変形は認められ

ない。このことから、F2断層は構造性の断層ではないものと判断される。 

敷地東方には、F17断層、A-2a背斜、A-2b背斜、A-1背斜、F8断層及びF16断層が分

布している。 

F17断層は、NNW-SSE走向で、相対的落下側は西南西の断層であり、長さは約11kmで

ある。A-2a背斜及びA-2b背斜は、F17断層に隣接して分布しており、おおむねN-S方向

で、長さはともに約5kmである。これらの断層及び背斜分布域では、北部にB2層が、

南部にB1層が海底面付近に分布しており、A層に不整合で覆われている。F17断層、A-

2a背斜及びA-2b背斜ではD2層まで断層による変位が認められるが、B2層以上の地層に

は断層及び背斜による変形は認められない。このことから、F17断層、A-2a背斜及び

A-2b背斜は、少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断される。 

A-1背斜は、NNE-SSW方向で、長さは約20kmである。F8断層及びF16断層は、A-1背斜

に隣接して分布しており、おおむねNNE-SSW走向で長さはともに約26kmである。これ

らの断層及び背斜分布域では、北部にB2層が、南部にB1層が海底面付近に分布してお

り、一部A層に不整合で覆われている。A-1背斜、F8断層及びF16断層ではD2層まで断
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層による変位が認められるが、B2層以上の地層に断層及び背斜による変形は認められ

ない。しかしながら、F8断層、F16断層及びA-1背斜が分布する海域において、2011年

東北地方太平洋沖地震発生以降、断層近傍でまとまった地震が発生しており活動した

可能性が否定できないことから震源として考慮する断層と評価し、その長さをF8断層

及びF16断層はそれぞれ約26km、A-1背斜は約19.5kmとする。 

ひたちなか市那珂湊東方には、F18断層、F9断層、F10断層及びF15断層が分布して

いる。 

F18断層は、N-S走向で、相対的落下側は東の断層であり、長さは約4kmである。F18

断層分布域では、B1層が海底面付近に分布している。F18断層ではD2層まで断層によ

る変位・変形が認められるが、少なくともB1層に断層による変位・変形は認められな

い。このことから、F18断層は、少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断

される。 

F9断層は、NNW-SSE走向で、相対的落下側は東北東の断層であり、長さは約6kmであ

る。F9断層分布域では、B1層が海底面付近に分布している。F9断層では、海上音波探

査記録からC2層まで断層による変位が認められるが、少なくともB1層に断層による変

位・変形は認められない。このことから、F9断層は、少なくとも後期更新世以降の活

動はないものと判断される。 

F10断層及びF15断層は、NE-SW走向で、相対的落下側は南東の断層であり、それぞ

れ長さは約14km及び約13kmである。これらの断層分布域では、B1層が海底面付近に分

布している。F10断層及びF15断層は、B2層まで断層による変位・変形が認められる

が、B1層に断層による変位・変形は認められない。このことから、F10断層及びF15断

層は、少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断される。 

ひたちなか市那珂湊東方から鉾田市玉田東方には、F3断層、F4断層、F6断層、F19

断層、F20断層及びF21断層が分布している。 

F3断層は、おおむねNE-SW走向で、相対的落下側は北西の断層であり、長さは約

14kmである。F4断層は、F4a、F4b-1及びF4b-2から成り、NNE-SSW走向で長さは、それ

ぞれ約14km、約7km及び約8kmである。これらの断層分布域では、B2層が海底面付近に

分布しており、一部A層に不整合で覆われている。F3断層の北中部及びF4b-1の南部に

ついては、B2層の海底面付近まで断層による変位・変形が認められるが、B1層が分布

しないことから、B2層堆積以降の活動が把握できない。F3断層の南部ではD1層まで断

層による変位・変形が認められるが、少なくともB2層に断層による変位・変形は認め

られない。F4aではC1層まで断層による変位・変形が認められるが、B2層に断層によ

る変位・変形は認められない。F4b-1の北中部及びF4b-2ではB2層内で留まる断層によ

る変位・変形が認められるが、B2層の海底面付近に断層による変位・変形は認められ

ない。これらのことから、F3断層の南部、F4a、F4b-1の北中部及びF4b-2について

は、少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断される。一方、F3断層の北中

部及びF4b-1の南部については震源として考慮する活断層と評価するものとし、両断

層の走向、地層の落下方向及び地層の累積変位量が類似し、隣接することから、同時

活動を考慮しその長さを約16kmとする。 
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なお、F4断層の南方陸域について、活断層研究会編（1991）（24）、今泉ほか編

（2018）（29）では活構造は記載されておらず、変動地形学的調査の結果においても、

F4断層の南方陸域に変動地形は認められない。また、林ほか（2005）（114）によれ

ば、反射法探査の結果、中部更新統の上総層群上部の基底に相当すると考えられる反

射面A及び鮮新統の上総層群下部の基底に相当すると考えられる反射面Bに変位は認め

られない。 

F6断層は、NNE-SSW走向で、相対的落下側は西北西の断層であり、長さは約11kmで

ある。F6断層分布域では、北部ではD2層又はD1層が、南部ではB2層が海底面付近に分

布しており、一部A層に不整合で覆われている。F6断層については、北部ではD2層内

で留まる断層による変位・変形が認められ、南部ではD1層まで断層による変位・変形

が認められるが、いずれの測線においても海底面付近に断層による変位・変形は認め

られない。これらのことから、F6断層は少なくとも後期更新世以降の活動はないもの

と判断される。 

F19断層、F20断層及びF21断層は、おおむねNE-SW走向で、相対的落下側は北西の断

層であり、それぞれ長さは約8km、約7km及び約7kmである。これらの断層分布域で

は、B2層が海底面付近に分布しており、一部A層に不整合で覆われている。F19断層、

F20断層及びF21断層ではD1層まで断層による変位・変形が認められるが、少なくとも

B2層に断層による変位・変形は認められない。このことから、F19断層、F20断層及び

F21断層は、少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断される。 

鉾田市玉田東方には、F22断層、F23断層、F24断層、F25断層及びF26断層が分布し

ている。 

F22断層、F23断層、F24断層、F25断層及びF26断層は、おおむねNW-SE走向で、相対

的落下側は南西の断層であり、長さはそれぞれ約13km、約8km、約8km、約5km及び約

13kmである。これらの断層分布域では、東部ではB1層が、西部ではB2層が海底面付近

に分布している。F22断層、F23断層、F24断層、F25断層及びF26断層ではD1層まで断

層による変位・変形が認められるが、少なくともB2層以上の地層に断層による変位・

変形は認められない。このことから、F22断層、F23断層、F24断層、F25断層及びF26

断層は、少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断される。 

鉾田市大竹東方には、A-3背斜が分布している。A-3背斜はNE-SW方向で、長さは約

14kmである。背斜分布域では、B1層が海底面付近に分布しており、一部A層に不整合

で覆われている。A-3背斜ではD1層まで背斜構造が認められるが、少なくともB1層に

背斜による変形は認められない。このことから、A-3背斜は少なくとも後期更新世以

降の活動はないものと判断される。 

 

3.2.2.7 活断層の同時活動 

震源として考慮する断層のうち、次の断層については同時活動を考慮するものとす

る。 

(1) 棚倉破砕帯西縁断層（の一部）～棚倉破砕帯東縁付近の推定活断層の同時活動 

棚倉破砕帯西縁断層（の一部）と棚倉破砕帯東縁付近の推定活断層については、こ
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れらの性状や位置関係等から同時活動を考慮することとし、その長さを約42kmとす

る。 

(2) F3断層～F4断層の同時活動 

F3断層の北中部及びF4b-1の南部については、断層の走向、地層の落下方向及び地

層の累積変位量が類似し、隣接することから、同時活動を考慮することとし、その長

さを約16kmとする。 

(3) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層の同時活動 

F1断層の北方陸域においては、後期更新世以降の活動が否定できない北方陸域の断

層及び塩ノ平地震断層が分布する。断層の走向・傾斜の類似性等も勘案し、これらの

断層の同時活動を考慮することとし、その長さを約58kmとする。北方陸域の断層及び

塩ノ平地震断層の調査結果を次に示す。 

a. 文献調査結果 

地質調査所（1957）（4）及び久保ほか（2007）（9）によるとF1断層の北方陸域に断

層が記載されている。活断層研究会編（1991）（24）は、走向がNNW-SSE方向、長さ

10km、確実度Ⅱ（活断層であると推定されるもの）として井戸沢断層を記載してい

る。今泉ほか編（2018）（29）、Toda and Tsutsumi（2013）（115）及び地質調査所

（2016）（10）においても、活断層研究会編（1991）（24）に記載された位置に活断層

等が記載されている。なお、活断層研究会編（1991）（24）において、井戸沢断層の

北方約9kmに長さ約4kmの確実度Ⅲのリニアメントが記載されているが、活動性や性

状の記載はない。また、同リニアメントについて、活構造を記載している文献は確

認されない。 

また、福島県浜通りの地震（2011年4月11日、Mw6.7）の地震に伴って、井戸沢断

層北部付近に、西側低下の正断層変位を示す地表地震断層（塩ノ平地震断層）が長

さ14.2km区間に出現した（粟田ほか（2011）（116）、丸山ほか（2014）（117）等）（第

3.2.188図）。また、地震後にトレンチ調査等（石山ほか（2012）（118）、黒澤ほか

（2012）（119）、丸山ほか（2014）（117）、堤・遠田（2012）（120）、丹羽ほか（2013）

（121））が複数実施され、後期更新世に正断層変位を示す断層活動が複数回あったと

されている。Toda and Tsutsumi（2013）（115）によれば、塩ノ平地震断層の西側に

は、活断層の西側沈降に伴って、東方に流下する河川が堰き止められ形成された沖

積低地が分布するとしている。 

b. 変動地形学的調査結果 

変動地形学的調査の結果、北方陸域の断層、井戸沢断層及び塩ノ平地震断層付近

に、西側沈降を示すリニアメントが約23km連続して認められる。判読されたリニア

メントは、LBランク、LCランク及びLDランクのリニアメントである。判読されたリニ

アメントの西側には、沖積低地が広がる。判読されたリニアメントの南端から海域

のF1断層北端までの陸域約10km間にはリニアメントは判読されない。 

なお、活断層研究会編（1991）（24）が指摘する井戸沢断層北方のリニアメント付

近においては、山地高度に有意な不連続は認められず、尾根・水系の屈曲など横ず

れを示唆する地形等も認められない。 
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c. 地表地質調査結果 

判読されたリニアメント周辺の地質図を第3.2.189図に示す。 

北方陸域の断層では、リニアメントとほぼ一致して断層が認められる。この断層

の最新活動面は平面的であり、一部の露頭では軟質な粘土状破砕部を伴う。上載地

層との関係は確認できず、後期更新世以降の活動が否定できない（第3.2.190図

（1）、（2））。 

d. F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層の評価 

F1断層の北方陸域では、判読したリニアメントとほぼ一致して断層が認められ

る。福島県浜通りの地震（2011年4月11日、Mw6.7）時に出現した塩ノ平地震断層

は、後期更新世以降の活動が認められることから、震源として考慮する活断層と評

価する。その北端はリニアメント及び文献（粟田ほか（2011）（116）及び丸山ほか

（2014）（117））が示す活構造のうち、断層長さが最長となる塩ノ平地震断層の北端

とした。 

塩ノ平南方についても、リニアメントとほぼ一致して断層が認められ、北方陸域

の断層は、軟質な粘土を伴い、平面的であり、上載地層との関係が確認できないこ

とから、震源として考慮する活断層と評価する。北方陸域の断層から海域のF1断層

の間においては、リニアメントは判読されないが、断層の連続性等や離隔距離等が

十分に確認できないことから、F1断層と北方陸域の断層までの同時活動を考慮する

ものとする。 

さらに、塩ノ平地震断層については、塩ノ平地震断層の活動履歴や単位変位量の情

報から、地震本部の評価手法も参考に検討した結果、塩ノ平地震断層自体の今後50年

間における地震発生確率はほぼ0%であり、塩ノ平地震断層がF1断層及び北方陸域の断

層が今後50年間で同時活動する場合の地震発生確率は更に小さいと考えられるが、断

層の走向傾斜の類似性等を勘案し、F1断層、北方陸域の断層及び塩ノ平地震断層の同

時活動を考慮するものとし、その長さを約58kmとする。 

3.3 敷地近傍の地質・地質構造 

3.3.1 調査内容 

敷地近傍の地質・地質構造を把握するため、敷地周辺の調査結果を踏まえ、敷地を中心

とする半径約5kmの範囲において実施した文献調査、変動地形学的調査、地表地質調査、

地球物理学的調査及び海上音波探査等は以下のとおりである。 

 

3.3.1.1 文献調査 

敷地近傍の地形及び地質・地質構造に関する主要な文献としては、地質調査所発行

「地域地質研究報告（5万分の1地質図幅）」のうち「那珂湊地域の地質」（1972）

(1)、「磯浜地域の地質」（1975）(2)、「石岡地域の地質」（1981）(3)、「20万分の1

地質図幅「水戸（第2版）」」（2001）(8)、「活断層データベース」（2016）（10）、

「20万分の1日本シームレス地質図データベース」（2015）（11）、「100万分の1日本

地質図第3版（CD-ROM第2版）」（2003）（12）、経済企画庁発行の「土地分類図「茨城

県」（20万分の1）」（1973）(7)、茨城県発行の「土地分類基本調査「那珂湊」（5万
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分の1）」（1990）(17)、活断層研究会編の「[新編] 日本の活断層」（1991）(24)、地

質調査所発行の「50万分の1活構造図「東京」（第2版）」（1997）(25)、地質調査所

編の「日本地質アトラス（第2版）」（1992）(27)、小池・町田編の「日本の海成段丘

アトラス」（2001）(28)、今泉ほか編の「活断層詳細デジタルマップ[新編]」

（2018）(29)、地震調査委員会の「関東地域の活断層の長期評価（第一版）」

（2015）（30）等がある。 

重力異常に関する文献としては、地質調査所編の「日本重力データベース DVD

版」（2013）(42)等がある。 

また、磁気異常に関する文献としては、中塚・大熊の「日本空中磁気ＤＢによる対

地1,500m平滑面での磁気異常分布データの編集」（2009）（43）等がある。 

これらの文献により、敷地近傍の地形及び地質・地質構造の概要を把握した。 

 

3.3.1.2 敷地近傍の地質調査 

文献調査の結果を踏まえ、敷地を中心とする半径約5kmの範囲において、変動地形

学的調査、地表地質調査、地球物理学的調査及び海上音波探査等を実施した。 

変動地形学的調査としては、国土地理院等で撮影された主に縮尺2万分の1の空中写

真、米軍により撮影された縮尺4万分の1の空中写真並びに国土地理院発行の縮尺5万

分の1、2万5千分の1の地形図等を使用して空中写真判読を行った。 

地表地質調査としては、変動地形学的調査に使用した空中写真及び地形図を使用し

て、詳細な地表地質調査を実施した。 

海域においては、海底の地形及び地質・地質構造に関する資料を得るため、石油公

団等が実施した海上音波探査の記録解析、ブーマー、ウォーターガン及びエアガンを

音源としたマルチチャンネル方式の海上音波探査を実施した。浅部の地質構造を把握

するためのブーマー・マルチチャンネル方式の探査は、約1km×約1kmの格子状の測線

配置を原則として実施した。浅部から中深部の地質構造を把握するためのウォーター

ガン・マルチチャンネル方式の探査は、約2km×約4kmの格子状の測線配置を原則とし

て実施した。また、必要に応じて深部の地質構造を把握するためのエアガン・マルチ

チャンネル方式の探査を実施した。 

これらの調査結果に基づいて、敷地近傍の地質図、地質断面図等を作成した。 

 

3.3.2 調査結果 

3.3.2.1 敷地近傍の地形 

敷地近傍陸域の地形図を第3.3.1図に、敷地近傍海域の海底地形図を第3.3.2図に示

す。 

敷地近傍陸域の地形は、台地、低地及び海岸砂丘から成る。 

台地は、東茨城台地、鹿島台地から成り、低地は、涸沼周辺や涸沼川及び大谷川に

沿ってまとまって分布する。涸沼川に沿った低地は、北方の那珂川沿いの低地に連続

する。鹿島台地の標高は、約40m～約30mであり、東茨城台地の標高は、約30m～約20m

である。台地は涸沼川支流によって樹枝状に開析されている。海岸砂丘は、鹿島灘に
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面する鹿島台地の東側の海岸部に分布し、急斜面をなす。敷地は涸沼と太平洋に挟ま

れた鹿島台地北部に位置している。 

敷地近傍海域の地形は、全体的には水深20m未満で、海岸線と平行に沖合に向かっ

て緩やかな傾斜を示している。 

 

 

3.3.2.2 敷地近傍の地質 

敷地近傍陸域の地質層序表を第3.3.1表に、敷地近傍陸域の地質図を第3.3.3図に、

敷地近傍陸域の地質断面図を第3.3.4図に、敷地近傍海域の海底地質図を第3.3.5図

に、海底地質断面図を第3.3.6図に示す。 

敷地近傍の陸域には、下位より新第三系中新統の多賀層群、新第三系鮮新統〜第四

系下部更新統の久米層、第四系更新統の東茨城層群及び段丘堆積物、第四系完新統の

沖積層及び砂丘砂層がそれぞれ分布する。 

敷地近傍の海域には、敷地前面海域で区分されたA層からE層のうち、A層、B層、D

層及びE層が分布する。なお、C層は、伏在して分布し、E層については探査深度以深

である。 

(1) E層 

E層は、敷地前面海域の音響基盤で、調査海域の再下位の地層である。本層は、砂

岩、泥岩、変成岩類、花崗岩類から成ると推定され、上位層に不整合に覆われている

が、大洗町北部の沿岸部で海底面に露出して分布する。E層は、海上音波探査結果等

から、先古第三系から古第三系に対比される。 

(2) 多賀層群・D層 

多賀層群は、主に砂質泥岩から成り、ボーリング調査結果等によれば上位層に覆わ

れて分布する。実施した珪藻及び石灰質ナンノ化石分析結果によれば、多賀層群は中

部中新統である。 

D層は、敷地前面海域で上位よりD1層、D2層及びD3層に細区分され、砂岩、泥岩及び

それらの互層から成ると推定される。D1層は、上位層に不整合で覆われ分布し、北部

の沿岸部では海底面に露出している。D2層はD1層に、D3層はD2層にそれぞれ不整合で

覆われて分布している。海上音波探査結果等から、D1層及びD2層は中新統に、D3層は

古第三系に対比される。 

(3) 久米層・C層 

久米層は、主に砂質泥岩から成り、ボーリング調査結果等によれば上位層に覆われ

て分布する。実施した珪藻及び石灰質ナンノ化石分析結果によれば、下部鮮新統～下

部更新統である。 

C層は、敷地前面海域で上位よりC1層及びC2層に細区分されており、敷地近傍海域

にはC1層が分布する。本層は、砂岩、泥岩及びそれらの互層から成ると推定され、上

位層に不整合に覆われ分布する。C1層は、海上音波探査結果等から鮮新統～下部更新

統に対比される。 

(4) 東茨城層群・段丘堆積物・B層 
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東茨城層群は、主に砂、礫及びシルトから成り、M1段丘堆積物に覆われて分布す

る。本層群は、東茨城台地、鹿島台地では、坂本ほか（1975）(2)及び坂本ほか

（1981）(3)の石崎層、笠神層、見和層下部、見和層中部に、山元（2013）（64）の笠神

層及び夏海層に相当する。本層群は、M1段丘堆積物に不整合に覆われていることか

ら、中部更新統と判断される。 

段丘堆積物は、段丘面の分布、堆積物の層相、火山灰との関係等に基づいて、M1段

丘堆積物、M2段丘堆積物、M3段丘堆積物、M4段丘堆積物及びL1段丘堆積物に区分され

る。M1段丘堆積物は主に海成堆積物、M2～M4段丘堆積物及びL1～L2段丘堆積物は河成

堆積物から成る。 

M1段丘堆積物は、東茨城台地、鹿島台地に連続的に広く分布する。堆積物は主に砂

から成り、礫、シルトの薄層を伴い、貝化石や白斑状生痕が認められ、海成の堆積物

である。下部は塊状の砂を主体とするが、上部は粗粒砂やシルトの薄層を挟在するな

ど、層相が変化する。本堆積物は、坂本ほか（1972）(1)、坂本（1975）(2)及び坂本ほ

か（1981）(3)の見和層上部に相当する。本堆積物は、涸沼の北岸等では東茨城層群の

礫層を覆い、涸沼の東岸等では東茨城層群のシルト層を覆い、涸沼の南岸等では東茨

城層群の砂層を覆っており、その基底の分布標高は、おおむね水平である。鹿島灘沿

岸では、白斑状生痕の上位に赤城水沼9、10テフラが認められる。これらのことか

ら、M1面は、赤城水沼9、10テフラ降下堆積以後に形成されたと推定され、南関東の

下末吉面から小原台面（MIS5e～MIS5c；貝塚・松田編（1982）(68)等）に対比され

る。 

M2段丘堆積物は、涸沼川支流の大谷川右岸、涸沼北岸等に断片的に分布する。堆積

物は主に礫混じり砂から成り、下位のM1段丘堆積物等を削り込んでおり、その層相及

び敷地周辺陸域の段丘面分布との関係から、M2面は、南関東の武蔵野面のM2面

（MIS5a；貝塚・松田編（1982）(68)等）に対比される。 

M3段丘堆積物は、涸沼南岸、大谷川左岸にややまとまって分布するほか、台地を開

析する小河川沿いに断片的に分布する。堆積物は主に礫から成る。M3面は、M2面との

境で段丘崖を成すことから、M3面はM2面形成以降形成されたと推定され、その層相及

び敷地周辺陸域の段丘面分布との関係から、南関東武蔵野面のM3面（MIS4；貝塚・松

田編（1982）(68)等）に対比される。 

M4段丘堆積物は、台地を開析する小河川沿いに、小規模に点在して分布する。M4面

は、M3面との境で段丘崖を成す地点では比高が小さいことから、M3面形成に引き続き

形成されたと推定される。 

L1段丘堆積物は、涸沼南岸、大谷川沿い、涸沼川周辺の低地沿いに断片的に分布す

る。堆積物は主に礫から成る。L1面は、その層相及び敷地周辺陸域の段丘面分布との

関係から、南関東の立川面のTc1面（MIS3；貝塚・松田編（1982）(68)等）に対比され

る。 

B層は、敷地前面海域で上位よりB1層、B2層及びB3層に細区分され、敷地近傍海域に

はB2層が分布する。本層は、未固結から半固結の砂、シルト及びそれらの互層から成

ると推定され、大洗町北部の沿岸部を除いて広く分布しており、沿岸域ではA層に覆
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われ、沖合では海底面に露出して分布する。B2層は、海上音波探査結果等から中部更

新統に対比される。 

(5) 沖積層・A層 

沖積層は、未固結の砂、シルト及び礫から成り、涸沼周辺、大谷川沿い及び涸沼川

等の現河川に沿って分布する。 

A層は、沿岸部に分布し、下位層を顕著な不整合関係で覆う。本層は、未固結なシ

ルト、砂及び礫から成る完新世の堆積物と判断されることから、沖積層に対比され

る。 

(6) 砂丘砂層 

砂丘砂層は、鹿島台地の東縁に沿って分布し、東茨城層群、段丘堆積物等を覆う。

本層は、未固結の淘汰の良い細粒砂から中粒砂より成る。 

 

3.3.2.3 敷地近傍の地質構造 

(1) 概要 

敷地近傍を含む重力異常図を第3.2.6図（1）に、解釈図を第3.2.6図（5）、（6）

に示す。敷地北方の那珂湊付近を中心とし、大洗港から磯崎町にかけて、NNE-SSW方

向に重力異常の高まりが認められるが、敷地近傍は重力異常の勾配が緩やかになる。

実施した反射法地震探査の結果によれば、Line-3では高重力異常から低重力異常に向

かって先新第三系の上面が深くなっており、重力異常と調和的である。 

中塚・大熊（2009）（43）によると、敷地北方の海岸付近には正の磁気異常部が認め

られ、おおむねNNE-SSW方向に連続している。一方、敷地西方では負の磁気異常部が

認められる（第3.2.7図）。 

(2) 敷地近傍の断層及びリニアメント 

敷地近傍では、活断層研究会編（1991）(24)及び今泉ほか編（2018)(29)等に、鹿島活

傾動、北浦活傾動及び行方活傾動が記載されている。 

敷地近傍陸域の変動地形学的調査結果を第3.3.7図に示す。変動地形学的調査の結

果、リニアメントは判読されない。 

地表地質調査結果によると、文献に記載されている鹿島活傾動、北浦活傾動及び行

方活傾動位置付近には、断層は認められず、M1段丘堆積物基底面及びM1段丘堆積物中

の白斑状生痕を含む砂層には文献に記載される活傾動と調和的な高度差は認められな

い。以上のことから、鹿島活傾動、北浦活傾動及び行方活傾動位置付近で認められる

地形面の高度差については、テクトニックな要因によるものではないと判断される。 

敷地近傍海域については、海上音波探査の結果、敷地近傍においてF3、F4、F6断層

が認められた（第3.3.5図）。これらのうち、F3断層の北中部及びF4b-1断層の南部に

ついては、断層分布域に後期更新世の地層であるB1層が分布していないこと及び海底

面付近に分布するB2層の海底面付近まで断層による変位・変形が認められることか

ら、B2層堆積以降の活動が把握できない。このことから、F3断層及びF4断層の当該部

分については、震源として考慮する活断層と評価するものとし、断層の走向、地層の

落下方向及び地層の累積変位量が類似し、隣接することから、同時活動を考慮しその
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長さを約16kmとする。F6断層は、変位・変形を与える最上位の地層がD1層であり、C1

層以上の地層には変位・変形を与えていないことから、少なくとも後期更新世以降の

活動はないものと判断される。 

以上のことから、敷地近傍においてはF3断層及びF4断層の約16kmを、震源として考

慮する活断層と評価する。 

 

3.4 敷地の地質・地質構造 

3.4.1 調査内容 

敷地の地質・地質構造を把握するため、敷地近傍の調査結果を踏まえ、敷地について実

施した文献調査、変動地形学的調査、地表地質調査、ボーリング調査等は以下のとおりで

ある。 

 

3.4.1.1 文献調査 

敷地の地形及び地質・地質構造に関する主要な文献としては、地質調査所発行「地

域地質研究報告（5万分の1地質図幅）」のうち、「磯浜地域の地質」（1975）(2)、

「20万分の1地質図幅「水戸」（第2版）」（2001）(8)、活断層研究会編の「[新編] 

日本の活断層」（1991）(24)、今泉ほか編の「活断層詳細デジタルマップ[新編]」

（2018）(29)等がある。 

 

3.4.1.2 敷地の地質調査 

文献調査の結果を踏まえ、変動地形学的調査、地表地質調査及びボーリング調査等

を実施した。 

変動地形学的調査としては、国土地理院等で撮影された主に縮尺2万分の1の空中写

真、米軍により撮影された縮尺4万分の1の空中写真並びに国土地理院発行の縮尺5万

分の1、2万5千分の1の地形図等を使用して空中写真判読を行った。 

地表地質調査としては、変動地形学的調査に使用した空中写真及び地形図を使用し

て、詳細な地表地質調査を実施した。 

敷地の地質・地質構造の資料を得るため、第3.4.1図に示す位置でボーリング調査

を実施した。 

地質構造の解析に用いたボーリング調査の孔数は129孔、掘削総延長は約6,590mで

ある。ボーリング調査においては、ロータリー型ボーリングマシンを使用し、掘削孔

径は66mm～116mmで掘削を行った。採取したボーリングコアについて詳細な観察を行

い、地質柱状図を作成した。また、ボーリングコアを用いて、珪藻及び石灰質ナンノ

化石分析を実施した。 

以上の調査結果から地質図及び地質断面図を作成し、敷地の地質・地質構造につい

て検討を行った。 

 

3.4.2 調査結果 

3.4.2.1 敷地の地形 
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敷地の地形面区分図を第3.4.2図に示す。 

敷地は、涸沼と太平洋に挟まれた鹿島台地北部に位置している。 

敷地は、標高約30m～約40mの台地及び台地を開析する低地から成る。台地は敷地近

傍のM1面に相当し、敷地に広く分布する。低地は敷地の北部に分布する。なお、敷地

の一部は地形が人工的に改変されている。 

変動地形学的調査結果によると、敷地には地すべり地形及びリニアメントは認めら

れない。 

 

3.4.2.2 敷地の地質 

地表地質調査結果、ボーリング調査結果等から作成した地質平面図を第3.4.3図

に、地質断面図を第3.4.4図に示す。地質層序表を第3.4.1表に示す。敷地の地質は、

新第三系中新統の多賀層群、新第三系鮮新統～第四系下部更新統の久米層、第四系更

新統の東茨城層群及びM1段丘堆積物並びに第四系完新統の砂丘砂層等から成る。 

各地層の概要は、以下のとおりである。 

(1) 多賀層群 

多賀層群は、主に砂質泥岩から成り、標高約-130m以深からボーリング下端の標高

約-220mまで分布することが確認されている。 

本層の地質年代は、実施した珪藻及び石灰質ナンノ化石分析結果によれば、中部中

新統である。 

(2) 久米層 

久米層は、主に砂質泥岩から成り、標高約-50m～標高約-130mに分布することが確

認されている。 

本層の地質年代は、実施した珪藻及び石灰質ナンノ化石分析結果によれば、下部鮮

新統～下部更新統である。 

(3) 東茨城層群 

東茨城層群は、主に砂、礫及びシルトから成り、M1段丘堆積物に覆われて分布す

る。M1段丘堆積物とは不整合面を成しており、境界付近では亜円礫を主体とする砂礫

から成る。層厚は最大約70mである。本層群は、坂本（1975）(2)の見和層中部及び石

崎層に、山元（2013）（64）の笠神層及び夏海層に相当する。 

(4) M1段丘堆積物 

M1段丘堆積物は、敷地にM1面を形成して分布する。M1面は、その層相及び敷地近傍

陸域の段丘面分布との関係から、南関東の下末吉面から小原台面（MIS5e～MIS5c；貝

塚・松田編（1982）(68)等）に対比される。本層群は、坂本（1975）(2)の見和層上部

層に、山元（2013）（64）の見和層及び茨城層に相当する。 

(5) 沖積層 

沖積層は、敷地の低地部に分布し、主に礫、砂及びシルトから成る。 

(6) 砂丘砂層 

砂丘砂層は、海岸付近に分布する。本層は、細粒砂から中粒砂より成る。 
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3.4.2.3 敷地の地質構造 

変動地形学的調査結果によると、敷地には地すべり地形及びリニアメントは認めら

れない。 

ボーリング調査及び反射法地震探査結果によれば、多賀層群及び久米層は、敷地全

域の標高-50m以深に分布し、久米層の基底面はほぼ水平に分布する。久米層以浅の地

層には断層は認められない。 

M1段丘堆積物は、下位の東茨城層群を覆って、敷地に広く分布しており、東茨城層

群及びM1段丘堆積物の基底面はほぼ水平に分布しており、断層を示唆する系統的な不

連続や累積的な変位・変形は認められない。このことから、敷地には、将来活動する

可能性のある断層等は認められないと判断される。 

 

3.5 原子炉施設設置位置付近の地質・地質構造及び地盤 

3.5.1 調査内容 

3.5.1.1 ボーリング調査 

原子炉施設設置位置付近の地質・地質構造を把握するとともに、室内試験の供試体

を採取し、ボーリング孔を利用した原位置試験を実施するためにボーリング調査を実

施した。 

設置位置付近のボーリング調査の孔数は45孔であり掘進総延長は約3,170m、最大掘

進長は約260mである。 

ボーリング調査においては、ロータリー型ボーリングマシンを使用し、掘削孔径

66mm～150mmで実施した。 

採取したボーリングコアについて詳細な観察を行い、地質柱状図を作成した。さら

に、他の調査結果と併せて水平地質断面図及び鉛直地質断面図を作成し、原子炉施設

設置位置付近の地質・地質構造について検討を行った。調査位置図を第3.5.1図(1)に

示す。 

 

3.5.1.2 地下水位調査 

敷地内の地下水位の状態を把握するために、地下水位及び宙水位の経時変化を観測

した。観測位置を第3.5.1図(1)に示す。 

 

3.5.1.3 岩石試験 

原子炉施設設置位置付近の地盤の物理特性及び力学特性を明らかにするため、採取

した試料を用いて、物理試験及び力学試験を実施した。 

試験は、日本工業規格(JIS)、地盤工学会基準(JGS)等に準拠した。 

(1) 試験項目 

物理特性を明らかにする試験として、湿潤密度、含水比、土粒子の密度等を測定す

る物理試験を実施した。また、強度特性及び変形特性を明らかにする試験として、引

張強さ試験、三軸圧縮試験、静ポアソン比測定、繰返し三軸試験（変形特性）を実施

した。 
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(2) 試験方法 

a. 引張強さ試験 

岩石の引張強さ試験により引張強さを求めた。供試体寸法は直径約5cm、高さ約

5cm又は直径約6～6.5cm、高さ約6～6.5cmとした。 

b. 三軸圧縮試験 

試験は、ゴムスリーブ中の供試体を有効土被り圧相当で圧密した後、非排水状態

で所定の側圧のもとで軸荷重を載荷し（以下「CUU条件」という。）、破壊時の軸差

応力を求める方法で実施した。 

供試体寸法は直径約5cm、高さ約10cm又は直径約6～6.5cm、高さ約12～13cmとし

た。 

c. 静ポアソン比測定 

静ポアソン比は、三軸圧縮試験（CUU条件）実施時に、軸荷重載荷時の供試体の体

積変化量を測定する方法で算出した。 

d. 繰返し三軸試験（変形特性） 

試験は、ゴムスリーブ中の供試体を有効土被り圧相当で圧密した後、非排水状態

で周波数1Hzの繰返し軸荷重を段階的に加える方法で実施した。 

供試体寸法は、直径約5cm、高さ約10cm又は直径約6～6.5cm、高さ約12～13cmとし

た。 

 

3.5.1.4 土質試験 

原子炉施設設置位置付近の地盤の物理特性及び力学特性を明らかにするため、採取

した試料を用いて、物理試験及び力学試験を実施した。 

試験は、日本工業規格（JIS）、地盤工学会基準（JGS）等に準拠した。 

(1) 試験項目 

物理特性を明らかにする試験として、湿潤密度、含水比、土粒子の密度等を計測す

る物理試験を実施した。また、強度特性及び変形特性を明らかにする試験として、三

軸圧縮試験、静ポアソン比測定、繰返し三軸試験（変形特性）、繰返し中空ねじりせ

ん断試験（変形特性）を実施した。 

(2) 試験方法 

a. 三軸圧縮試験 

試験は、CUU条件により破壊時の軸差応力を求める方法、所定の圧力で圧密した

後、排水状態で軸荷重を載荷し（以下「CD条件」という。）、破壊時の軸差応力を

求める方法及び非排水状態で軸荷重を載荷し（以下「UU条件」という。）、破壊時

の軸差応力を求める方法で実施した。 

供試体寸法は、直径約5cm、高さ約10cm又は直径約9.2cm、高さ約18.4cmとした。 

b. 静ポアソン比測定 

静ポアソン比は、三軸圧縮試験（CUU条件、CD条件及びUU条件）の実施時に、軸荷

重載荷時の供試体の体積変化量を測定する方法で算出した。 

c. 繰返し三軸試験（変形特性） 
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試験は、ゴムスリーブ中の供試体に有効土被り圧相当で圧密した後、非排水状態

で周波数1Hzの繰返し軸荷重を段階的に加える方法で実施した。 

供試体寸法は、直径約5cm、高さ約10cm又は直径約9.2cm、高さ約18.4cmとした。 

d. 繰返し中空ねじりせん断試験（変形特性） 

試験は、ゴムスリーブ中の供試体を有効土被り圧相当で圧密した後、非排水状態

で周波数1Hzの繰返しねじり力を段階的に加える方法で実施した。 

供試体寸法は、直径約7cm、内径約3cm、高さ約7cmとした。 

 

3.5.1.5 原位置試験 

(1) PS検層 

基礎地盤の深さ方向の動的な変形特性を把握するため、第3.5.1図(1)に示す位置で

PS検層を実施した。 

PS検層は、孔中に受振器を設け、地上で板たたき法によって起振するダウンホール

方式及び起振装置と受振器が一体となったゾンデを孔内に挿入し、孔内で起振受振す

るサスペンション方式で行った。検層により基礎地盤のP波及びS波の伝搬速度を求

め、初期動せん断弾性係数及び動ポアソン比を算出した。 

原子炉施設設置位置付近においてPS検層は10孔で実施し、総延長約1,460mである。 

(2) 標準貫入試験 

基礎地盤の硬軟、締まり具合を把握するため、第3.5.1図(1)に示す位置で標準貫入

試験を実施した。 

試験は、ハンマーを自由落下させ標準貫入試験用サンプラーを30㎝打込むのに要す

る打撃回数（N値）を測定する方法で実施した。 

 

3.5.1.6 改良地盤の試験 

改良地盤の物理的、力学的性質を確認し、施設の設計及び施工の基礎資料を得るた

め、第3.5.1図(2)に示す位置で試験施工を行い、物理試験、力学試験及び原位置試験

を実施した。試験は、日本工業規格(JIS)、地盤工学会基準(JGS)等に準拠した。試料

を採取した位置を第3.5.1図(2)に示す。 

(1) 試験項目 

物理試験として、湿潤密度試験を実施した。また、強度特性及び変形特性を明らか

にする試験として、一軸圧縮試験、引張強さ試験、三軸圧縮試験、繰返し三軸試験

（変形特性）、PS検層を実施した。 

(2) 試験方法 

a. 一軸圧縮試験 

試験は、岩石の一軸圧縮試験により、自然状態の供試体について実施した。供試

体寸法は直径約5cm、高さ約10cmとした。 

b. 引張強さ試験 

岩石の引張強さ試験により引張強さを求めた。供試体寸法は直径約5cm、高さ約

5cmとした。 
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c. 三軸圧縮試験 

試験は、UU条件により破壊時の軸差応力を求める方法で実施した。 

供試体寸法は、直径約5cm、高さ約10cmとした。 

d. 静ポアソン比測定 

静ポアソン比は、一軸圧縮試験で算出した。 

e. 繰返し三軸試験（変形特性） 

試験は、ゴムスリーブ中の供試体に有効土被り圧相当で圧密した後、非排水状態

で周波数1Hzの繰返し軸荷重を段階的に加える方法で実施した。 

供試体寸法は、直径約5cm、高さ約10cmとした。 

f. PS検層 

PS検層は、孔中に受振器を設け、地上で板たたき法によって起振するダウンホー

ル方式で行った。検層により改良地盤のP波及びS波の伝搬速度を求め、初期動せん

断弾性係数及び動ポアソン比を算出した。 

 

3.5.2 調査結果 

3.5.2.1 原子炉施設設置位置付近の地質・地質構造 

(1) 地質 

敷地で実施したボーリングの地質柱状図について代表的なものを第3.5.2図から第

3.5.11図に示す。地表地質調査、ボーリング調査結果等から作成した水平地質断面図

を第3.5.12図に、鉛直地質断面図を第3.5.13図(1)から第3.5.13図(4)に示す。 

原子炉施設設置位置付近の地質は、新第三系中新統の多賀層群及び新第三系鮮新統

～第四系下部更新統の久米層、第四系更新統の東茨城層群及びM1段丘堆積物から成

る。 

a. 多賀層群 

多賀層群は、主に暗灰色を呈する砂岩・泥岩の互層から成る。ボーリングコアは

棒状を呈し、生痕化石、有機物、サガリテスなどが観察されるとともに、石英脈の

貫入に伴う珪化作用を受け、硬質となっている。 

b. 久米層 

久米層は、主に暗緑灰色を呈する砂質泥岩から成る。砂質泥岩は塊状で、貝化石

片や軽石粒が観察される。 

また、泥岩の下位には、シルト分が多く、下位層と狭い範囲で漸移するシルト質

砂岩が分布し、ほぼ均質塊状であるが、貝化石や軽石粒の混入が見られる。また、

この層の基底部には礫が分布するところがあるが、厚さは一定しない。 

c. 東茨城層群 

東茨城層群は、坂本（1975）(2)の石崎層及び見和層中部層から成り、山元

（2013）（64）の笠神層及び夏海層に相当する。 

石崎層は、細砂を主体とした層で、全体として均質塊状であるが、連続性のよい

シルト層、シルト混り砂層、砂礫層を挟んでいる。層厚は、約50mである。 

見和層中部層は、河川堆積砂礫層と考えられ、礫種はチャート、砂岩が多く、花
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崗岩類や安山岩類も含んでいる。層厚は約5mでほぼ水平に連続して分布し、M1段丘

堆積物に不整合に覆われる。 

d. M1段丘堆積物 

M1段丘堆積物は、坂本（1975）(2)の見和層上部層から成り、山元（2013）（64）の

見和層及び茨城層に相当する。 

M1段丘堆積物の下部は海成層から成り、円礫混じり砂、砂礫を挟在する淘汰の良

い砂層、淘汰の悪い砂層と層相が変化し、その上部には白斑状生痕を伴う層準が認

められる。下位の東茨城層群とは層相が異なっており、層相の境界には不連続面が

確認される。その不連続面には堆積環境の変化（堆積間隙）が認められることか

ら、両地層は不整合関係で接している。中部は比較的均質塊状シルト～粘性の高い

粘土から成り淡水環境で堆積したと考えられる。上部は風成層から成り、淘汰の良

い砂～中砂から成り、平行葉理が発達し、渇鉄鉱の濃集が認められる。最上部には

ローム層が堆積している。層厚は最大約20mである。M1段丘堆積物の分布状況は、敷

地周辺の分布状況と整合しており、M1段丘堆積物の下部はMIS5eの堆積物であると考

えられる。 

(2) 地盤分類 

原子炉施設設置位置付近の地盤分類図を第3.5.13図(1)から第3.5.13図(4)に示す。

設置位置付近には、多賀層群、久米層、東茨城層群、M1段丘堆積物が分布する。 

社団法人日本電気協会の「原子力発電所耐震設計指針 JEAG4601」を参考に、各層

の年代、層相、固結の程度等の地質学的性質及び工学的性質の違いから、原子炉基礎

地盤を次のように分類した。 

多賀層群は、中新統の砂岩・泥岩の互層であり、軟質岩盤に分類され、岩相に変化

は少ないことから、砂岩泥岩互層（Tg）の区分とした。 

久米層は、鮮新統～下部更新統の砂質泥岩とシルト岩から成り、軟質岩盤に分類さ

れ、砂質泥岩（Km）及びシルト質砂岩（Ks）の区分とした。 

低固結～未固結地盤に分類される東茨城層群、M1段丘堆積物は、以下のように区分

した。 

東茨城層群は、坂本（1975）(2)に対比される石崎層及び見和層中部層に区分した。

石崎層は、砂混じり礫を主体とする砂混じり砂礫土（Is-Sg）、砂を主体とする4層の

砂質土（Is–S1、Is-S2U、Is-S2L、Is-S3）、細粒分を多く含む砂質土（Is-Sc）、粘土

を主体とする粘性土（Is-C）に区分した。見和層中部層は、砂混じり砂礫土（Mm-

Sg）に区分した。 

M1段丘堆積物は、坂本（1975）(2)に対比される見和層上部層及びローム層に区分し

た。見和層上部層は、砂混じり礫を主体とする砂混じり砂礫土（Mu-Sg）、砂を主体

とする3層の砂質土（Mu-S、Mu-S1、Mu-S2）、粘土を主体とする粘性土（Mu-C）に、

ローム層は火山灰質粘性土（Lm）に区分した。なお、埋戻土（B）の記載は省略し

た。 

(3) 地下水位観測の結果 

2015年2月より2022年2月までの間に実施した地下水位の観測結果を第3.5.14図(1)
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に示す。地下水位は、T.P.約+4～7m付近に存在し、観測期間中の変動幅は1m以内であ

る。 

2015年5月より2022年2月までの間に実施した宙水位の観測結果を第3.5.14図(2)に

示す。宙水位は、T.P.約+28～30m付近に存在し、宙水が帯水する層の厚さは0.2～

2.0m程度である。 

(4) 地質構造 

ボーリング調査結果によると、久米層はT.P.約-50m以深に分布し、久米層を不整合

に覆って東茨城層群及びM1段丘堆積物が分布している。 

M1段丘堆積物の基底面の分布標高は各ボーリング孔でほぼ同様であり、ほぼ水平に

分布している。更に、M1段丘堆積物の層相変化も各孔で連続的に確認され、各層の分

布標高もほぼ同様である。また、東茨城層群及び久米層の基底面もほぼ水平に分布し

ており、断層を示唆する系統的な不連続や累積的な変位・変形は認められず（第

3.5.15図から第3.5.18図）、久米層中には断層の存在を示唆する鏡肌や条線及び挟材

物等は認められない。 

以上のことから、原子炉施設設置位置付近には、将来活動する可能性のある断層等

は認められないと判断される。 

 

3.5.2.2 室内試験結果 

(1) 岩石試験結果 

原子炉施設設置位置付近に分布する多賀層群及び久米層から採取した試料による岩

石試験結果を以下に示す。 

a. 物理特性 

ボーリングコアのT.P.約-60m～T.P.約-200mの範囲から採取した138個の試料につ

いて、物理試験を実施した。 

湿潤密度ρtの試験結果を第3.5.19図に、湿潤密度ρt、含水比w、土粒子の密度、

間隙比eの試験結果を第3.5.1表に示す。 

Km層の湿潤密度 ρtは平均 1.78g/cm3、含水比 wは平均 37.2%、土粒子の密度は平

均 2.67g/cm3、間隙比 eは平均 1.07である。 

Ks層の湿潤密度 ρtは平均 1.81g/cm3、含水比 wは平均 32.6%、土粒子の密度は平

均 2.66g/cm3、間隙比 eは平均 0.97である。 

Tg層の湿潤密度ρtは平均1.86g/cm3、含水比wは平均26.5%である。 

b. 引張強さ 

ボーリングコアから採取した16個の供試体について、岩石の引張強さ試験を実施

した。引張強さσtの試験結果を第3.5.20図に示す。 

Km層、Ks層の引張強さは平均値で0.160N/mm2である。 

c. 三軸圧縮試験結果（強度特性） 

ボーリングコアから採取した126個の供試体について、三軸圧縮試験（CUU条件）

を実施した。 

Km層、Ks層の三軸圧縮試験による非排水せん断強さCuと標高Zの関係を第3.5.21図
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に示す。 

破壊時の非排水せん断強さCuと残留時の非排水せん断強さCurは深度方向に増加す

る傾向が認められ、標高Zとの関係は次式で近似される。 

Km層、Ks層 

Cu ＝ 0.660 － 0.00440・Z   (N/mm2) 

Cur ＝ 0.295 － 0.00495・Z   (N/mm2) 

d. 静弾性係数 

三軸圧縮試験（CUU条件）により静弾性係数E50を求めた。静弾性係数E50の結果を

第3.5.22図及び第3.5.3表(1)に示す。Tg層の静弾性係数E50は平均1,080N/mm2であ

る。Km層、Ks層の静弾性係数E50は深度方向に増加する傾向が認められ、標高Zとの

関係は次式で近似される。 

Km層、Ks層 

E50 ＝ 327 － 2.74・Z    (N/mm2) 

e. 静ポアソン比 

三軸圧縮試験（CUU条件）実施時に静ポアソン比測定を実施した。静ポアソン比の

結果を第3.5.3表(1)に示す。Km層及びKs層の静ポアソン比νは平均0.49、Tg層の静

ポアソン比νは平均0.47である。 

f. 動的変形特性 

ボーリングコアから採取した35個の供試体について、繰返し三軸試験（変形特

性）を実施した。得られた正規化せん断弾性係数G/G0とせん断ひずみγの関係並び

に減衰率hとせん断ひずみγの関係を、第3.5.23図(1)から第3.5.23図(3)に示す。 

正規化動せん断弾性係数G/G0及び減衰率hとせん断ひずみγの関係は次式で近似さ

れる。 

 

Km層 

Ｇ/Ｇ
0
= 1/(1 + 2.32𝛾1.04) 

ℎ = 15.3𝛾/(𝛾 + 0.763) + 1.54 

 

Ks層 

Ｇ/Ｇ
0
= 1/(1 + 3.09𝛾0.986) 

ℎ = 15.0𝛾/(𝛾 + 0.603) + 1.30 

 

Tg層 

Ｇ/Ｇ
0
= 1/(1 + 1.75𝛾0.925) 

ℎ = 9.59𝛾/(𝛾 + 0.346) + 1.00 

 

(2) 土質試験結果 

a. 物理特性 

ボーリングコアから採取した591個の試料について物理試験を実施した。湿潤密度
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ρt、含水比w、土粒子の密度ρs、間隙比eの試験結果を第3.5.2表に示す。なお、

Is-Sg層については、耐震重要施設周辺の地盤において薄く部分的であることから

Is-S2L層の試験結果を物性値に設定する（以降の強度特性、静弾性係数、静ポアソ

ン比、動的変形特性についても同様）。 

埋戻土の湿潤密度ρtは平均 1.90g/cm3、含水比 wは平均 20.5%、土粒子の密度ρs

は平均 2.68g/cm3、間隙比 eは平均 0.71である。 

Lm 層の湿潤密度 ρt は平均 1.35g/cm3、含水比 w は平均 97.8%、土粒子の密度 ρs

は平均 2.76g/cm3、間隙比 eは平均 3.09である。 

Mu-S1層の湿潤密度ρtは平均 1.86g/cm3、含水比 wは平均 18.1%、土粒子の密度ρs

は平均 2.69g/cm3、間隙比 eは平均 0.71である。 

Mu-C層の湿潤密度ρtは平均 1.72g/cm3、含水比 wは平均 48.5%、土粒子の密度ρs

は平均 2.67g/cm3、間隙比 eは平均 1.32である。 

Mu-S層の湿潤密度ρtは平均 1.87g/cm3、含水比 wは平均 31.8%、土粒子の密度ρs

は平均 2.71g/cm3、間隙比 eは平均 0.91である。 

Mu-S2層の湿潤密度ρtは平均 1.86g/cm3、含水比 wは平均 21.7%、土粒子の密度ρs

は平均 2.70g/cm3、間隙比 eは平均 0.76である。 

Mm-Sg層の湿潤密度ρtは平均 2.23g/cm3、含水比 wは平均 8.8%、土粒子の密度ρs

は平均 2.70g/cm3、間隙比 eは平均 0.32である。 

Is-S1層の湿潤密度ρtは平均 1.83g/cm3、含水比 wは平均 27.0%、土粒子の密度ρs

は平均 2.71g/cm3、間隙比 eは平均 0.88である。 

Is-C層の湿潤密度ρtは平均 1.85g/cm3、含水比 wは平均 34.7%、土粒子の密度ρs

は平均 2.69g/cm3、間隙比 eは平均 0.96である。 

Is-S2U 層の湿潤密度 ρtは平均 1.82g/cm3、含水比 w は平均 33.8%、土粒子の密度

ρsは平均 2.68g/cm3、間隙比 eは平均 0.96である。 

Is-Sc 層の湿潤密度 ρt は平均 1.78g/cm3、含水比 w は平均 38.6%、土粒子の密度

ρsは平均 2.66g/cm3、間隙比 eは平均 1.07である。 

Is-S2L 層の湿潤密度 ρtは平均 1.91g/cm3、含水比 w は平均 25.7%、土粒子の密度

ρsは平均 2.74g/cm3、間隙比 eは平均 0.80である。 

Is-S3層の湿潤密度ρtは平均1.94g/cm3、含水比wは平均26.8%、土粒子の密度ρsは

平均2.72g/cm3、間隙比eは平均0.78である。 

b. 三軸圧縮試験結果（強度特性） 

ボーリングコアから採取した264個の供試体について、三軸圧縮試験（CD条件、

CUU条件及びUU条件）を実施した。 

三軸圧縮試験（CD条件、CUU条件及びUU条件）によるピーク強度及び残留強度の破

壊応力円を第3.5.24図(1)から第3.5.24図(13)に示す。 

 

埋戻土（B層） （CD条件） 

τ = 0.008 + σ･tan 34.9° (N/mm2) 

τr = 0.008 + σ･tan 34.2° (N/mm2) 
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Lm層 （UU条件） 

τ = 0.042 + σ･tan 19.7° (N/mm2) 

τr
2 = 0.052･σ   (N/mm2)  (σ＜0.066N/mm2) 

τr = 0.040 + σ･tan 15.8° (N/mm2)  (σ≧0.066N/mm2) 

 

Mu-S1層 （CD条件） 

τ = 0.021 + σ･tan 37.0° (N/mm2) 

τr
2 = 0.068･σ   (N/mm2)  (σ＜0.004N/mm2) 

τr = 0.014 + σ･tan 33.0° (N/mm2)  (σ≧0.004N/mm2) 

 

Mu-C層 （CUU条件） 

τ = 0.227 + σ･tan 16.6° (N/mm2) 

τr
2 = 0.227･σ   (N/mm2)  (σ＜0.196N/mm2) 

τr = 0.179 + σ･tan 9.3° (N/mm2)  (σ≧0.196N/mm2) 

 

Mu-S層 （CD条件） 

τ = 0.060 + σ･tan 36.0° (N/mm2) 

τr
2 = 0.124･σ   (N/mm2)  (σ＜0.003N/mm2) 

τr = 0.018 + σ･tan 35.5° (N/mm2)  (σ≧0.003N/mm2) 

 

Mu-S2層 （CD条件） 

τ = 0.040 + σ･tan 38.4° (N/mm2) 

τr = σ･tan 38.0°  (N/mm2) 

 

Mm-Sg層 （CD条件） 

τ = 0.086 + σ･tan 40.0° (N/mm2) 

τr = 0.003 + σ･tan 40.1° (N/mm2) 

 

Is-S1層 （CUU条件） 

τ = 0.399 + σ･tan 27.7° (N/mm2) 

τr
2 = 0.660･σ   (N/mm2)  (σ＜0.228N/mm2) 

τr = 0.268 + σ･tan 27.7° (N/mm2)  (σ≧0.228N/mm2) 

 

Is-C層 （CUU条件） 

τ = 0.543   (N/mm2) 

τr
2 = 0.409･σ   (N/mm2)  (σ＜0.527N/mm2) 

τr = 0.464   (N/mm2)  (σ≧0.527N/mm2) 
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Is-S2U層 （CUU条件） 

τ = 0.725 + σ･tan 12.4° (N/mm2) 

τr
2 = 1.01･σ   (N/mm2)  (σ＜0.787N/mm2) 

τr = 0.719 + σ･tan12.4° (N/mm2)  (σ≧0.787N/mm2) 

 

Is-Sc層 （CUU条件） 

τ = 0.559 + σ･tan10.0° (N/mm2) 

τr
2 = 0.664･σ   (N/mm2)  (σ＜0.658N/mm2) 

τr = 0.559 + σ･tan 8.8° (N/mm2)  (σ≧0.658N/mm2) 

 

Is-S2L層 （CUU条件） 

τ = 0.631 + σ･tan 20.0° (N/mm2) 

τr
2 = 1.02･σ   (N/mm2)  (σ＜0.793N/mm2) 

τr = 0.611 + σ･tan20.0° (N/mm2)  (σ≧0.793N/mm2) 

 

Is-S3層 （CUU条件） 

τ = 0.888 + σ･tan 16.9° (N/mm2) 

τr
2 = 1.27･σ   (N/mm2)  (σ＜0.812N/mm2) 

τr = 0.768 + σ･tan 16.9° (N/mm2)  (σ≧0.812N/mm2) 

 

c. 静弾性係数 

三軸圧縮試験（CD 条件、CUU 条件及び UU 条件）により静弾性係数 E50 を求めた。

静弾性係数 E50の結果を第 3.5.3表(2)に示す。 

UU条件の静弾性係数 E50は Lm層で平均 9.38N/mm2である。 

CD条件の静弾性係数 E50は埋戻土で平均 25.3N/mm2、Mu-S1層で平均 45.0N/mm2、Mu-

S層で平均 59.9N/mm2、Mu-S2層で平均 80.6N/mm2、Mm-Sg層で平均 188N/mm2である。 

CUU 条件の静弾性係数 E50 は Mu-C 層で平均 136N/mm2、Is-S1 層で平均 55.9N/mm2、

Is-C 層で平均 279N/mm2、Is-S2U 層で平均 109N/mm2、Is-Sc 層で平均 251N/mm2、Is-

S2L層で平均 162N/mm2、Is-S3層で平均 176N/mm2である。 

d. 静ポアソン比 

三軸圧縮試験（CD条件、CUU条件及びUU条件）実施時に静ポアソン比の測定を実施

した。静ポアソン比の結果を第3.5.3表(2)に示す。 

静ポアソン比νの平均値は、埋戻土で0.23、Lm層で0.32、Mu-S1層で0.26、Mu-C層

で0.497、Mu-S層で0.28、Mu-S2層で0.26、Mm-Sg層で0.26、Is-S1層で0.49、Is-C層

で0.49、Is-S2U層で0.48、Is-Sc層で0.48、Is-S2L層で0.48、Is-S3層で0.49である。 

e. 動的変形特性 

ボーリングコアから採取した70個の供試体について、動的変形特性を求める目的

で、繰返し三軸圧縮試験又は繰返し中空ねじり試験を実施した。この結果の正規化

せん断弾性係数G/G0とせん断ひずみγの関係並びに減衰率hとせん断ひずみγの関係
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を第3.5.25図(1)から第3.5.25図(13)に示す。 

正規化動せん断弾性係数G/G0及び減衰率hとせん断ひずみγの関係は次式で近似さ

れる。 

 

埋戻土（B層） 

Ｇ/Ｇ
0
= 1/(1 + 15.3𝛾0.935) 

ℎ = 22.5𝛾/(𝛾 + 0.0734) + 0.171 

 

Lm層 

Ｇ/Ｇ
0
= 1/(1 + 4.56𝛾0.711) 

ℎ = 8.80𝛾/(𝛾 + 0.0579) + 1.70 

 

Mu-S1層 

Ｇ/Ｇ
0
= 1/(1 + 13.6𝛾0.873) 

ℎ = 20.7𝛾/(𝛾 + 0.0758) + 0.180 

 

Mu-C層 

Ｇ/Ｇ
0
= 1/(1 + 4.34𝛾0.791) 

ℎ = 10.1𝛾/(𝛾 + 0.148) + 1.82 

 

Mu-S層 

Ｇ/Ｇ
0
= 1/(1 + 6.20𝛾0.830) 

ℎ = 20.4𝛾/(𝛾 + 0.141) + 0.004 

 

Mu-S2層 

Ｇ/Ｇ
0
= 1/(1 + 6.86𝛾0.827) 

ℎ = 22.8𝛾/(𝛾 + 0.130) + 0.472 

 

Mm-Sg層 

Ｇ/Ｇ
0
= 1/(1 + 6.69𝛾0.801) 

ℎ = 13.2𝛾/(𝛾 + 0.0512) + 1.72 

 

Is-S1層 

Ｇ/Ｇ
0
= 1/(1 + 5.08𝛾0.817) 

ℎ = 23.7𝛾/(𝛾 + 0.203) + 0.374 

 

Is-C層 

Ｇ/Ｇ
0
= 1/(1 + 5.21𝛾0.913) 

ℎ = 13.6𝛾/(𝛾 + 0.149) + 1.19 



 

添-1-62 

 

Is-S2U層 

Ｇ/Ｇ
0
= 1/(1 + 3.79𝛾0.937) 

ℎ = 24.0𝛾/(𝛾 + 0.501) + 0.892 

 

Is-Sc層 

Ｇ/Ｇ
0
= 1/(1 + 3.73𝛾0.918) 

ℎ = 17.4𝛾/(𝛾 + 0.277) + 0.877 

 

Is-S2L層 

Ｇ/Ｇ
0
= 1/(1 + 5.30𝛾1.04) 

ℎ = 28.1𝛾/(𝛾 + 0.453) + 0.803 

 

Is-S3層 

Ｇ/Ｇ
0
= 1/(1 + 4.72𝛾1.00) 

ℎ = 29.6𝛾/(𝛾 + 0.517) + 0.740 

 

(3) 改良地盤の試験結果 

a. 物理特性 

採取した32個の試料について物理試験を実施した。湿潤密度ρt、含水比w、土粒

子の密度ρs、間隙比eの試験結果を第3.5.2表に示す。改良地盤の湿潤密度ρtは平均

2.05g/cm3、含水比wは平均23.8%、土粒子の密度ρsは平均2.69g/cm3、間隙比eは平均

0.65である。 

b. 引張強さ 

引張強さ試験の結果を第3.5.26図に示す。室内再構成試料の供試体による最小値

は、0.438N/mm2である。ただし、引張強さは「建築物のための改良地盤の設計及び

品質管理指針」（2018）(124)を参考に保守的に0.3N/mm2を設定する。 

c. 三軸圧縮試験結果（強度特性） 

三軸圧縮試験（UU条件）によるピーク強度及び残留強度の破壊応力円を第3.5.27

図に示す。 

 

改良地盤 （UU条件） 

τ = 1.12 + σ ⋅ tan 21.0°  (N/mm2) 

τr
2 = 1.10 σ   (N/mm2)  (σ < 0.314N/mm2) 

τr = 0.468 + σ ⋅ tan 21.0°  (N/mm2)  (σ ≧ 0.314N/mm2) 

 

d. 静弾性係数 

三軸圧縮試験から得られた静弾性係数E50を第3.5.3表(2)に示す。静弾性係数E50

は、平均1,720N/mm2である。 
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e. 静ポアソン比 

一軸圧縮試験から得られた静ポアソン比を第3.5.3表(2)に示す。静ポアソン比

は、平均0.18である。 

f. 動的変形特性 

繰返し三軸試験（変形特性）の結果を第3.5.28図に示す。正規化動せん断弾性係

数G/G0及び減衰率hとせん断ひずみγの関係は次式で近似される。 

 

改良地盤 

Ｇ/Ｇ
0
= 1/(1 + 3.44 𝛾0.998) 

ℎ = 12.5 𝛾 / (𝛾 + 0.393) + 1.40 

 

g. 動せん断弾性係数 

PS検層の結果、改良地盤のS波速度は730m/s、P波速度は1900m/sである。また、PS

検層によるS波速度Vsと物理試験より得られた湿潤密度ρtを用いて、次式により初

期動せん断弾性係数G0を求めた。 

G0＝ρt×Vs2 

初期動せん断弾性係数G0の結果を第3.5.5表に示す。 

 

3.5.2.3 原位置試験結果 

(1) PS検層による弾性波速度 

実施したPS検層結果を第3.5.4表(1)から第3.5.4表(2)及び第3.5.29図(1)から第

3.5.29図(7)に示す。 

a. 動せん断弾性係数 

PS検層によるS波速度Vsと物理試験より得られた湿潤密度ρtを用いて、次式によ

り初期動せん断弾性係数G0を求めた。 

G0＝ρt×Vs2 

初期動せん断弾性係数G0の結果を第3.5.5表に示す。 

(2) 標準貫入試験 

原子炉施設設置位置付近のボーリング孔22孔で標準貫入試験を実施した。標準貫入

試験の結果を第3.5.13図(1)から第3.5.13図(3)に示す。 

 

3.6 原子炉施設の基礎地盤及び周辺斜面の安定性 

耐震設計上の重要度分類Ｓクラスの機器・配管系及びそれらを支持する建物・構築物（耐震

重要施設）が設置される基礎地盤について、十分な安定性を有することを確認する。 

対象施設は原子炉建物及び原子炉附属建物、主冷却機建物とし、基礎地盤の地震時の支持性

能については、基礎地盤のすべり、基礎地盤の支持力及び基礎底面の傾斜を評価する。主冷却

機建物については、周辺地盤の改良を行い、基礎地盤のすべりに対して安定性を確保する。 

また、周辺地盤の変状による施設への影響評価、地殻変動による基礎地盤の変形の影響評価

及び周辺斜面の安定性評価を行い、対象施設の安全機能に重大な影響を及ぼさないことを確認
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する。 

 

3.6.1 地震力に対する基礎地盤の安定性評価 

3.6.1.1 評価方法 

(1) 解析手法 

基礎地盤のすべり、基礎地盤の支持力及び基礎底面の傾斜に関する安定性について、

2次元有限要素法による地震応答解析により検討した。 

地震応答解析は、2次元有限要素モデルを用いた周波数応答解析とし、等価線形化法

により動せん断弾性係数及び減衰率のひずみ依存性を考慮する。 

地震時の応力は、静的有限要素法解析による常時応力及び地震応答解析による地震時

増分応力を重ね合わせることにより求める。常時応力は建物の荷重及び地盤の初期応力

を考慮して求め、地震時増分応力は水平地震動及び鉛直地震動を同時加振した場合の応

答を考慮して求める。基礎地盤の安定性評価フローを第3.6.1図に示す。 

(2) 解析条件 

a. 解析断面 

解析の対象とする断面は、基礎地盤の地質構造及び対象施設の配置を考慮し、対象

施設を中心に直交する3断面Ａ－Ａ’、Ｂ－Ｂ’及びＣ－Ｃ’とする。解析断面位置図

を第3.6.2図に示す。 

b. 解析モデル 

有限要素法解析に用いる解析用地盤モデルは、第3.5.13図(1)から第3.5.13図(3)に

示す鉛直地質断面図に基づき作成する。また、建設時の掘削範囲の埋戻土及び主冷却

機建物の改良地盤を解析用地盤モデルに反映する。解析用建物モデルは、多質点系モ

デルに基づき作成する。解析モデルを第3.6.3図(1)から第3.6.3図(3)に、改良地盤の

範囲を第3.6.3図(4)に示す。 

常時応力を算定する静的解析における境界条件は、モデル下端を固定境界、側方を

鉛直ローラー境界とする。また、動的解析における境界条件は、モデル下端を粘性境

界、側方をエネルギー伝達境界とする。境界条件を第3.6.4図に示す。 

c. 解析用物性値 

解析用物性値は、地盤調査結果に基づき設定する。解析用物性値を第3.6.1表(1)及

び第3.6.1表(2)に示す。また、地盤強度のばらつき（平均値-1.0×標準偏差（σ））

を考慮した検討も実施する。改良地盤については、試験施工に基づいた各種試験から

強度を設定しており、3.8章に示す品質管理方針により所定の強度が確保されているこ

とを施工時の品質管理で確認する。 

d. 解析用地下水位 

解析用地下水位は、保守的な評価となるよう地表面に設定する。 

e. 入力地震動 

入力地震動は、解放基盤表面で定義される基準地震動を第3.6.3図(1)から第3.6.3図

(3)に示す解析モデルの下端に入力する。なお、応答スペクトル手法に基づく基準地震

動（Ss-D）及び震源を特定せず策定する地震動による基準地震動（Ss-6）については
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水平地震動及び鉛直地震動の位相反転を考慮する。 

 

3.6.1.2 評価内容 

(1) 基礎地盤のすべり 

すべり安全率は、想定すべり線上のせん断抵抗力の和を想定すべり線上のせん断力の

和で除して求め、すべり安全率が1.5を上回ることを確認する。想定すべり線は対象施

設の基礎底面を通り、地表面へ立ち上がる連続したすべり線とする。地表面へ立ち上が

るすべり線は局所安全率、応力状態及び受働崩壊角を踏まえて設定する。 

すべり安全率算定に用いる地盤強度は、せん断強度に達した要素では残留強度を用い

る。また、引張破壊が生じる要素ではすべり線の垂直応力が圧縮の場合は残留強度、引

張の場合は強度をゼロとしてすべり安全率を算定する。 

さらに、最小すべり安全率を示すケースについて、地盤強度のばらつきを考慮した評

価を行う。 

(2) 基礎地盤の支持力 

地震時における基礎底面の接地圧が評価基準値（支持力）を下回ることを確認する。 

(3) 基礎底面の傾斜 

地震時における基礎底面の傾斜が評価の目安である1/2,000を下回ることを確認する。 

 

3.6.1.3 評価結果 

(1) 基礎地盤のすべり 

想定すべり線におけるすべり安全率を第3.6.2表(1)から第3.6.2表(3)に示す。 

原子炉建物及び原子炉附属建物の最小すべり安全率は2.0、最小すべり安全率を示す

ケースについて、地盤強度のばらつきを考慮した場合は1.8であり、いずれも評価基準

値1.5を上回ることから、基礎地盤はすべりに対して十分な安定性を有している。 

主冷却機建物の最小すべり安全率は2.1、最小すべり安全率を示すケースについて、

地盤強度のばらつきを考慮した場合は1.7であり、いずれも評価基準値1.5を上回ること

から、基礎地盤はすべりに対して十分な安定性を有している。 

(2) 基礎地盤の支持力 

評価基準値は、対象施設の基礎地盤（東茨城層群Is-S1、M1段丘堆積物Mu-S2）におけ

る平板載荷試験の最大荷重から設定し、原子炉建物及び原子炉附属建物で2.94N/mm2、

主冷却機建物で2.69N/mm2とする。地震時における基礎底面の接地圧は、原子炉建物及

び原子炉附属建物で最大1.14N/mm2、主冷却機建物で最大0.62N/mm2であり、評価基準値

を下回ることから、基礎地盤は十分な支持性能を有している。 

(3) 基礎底面の傾斜 

基礎底面両端の鉛直方向の相対変位・傾斜を第3.6.3表に示す。基礎底面の最大傾斜

は、原子炉建物及び原子炉附属建物で1/2,370、主冷却機建物で1/7,600であり、評価の

目安である1/2,000を下回ることから、施設の安全機能に支障を与えるものではない。 

 

3.6.2 液状化に対する安全性 
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「建築基礎構造設計指針」(122)によると、液状化判定を行う必要がある土層は地表面か

ら20m程度以浅の飽和土層で、土の種類は「沖積層で、細粒分含有率が35%以下の土層」、

「粘土分含有率が10%以下又は塑性指数が15%以下の埋立地盤あるいは盛土地盤」又は「細

粒土を含む礫や透水性の低い土層に囲まれた礫」とされている。 

対象施設基礎地盤における飽和土層は地表面から32m以深に存在する。原子炉建物及び

原子炉附属建物の支持地盤は地表面から31.8mに位置する第四系更新統であり、主冷却機

建物の支持地盤は地表面から20mに位置する不飽和土層（第四系更新統）である。いずれ

も液状化判定の対象土層に該当しないため、対象施設の支持地盤に液状化のおそれはなく、

施設の安全機能に支障を与えるものではない。 

 

3.6.3 地震発生に伴う周辺地盤の変状及び地殻変動による影響評価 

3.6.3.1 周辺地盤の変状による施設への影響評価 

原子炉建物及び原子炉附属建物は、十分な支持性能を有する地盤に支持されている。

主冷却機建物は、改良地盤により基礎地盤のすべりを防止し、また、十分な支持性能

を有する地盤に支持されている。以上のことから、対象施設が周辺地盤の不等沈下、

液状化、揺すり込み沈下等による影響を受けるおそれはない。 

 

3.6.3.2 地殻変動による基礎地盤の変形の影響評価 

敷地には将来活動する可能性のある断層等は認められないことから、地震活動に伴

い生じる地殻変動による基礎地盤の変形は小さいと考えられるが、「5.地震」におけ

る地震動評価を踏まえ、敷地周辺に想定される断層のうち、すべり量が大きく、かつ、

すべり域が敷地に近い「2011年東北地方太平洋沖型地震」の強震動生成域（SMGA）位

置の不確かさを考慮したモデルを用いて地殻変動による基礎底面の傾斜を算出し、施

設への影響評価を行った。 

地殻変動による基礎底面の傾斜については、食い違い弾性論（Okada（1992）(123)）

に基づく評価手法によって得られる地殻変動量より算出した。 

地殻変動による基礎底面の最大傾斜は1/17,000であり、さらに基準地震動による基

礎底面の傾斜との重畳を考慮した場合の最大傾斜は、原子炉建物及び原子炉附属建物

で1/2,080、主冷却機建物で1/5,200であり、評価基準値の目安である1/2,000を下回

ることから、施設の安全機能に支障を与えるものではない。 

 

3.6.4 周辺斜面の安定性評価 

第3.5.13図の鉛直地質断面図に示すとおり、対象施設の周辺に評価対象とすべき斜面は

存在せず、周辺斜面の影響はないことを確認した。 

 

3.7 地質調査に関する実証性 

3.7.1 地質調査・試験の実施会社の選定 

敷地周辺、敷地近傍及び敷地内の地質調査・試験工事の実施会社は、事前に会社経歴

書、技術者名簿、工事実績等検討して選定した。調査を実施した主な地質調査会社を第
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3.7.1表に示す。 

 

3.7.2 地質調査の計画 

地質調査に当たっては、既施設の経緯を踏まえ、地域特性を考慮して、調査計画を策定

した。 

 

3.7.3 地質調査実施に当たっての管理体制 

3.7.3.1 実施会社の作業管理体制 

実施会社の作業管理体制としては、地質調査の実施に当り、主任技術者、現場代理

人を置き、主任技術者は調査の総括的技術指導及び管理を、現場代理人は現場作業の

総括・災害防止並びに、環境整備の管理を行った。なお、主任技術者及び現場代理人

は調査着手前に各々の経歴書を当機構へ届出し、当機構はそれを審査し、適任者であ

ることを確認して承認した。 

 

3.7.3.2 当機構の作業管理体制 

地質調査の実施に際し、当機構の管理体制としては、現場に担当者を置き、地質調

査の作業管理に当たった。作業管理に当たっては、管理担当者が適宜現場作業のパト

ロールを行い施工管理と安全管理を務めるとともに、担当者が現場作業の確認を行い

地質調査の資料の信頼性の確保に努めた。 

 

3.7.4 作業管理及び指導 

調査会社の選定においては、調査会社は、調査の目的に応じ、その経歴、技術内容等を

配慮して選定した。また、調査会社の指導として、調査会社の調査実施体制及び調査方法

については、業務委託仕様書によって指示するとともに、作業関係者に対しては、調査会

社の責任者によりその周知徹底を図らせた。さらに、調査関係資料の取扱い、調査会社の

調査関係資料の提出、保管等については、取扱いを厳正にするよう留意させた。 

 

3.7.5 地質調査結果の評価・取りまとめ 

地質調査終了後、諸資料については社外の学識経験者、研究機関等の助言を得て検討

し、十分な評価を経て取りまとめを行った。 

 

3.8 改良地盤の品質確認 

基礎地盤の安定性評価に用いる改良地盤については、施工において改良地盤の品質確認を以

下のとおり実施する。 

主冷却機建物のすべり安全率の評価において改良地盤の範囲及び強度を設定し、基礎地盤の

安定性評価を実施していることから、改良地盤の品質管理では、改良地盤の範囲及び強度が基

準値を満足することを確認する。改良地盤の範囲を第3.6.3図(4)に、改良地盤の確認項目及び

基準値を第3.8.1表に示す。 

地盤改良の工法は、深層混合処理工法（高圧噴射撹拌工法）とし、品質確認準拠基準は高圧
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噴射撹拌工法の品質管理に係る詳細な記載がされている「建築物のための改良地盤の設計及び

品質管理指針」（2018）(124)を適用する。なお、その他の基準(125)～(128)についても適宜参考と

する。 

品質確認試験の頻度は、各基準の目安を満足するように設定する。改良地盤の試験頻度を第

3.8.2表に示す。 
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第 3.2.1表 敷地周辺陸域の地質層序表 
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第 3.2.2表 変動地形判読基準 
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第 3.2.3表 敷地前面海域の地層区分 
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第 3.2.4表 敷地周辺陸域と敷地前面海域との地層対比表 
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第 3.2.5表 敷地前面海域の断層等一覧表 
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第 3.3.1表 敷地近傍陸域の地質層序表 
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第 3.4.1表 敷地の地質層序表 
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第 3.5.1表 物理試験結果（岩石） 

 

 

  

区 分 試験数（個） 
湿潤密度 

ρt(g/cm3) 

含水比 

ｗ(%) 

土粒子の密度 

ρs(g/cm3) 

間隙比 

ｅ 

 
湿潤 

密度 
含水比 土粒子 間隙比 平均値 

標準 

偏差 
平均値 

標準 

偏差 
平均値 

標準 

偏差 
平均値 

標準 

偏差 

久米層 

Km 53 52 12 48 1.78 0.02 37.2 2.6 2.67 0.01 1.07 0.05 

Ks 18 18 4 16 1.81 0.05 32.6 2.2 2.66 0.01 0.97 0.04 

多賀層

群 
Tg 67 66 - - 1.86 0.04 26.5 4.4 - - - - 
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第 3.5.2表 物理試験結果（土質・改良地盤） 

 

 

区分 

試験数（個） 
湿潤密度 

ρt(g/cm3) 

含水比  

ｗ(%) 

土粒子密度 

ρs(g/cm3) 

間隙比 

ｅ 

湿潤密度 含水比 土粒子 間隙比 平均値 
標準 

偏差 
平均値 

標準 

偏差 
平均値 

標準 

偏差 
平均値 

標準 

偏差 

埋戻土 B 96 96 8 96 1.90 0.10 20.5 7.4 2.68 0.02 0.71 0.19 

ローム層 Lm 17 17 5 17 1.35 0.08 97.8 11.0 2.76 0.04 3.09 0.46 

見和層上部層 

Mu-S1 65 65 10 65 1.86 0.07 18.1 3.4 2.69 0.03 0.71 0.07 

Mu-C 37 37 10 37 1.72 0.08 48.5 8.5 2.67 0.01 1.32 0.23 

Mu-S 40 40 9 40 1.87 0.08 31.8 6.6 2.71 0.02 0.91 0.16 

Mu-S2 88 88 15 88 1.86 0.08 21.7 4.6 2.70 0.03 0.76 0.10 

見和層中部層 Mm-Sg 56 56 10 56 2.23 0.10 8.8 3.5 2.70 0.01 0.32 0.10 

石崎層 

Is-S1 93 93 12 93 1.83 0.06 27.0 3.4 2.71 0.01 0.88 0.05 

Is-C 17 17 5 17 1.85 0.04 34.7 2.2 2.69 0.01 0.96 0.07 

Is-S2U 21 21 4 21 1.82 0.05 33.8 2.5 2.68 0.04 0.96 0.05 

Is-Sc 20 20 3 20 1.78 0.03 38.6 4.0 2.66 0.02 1.07 0.09 

Is-S2L 21 20 3 20 1.91 0.10 25.7 6.1 2.74 0.05 0.80 0.12 

Is-S3 20 20 3 20 1.94 0.05 26.8 2.6 2.72 0.00 0.78 0.07 

改良地盤 I 32 32 32 32 2.05  0.22  23.8 11.7 2.69  0.01  0.65  0.34  
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第 3.5.3 表(1) 静弾性係数及び静ポアソン比測定結果（岩石） 

区 分 

静弾性係数 

E50 

静ポアソン比 

ν 

E50 
試験個数 ν 試験個数 

(N/mm2) 

久米層 Km、Ks 327-2.74・Z 64 0.49 16 

多賀層群 Tg 1080 62 0.47 16 

Z:標高(m) 

 

 

 

第 3.5.3表(2) 静弾性係数及び静ポアソン比測定結果（土質・改良地盤） 

区 分 

静弾性係数 

E50 

静ポアソン比 

ν 

平均値 
試験個数 平均値 試験個数 

(N/mm2) 

埋戻土 B 25.3 32 0.23 8 

ローム層 Lm 9.38 16 0.32 4 

見和層上部層 

Mu-S1 45.0  20 0.26 5 

Mu-C 136 24 0.497 6 

Mu-S 59.9 16 0.28 4 

Mu-S2 80.6 36 0.26 9 

見和層中部層 Mm-Sg 188 20 0.26 5 

石崎層 

Is-S1 55.9 40 0.49 10 

Is-C 279 12 0.49 3 

Is-S2U 109 12 0.48 3 

Is-Sc 251 12 0.48 3 

Is-S2L 162 12 0.48 3 

Is-S3 176 12 0.49 3 

改良地盤 I 1720 12 0.18 17 
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第 3.5.4表(1) PS検層結果（№1～9） 

区 分 

No.1～9※ 

下限深度 下限標高 Vp Vs 

(m) T.P.(m) (km/s) (km/s) 

ローム層 Lm 3.33  33.80  0.88  0.17  

見和層上部層 

Mu-S1 8.73  28.40  0.93  0.35  

Mu-C 10.23 26.90 1.00 0.30 

Mu-S2 16.43 20.70 1.07 0.43 

Mu-Sg 18.33  18.80  1.20  0.49  

Mu-S3 20.93  16.20  1.05  0.45  

見和層中部層 Mm-Sg 26.63  10.50  1.37  0.61  

石崎層 

Is-S1 39.33  -2.20  1.58  0.43  

Is-C 40.43  -3.30  1.59  0.37  

Is-S2(上) 65.93  -28.80  1.58  0.37  

Is-Sc 72.23  -35.10  1.58  0.39  

Is-S2(下) 84.63  -47.50  1.63  0.44  

Is-Sg 86.03  -48.90  1.70  0.51  

Is-S3 91.13  -54.00  1.68  0.50  

久米層 
Km 

137.13  -100.00  1.63  0.48  

160.73  -123.60  1.68  0.54  

Ks 172.53  -135.40  1.76  0.62  

多賀層群 Tg - - 2.17  1.01 

※：HTTR 建家周辺における No.1～9 の PS 検層結果の平均値。地震動評価における解放基盤

表面の設定に用いる。 
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第 3.5.4表(2) PS検層結果（№11、112～116） 

区 分 

No.11、112～116※ 

下限深度 下限標高 Vp Vs 

(m) T.P.(m) (km/s) (km/s) 

ローム層 Lm 3.47  35.05 0.66 0.23 

見和層上部層 

Mu-S1 10.26  28.26 0.83 0.31 

Mu-C 11.57  26.95 1.03 0.30 

Mu-S 12.99  25.53 1.16 0.32 

Mu-C 15.28  23.24 1.03 0.30 

Mu-S2 23.12  15.40 0.78 0.42 

見和層中部層 Mm-Sg 27.90  10.62 1.07 0.53 

石崎層 

Is-S1 40.45  -1.93 1.69 0.42 

Is-C 42.56  -4.04 1.66 0.38 

Is-S2U 66.72  -28.20 1.67 0.38 

Is-Sc 77.25  -38.73 1.73 0.41 

Is-S2L 85.52  -47.00 1.71 0.44 

Is-Sg 87.44  -48.92 1.72 0.44 

Is-S3 93.40  -54.88 1.71 0.44 

久米層 
Km 155.63  -117.11 1.75 0.51 

Ks 165.79  -127.27 1.80 0.57 

多賀層群 Tg - - 2.03 0.80 

※：常陽建物周辺における No.11、112～116 の PS 検層結果の平均値。基礎地盤の安定性評

価における解析用物性値の設定に用いる。 
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第 3.5.5表 初期動せん断弾性係数と動ポアソン比 

地質名 

（記号） 

初期動せん断弾性 

係数 
動ポアソン比 

Ｇ0（N/mm2） νd 

埋戻土 B 733-19.8・Z 0.35 

ローム層 Lm 71.4 0.43 

見和層上部層 

Mu-S1 179 0.42 

Mu-C 155 0.45 

Mu-S 191 0.46 

Mu-S2 328 0.30 

見和層中部層 Mm-Sg 626 0.34 

石崎層 

Is-S1 323 0.47 

Is-C 267 0.47 

Is-S2U 263 0.47 

Is-Sc 299 0.47 

Is-S2L 370 0.46 

Is-S3 376 0.46 

久米層 
Km 463 0.45 

Ks 588 0.44 

多賀層群 Tg 1190 0.41 

改良地盤 I 1090 0.41 

Z:標高(m) 
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第 3.6.1 表(1) 解析用物性値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ピーク強度)

久米層(Km,Ks)の強度特性 ：下図のとおり

 
 

 

 
 

 

 

 
 

 
 

  
    

τr2 = a・σ

τr

0 σ

τr = 一定(Cur)
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(τ/τR)2 =1+σ/σt τR

-σt 0 σ

τ = 一定(Cu)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(残留強度)

 

 
 

 

 
 

 

 

 
 

 
 

  
    

τr2 = a・σ

τr

0 σ

τr = 一定(Cur)

τ

(τ/τR)2 =1+σ/σt τR

-σt 0 σ

τ = 一定(Cu)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

σ：垂直応力 Z：標高(m)  

 
 

 

 
 

 

 

 
 

 
 

  
    

τr2 = a・σ

τr

0 σ

τr = 一定(Cur)

τ

(τ/τR)2 =1+σ/σt τR

-σt 0 σ

τ = 一定(Cu)

 

物理特性

粘着力

C (N/mm2)

内部摩擦角
φ (°)

粘着力

C (N/mm2)

内部摩擦角
φ (°)

埋戻土 B 1.90 0 008 34.9 τr ＝0.008+σ・tan34.2° 0.000 34.0 τr ＝σ・tan34 0°

Lm 1.35 0 042 19.7
τr

2＝0.052・σ

τr ＝0.040+σ・tan15.8°

(σ＜0.066 N/mm2)

(σ≧0.066 N/mm2)
0.031 19.7

τr
2＝0.033・σ

τr ＝0.027+σ・tan15.8°

(σ＜0.056 N/mm2)

(σ≧0.056 N/mm2)

Mu-S1 1.86 0 021 37.0
τr

2＝0.068・σ

τr ＝0.014+σ・tan33.0°

(σ＜0.004 N/mm2)

(σ≧0.004 N/mm2)
0.002 37.0 τr ＝σ・tan32 9°

Mu-C 1.72 0 227 16.6
τr

2＝0.227・σ

τr ＝0.179+σ・tan9.3°

(σ＜0.196 N/mm2)

(σ≧0.196 N/mm2)
0.178 16.6

τr
2＝0.169・σ

τr ＝0.142+σ・tan9.3°

(σ＜0.170 N/mm2)

(σ≧0.170 N/mm2)

Mu-S 1.87 0 060 36.0
τr

2＝0.124・σ

τr ＝0.018+σ・tan35.5°

(σ＜0.003 N/mm2)

(σ≧0.003 N/mm2)
0.034 36.0 τr ＝σ・tan34 8°

Mu-S2 1.86 0 040 38.4 τr ＝σ・tan38.0° 0.001 38.4 τr ＝σ・tan36 0°

Mm-Sg 2.23 0 086 40.0 τr ＝0.003+σ・tan40.1° 0.007 40.0 τr ＝σ・tan38 8°

Is-S1 1.83 0 399 27.7
τr

2＝0.660・σ

τr ＝0.268+σ・tan27.7°

(σ＜0.228 N/mm2)

(σ≧0.228 N/mm2)
0.322 27.7

τr
2＝0.455・σ

τr ＝0.182+σ・tan27.7°

(σ＜0.149 N/mm2)

(σ≧0.149 N/mm2)

Is-C 1.85 0 543 0.0
τr

2＝0.409・σ

τr ＝0.464

(σ＜0.527 N/mm2)

(σ≧0.527 N/mm2)
0.450 0.0

τr
2＝0.297・σ

τr ＝0.370

(σ＜0.460 N/mm2)

(σ≧0.460 N/mm2)

Is-S2U 1.82 0.725 12.4
τr

2＝1.01・σ

τr ＝0.719+σ・tan12.4°

(σ＜0.787 N/mm2)

(σ≧0.787 N/mm2)
0.521 12.4

τr
2＝0.670・σ

τr ＝0.516+σ・tan12.4°

(σ＜0.646 N/mm2)

(σ≧0.646 N/mm2)

Is-Sc 1.78 0 559 10.0
τr

2＝0.664・σ

τr ＝0.559+σ・tan8.8°

(σ＜0.658 N/mm2)

(σ≧0.658 N/mm2)
0.424 10.0

τr
2＝0.446・σ

τr ＝0.428+σ・tan8.8°

(σ＜0.613 N/mm2)

(σ≧0.613 N/mm2)

Is-S2L 1.91 0 631 20.0
τr

2＝1.02・σ

τr ＝0.611+σ・tan20.0°

(σ＜0.793 N/mm2)

(σ≧0.793 N/mm2)
0.413 20.0

τr
2＝0.621・σ

τr ＝0.396+σ・tan20.0°

(σ＜0.627 N/mm2)

(σ≧0.627 N/mm2)

Is-Sg 1.91 0 631 20.0
τr

2＝1.02・σ

τr ＝0.611+σ・tan20.0°

(σ＜0.793 N/mm2)

(σ≧0.793 N/mm2)
0.413 20.0

τr
2＝0.621・σ

τr ＝0.396+σ・tan20.0°

(σ＜0.627 N/mm2)

(σ≧0.627 N/mm2)

Is-S3 1.94 0 888 16.9
τr

2＝1.27・σ

τr ＝0.768+σ・tan16.9°

(σ＜0.812 N/mm2)

(σ≧0.812 N/mm2)
0.701 16.9

τr
2＝0.939・σ

τr ＝0.594+σ・tan16.9°

(σ＜0.686 N/mm2)

(σ≧0.686 N/mm2)

Km 1.78

Ks 1.81

多賀層群 Tg 1.86 - - - -

改良地盤 I 2.05
τr

2＝1.10・σ

τr ＝0.468+σ・tan21.0°

(σ＜0.314 N/mm2)

(σ≧0.314 N/mm2)

τr
2＝1.05・σ

τr ＝0.448+σ・tan21.0°

(σ＜0.302 N/mm2)

(σ≧0.302 N/mm2)

τ = 1.12+σ・tan21.0

σt = 0.300

τR = 1.12

τ = 1 09+σ・tan21.0°

σt = 0.300

τR = 1.09

- -

久米層

Cu=0.660-0.00440・Z

σt= 0.160

τR= 0.359

Cu=0.588-0 00440・Z

σt= 0.120

τR= 0.314

    Cur=0.295-0 00495・Z
    a= 0.208-0.00417・Z

Cur=0.196-0.00495・Z
a= 0.098-0 00417・Z

残留強度

τr (N/mm2)

地層名 地質記号

強度特性 強度特性（地盤物性のばらつきを考慮）

M1段丘
堆積物

湿潤密度

ρt (g/cm3)

ピーク強度 ピーク強度

東茨城層群

残留強度

τr (N/mm2)



 

 

添
-1-89 

第 3.6.1 表(2) 解析用物性値 

  

静的変形特性

初期動せん断
弾性係数

G0 (N/mm2)

動ポアソン比

νd
G/G0～γ (%) h (%)～γ (%)

静弾性係数

Ｅ50 (N/mm2)

埋戻土 B 733-19.8・Z 0.35 1/(1+15.3γ0.935) 22.5γ/(γ+0.0734)+0.171 25.3

Lm 71.4 0.43 1/(1+4.56γ0.711) 8.80γ/(γ+0.0579)+1.70 9.38

Mu-S1 179 0.42 1/(1+13.6γ0.873) 20.7γ/(γ+0.0758)+0.180 45.0

Mu-C 155 0.45 1/(1+4.34γ0.791) 10.1γ/(γ+0.148)+1.82 136

Mu-S 191 0.46 1/(1+6.20γ0.830) 20.4γ/(γ+0.141)+0.004 59.9

Mu-S2 328 0.30 1/(1+6.86γ0.827) 22.8γ/(γ+0.130)+0.472 80.6

Mm-Sg 626 0.34 1/(1+6.69γ0.801) 13.2γ/(γ+0.0512)+1.72 188

Is-S1 323 0.47 1/(1+5.08γ0.817) 23.7γ/(γ+0.203)+0.374 55.9

Is-C 267 0.47 1/(1+5.21γ0.913) 13.6γ/(γ+0.149)+1.19 279

Is-S2U 263 0.47 1/(1+3.79γ0.937) 24.0γ/(γ+0.501)+0.892 109

Is-Sc 299 0.47 1/(1+3.73γ0.918) 17.4γ/(γ+0.277)+0.877 251

Is-S2L 370 0.46 1/(1+5.30γ1.04) 28.1γ/(γ+0.453)+0.803 162

Is-Sg 370 0.46 1/(1+5.30γ1.04) 28.1γ/(γ+0.453)+0.803 162

Is-S3 376 0.46 1/(1+4.72γ1.00) 29.6γ/(γ+0.517)+0.740 176

Km 463 0.45 1/(1+2.32γ1.04) 15.3γ/(γ+0.763)+1.54

Ks 588 0.44 1/(1+3.09γ0.986) 15.0γ/(γ+0.603)+1.30

多賀層群 Tg 1190 0.41 1/(1+1.75γ0.925) 9.59γ/(γ+0.346)+1.00 1080

改良地盤 I 1090 0.41 1/(1+3.44γ0.998) 12.5γ/(γ+0.393)+1.40 1720

G：動せん断弾性係数 γ：せん断ひずみ ｈ：減衰率 Ｚ：標高(m)

東茨城層群

久米層 327-2.74・Z

地層名 地質記号

変形特性

動的変形特性

M1段丘
堆積物
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第 3.6.2 表(1) すべり安全率（Ａ－Ａ’断面） 

番号 想定すべり線形状 地震動※1 

すべり安全率※3 

基本モデル※2 
地盤強度 

ばらつき考慮 

１ 

 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋, －） 

2.9 

［46.62］ 
－ 

２ 

 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋, －） 

2.6 

［46.63］ 
－ 

３ 

 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋, －） 

2.3 

［46.63］ 
－ 

４ 

 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋, －） 

2.2 

［46.63］ 

1.9 

［46.63］ 

※1（＋, ＋）位相反転なし、（－, ＋）水平反転、（＋, －）鉛直反転、（－, －）水平反転かつ鉛直反転 

※2 地盤強度を平均強度、解析用地下水位を地表面に設定したモデルを基本とする。 

※3［ ］は発生時刻（秒） 

  

原子炉建物及び
原子炉附属建物

主冷却機建物

60° 60°

45° 45°

30° 30°

25° 25°
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第 3.6.2 表(2) すべり安全率（Ｂ－Ｂ’断面） 

番号 想定すべり線形状 地震動※1 

すべり安全率※3 

基本モデル※2 
地盤強度 

ばらつき考慮 

１ 

 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋, －） 

3.6 

［46.62］ 
－ 

２ 

 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋, －） 

2.8 

［46.65］ 
－ 

３ 

 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋, －） 

2.2 

［46.66］ 
－ 

4 

 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋, －） 

2.0 

［46.67］ 

1.8 

［46.67］ 

※1（＋, ＋）位相反転なし、（－, ＋）水平反転、（＋, －）鉛直反転、（－, －）水平反転かつ鉛直反転 

※2 地盤強度を平均強度、解析用地下水位を地表面に設定したモデルを基本とする。 

※3［ ］は発生時刻（秒） 

 

原子炉建物及び
原子炉附属建物

60° 60°

45° 45°

30° 30°

25° 25°
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第 3.6.2 表(3) すべり安全率（Ｃ－Ｃ’断面） 

番号 想定すべり線形状 地震動※1 

すべり安全率※3 

基本モデル※2 
地盤強度 

ばらつき考慮 

１ 

 

Ｓｓ－６ 

（－, －） 

2.4 

［14.53］ 
－ 

２ 

 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋, －） 

2.3 

［46.64］ 
－ 

３ 

 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋, －） 

2.3 

［46.64］ 
－ 

4-1 

 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋, －） 

2.2 

［46.64］ 
－ 

4-2 

 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋, －） 

2.1 

[46.63] 

1.7 

[46.63] 

※1（＋, ＋）位相反転なし、（－, ＋）水平反転、（＋, －）鉛直反転、（－, －）水平反転かつ鉛直反転 

※2 地盤強度を平均強度、解析用地下水位を地表面に設定したモデルを基本とする。 

※3［ ］は発生時刻（秒）  

25° 60° 

60° 60° 
主冷却機建物 

45° 45° 

30° 30° 

25° 25° 
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第 3.6.3 表 基礎底面両端の鉛直方向の相対変位・傾斜 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1（＋, ＋）位相反転なし、（－, ＋）水平反転、（＋, －）鉛直反転、（－, －）水平反転かつ鉛直反転 

※2［ ］は発生時刻（秒） 

※3［Ａ－Ａ’原子炉建物及び原子炉附属建物］Ｌ = 55.00 ｍ、 

  ［Ａ－Ａ’主冷却機建物］Ｌ = 27.40 ｍ、 

  ［Ｂ－Ｂ’］Ｌ = 50.00 ｍ、 

  ［Ｃ－Ｃ’］Ｌ = 67.00 ｍ 

断面 施設名 地震動
※1

 
基礎底面両端の最大相対変位

※2
 

（|δ
v1
-δ

v2
|） 

基礎底面両端の最大傾斜 

（|δ
v1
-δ

v2
|/Ｌ※3） 

 Ａ－Ａ’ 

原子炉建物 

及び 

原子炉附属建物 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋, ＋） 

 2.32cm 

［39.69］ 
1/2,370 

主冷却機建物 
Ｓｓ－２ 

（＋, ＋） 

 0.36cm 

［ 8.09］ 
1/7,600 

  Ｂ－Ｂ’ 

原子炉建物 

及び 

原子炉附属建物 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋, ＋） 

 1.39cm 

［39.66］ 
1/3,500 

  Ｃ－Ｃ’ 主冷却機建物 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋, ＋） 

 0.84cm 

［22.88］ 
1/7,900 
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第3.7.1表 主な地質調査会社一覧表 

地質調査 実施年度 会社名 

敷地周辺 

敷地近傍 

敷地内 

平成 18年度～ 

平成 21年度 株式会社ダイヤコンサルタント 

令 和 4 年 度 

敷地前面海域 
平成 19年度～ 

平成 20年度 

総合地質調査株式会社 

川崎地質株式会社 

敷地内 

昭和 39年度 東邦基礎調査株式会社 

昭和 59年度 京浜調査工事株式会社 

昭和 61年度 

基礎地盤コンサルタント株式会社 

昭和 62年度 

平 成 2 年 度 

平 成 4 年 度 

平成 10年度 

平成 18年度 

昭和 63年度 株式会社日建設計 

平成 21年度 川崎地質株式会社 

平成 27年度 
応用地質株式会社 

平成 29年度 
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第 3.8.1 表 改良地盤の確認項目及び基準値 

確認項目 要求品質 必要改良範囲 備考 

改良地盤 
の範囲 

必要改良範囲が施工
されていること 

幅 
基準位置（東西外壁面）から 
7m 以上 

改良体の配置（ロッド挿入位置）※1の確認によ
り、必要改良幅及び必要改良奥行き以上改良さ
れていることを確認する。 
 
※1 改良体の配置は、詳細設計段階においてロ

ッドを中心とした改良可能範囲や干渉物等
の現地の状況を踏まえて定める。 

奥行き 
基準位置（南外壁面）から 
27.5m 以上 

高さ 

上端 
東側 T.P.+23.5m 以上 
西側 T.P.+21.5m 以上 改良開始深度と改良終了深度のロッド長さの確

認により、必要改良高さが改良されていること
を確認する。 下端 

東側 T.P.+10.6m 以下 
西側 T.P.+10.3m 以下 

 

確認項目 要求品質 基準値 備考 

改良地盤 
の強度 

改良地盤の強度特性
（粘着力、内部摩擦
角、引張強さ）が確
保されていること 

一軸圧縮強度 qu 4.2N/mm2以上 

強度特性（粘着力、内部摩擦角、引張強さ）と
一軸圧縮強度 qu との相関関係から算出した一軸
圧縮強度 qu 4.2 N/mm2を基準値として採用し、
基準値以上であることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2N/mm2
1.2N/mm2

1.5N/mm2

粘
着

力
C 
(N
/m
m
2
)

「（引張り強さ／一軸圧縮強さ）の値は一
軸圧縮強さが大きくなると小さくなる傾
向がある」とされており、上限値は
0.3N/mm2。上限値に対応するquは1.5N/mm2。

文献値※

σt＝0.2 qu、上限値:0.3N/mm2

内
部

摩
擦

角
φ
 (

°
)

引
張
強
さ

σ
t
(N

/m
m2
)

一軸圧縮強度qu (N/mm2)一軸圧縮強度qu (N/mm2) 一軸圧縮強度qu (N/mm2)

室内配合試験による一軸圧縮強度quと評価に用いる強度特性の相関関係
（内部摩擦角Φ、粘着力C、引張強さσt）

※2018年度版 建築物のための改良
地盤の設計及び品質管理指針-セ
メント系固化材を用いた深層・浅層
混合処理工法-、日本建築センター
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第 3.8.2 表 改良地盤の試験頻度 

基準名称 基準における試験頻度の目安 設定する試験頻度 

2018 年度版 建築物のための改良地盤の

設計及び品質管理指針-セメント系固化材

を用いた深層・浅層混合処理工法- 

（日本建築センター、2018） 

検査対象層（改良範囲内の各土層）に対し

て、100 本の改良コラムに１箇所以上かつ

１検査対象群に１箇所以上 

・調査箇所は、改良土量が約 5000m3（改良

体本数 100 本未満）であることから、東

側・西側の改良地盤に対して、各 3 箇所

とする。 

・試験（一軸圧縮試験）は、改良範囲内の

各土層に対して実施する。 

建築基礎設計のための地盤改良設計指針案 

（日本建築学会、2006） 
改良体 100 本ごとに 1 本以上 

乾式キャスクを用いる使用済燃料中間貯蔵

建屋の基礎構造の設計に関する技術規程 

（日本電気協会、2009） 

改良体 300 本ごとに 1 本以上 

陸上工事における深層混合処理工法 設計

施工マニュアル 改訂版 

（土木研究センター、2004） 

設計強度ごとに改良体 500 本未満は 3 本×

3 深度、500 本以上は 250 本ごとに 1 本追

加 

港湾・空港における深層混合処理工法技術

マニュアル 

（沿岸技術研究センター、2014） 

改良土量 10000m3ごとに 1 本程度 
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大洗研究所 

第 3.2.1図 敷地周辺陸域の地形図 
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第 3.2.2図 敷地周辺陸域の地質図 
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第 3.2.3図 敷地周辺陸域の地質断面図  
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第 3.2.4図 敷地周辺陸域の段丘面区分図 
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第 3.2.5図 敷地周辺陸域の地質構造図 
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第 3.2.6図(1) 敷地周辺の重力異常図及び反射法地震探査測線位置図 
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第 3.2.6図(2)  反射法地震探査解釈図（Line-1）  
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第 3.2.6図(3)  反射法地震探査解釈図（Line-2） 
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第 3.2.6図(4)  反射法地震探査解釈図（Line-A） 
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第 3.2.6図(5)  反射法地震探査解釈図（Line-3） 
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第 3.2.6図(6)  反射法地震探査解釈図（Line-B） 
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第 3.2.7図 敷地周辺の磁気異常図  
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第 3.2.8図（1） 敷地周辺の微小地震分布図（深度 20km以浅） 
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第 3.2.8図（2） 敷地周辺の微小地震分布図（A-a断面）  
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第 3.2.8図（3） 敷地周辺の微小地震分布図（B-b断面） 
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第 3.2.8図（4） 敷地周辺の微小地震分布図（C-c断面） 
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第 3.2.9図 文献による敷地周辺の主な断層分布図 
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第 3.2.10図 敷地周辺陸域の変動地形学的調査結果図 
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第 3.2.11図 棚倉破砕帯西縁断層（の一部）周辺の変動地形学的調査結果 

この地図は、国土地理院長の承認を得て、同院発行の 

数値地図200000（地図画像）及び数値地図25000（地図画像） 
を複製したものである。 

 （承認番号 平26情複、第337号） 及び  

 （承認番号 平26情複、第540号） 

本図面を第三者がさらに複製する場合は国土地理院の長の 

承認を得なければならない。 
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第 3.2.12図 棚倉破砕帯西縁断層（の一部）周辺の接峰面図  
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第 3.2.13図 棚倉破砕帯西縁断層（の一部）周辺の水系図 
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第 3.2.14図 原東方付近のＬ１段丘面上の地形断面図 
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第 3.2.15図 天神林町付近のＭ１段丘面の断面図 
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第 3.2.16図 棚倉破砕帯西縁断層（の一部）周辺の地質図 

この地図は、国土地理院長の承認を得て、同院発行
の数値地図 200000（地図画像）及び数値地図 25000
（地図画像）を複製したものである。 
 （承認番号 平 26 情複、第 337 号） 及び  
 （承認番号 平 26 情複、第 540 号） 
本図面を第三者がさらに複製する場合は国土地理院
の長の承認を得なければならない。 
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第 3.2.17図 棚倉破砕帯西縁断層（の一部）周辺の地質断面図 
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第 3.2.18図 露頭スケッチ（釜の平） 
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第 3.2.19図 畑中西方の拡大ルートマップ 
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第 3.2.20図 露頭スケッチ（畑中） 
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第 3.2.21図 百目木付近の地質図 
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第 3.2.22図 百目木南方の沢拡大ルートマップ 
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第 3.2.23図 露頭スケッチ（T-3） 
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第 3.2.24図 トレンチスケッチ（百目木） 
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第 3.2.25図 百目木トレンチ付近の地質断面図 
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第 3.2.26図 露頭スケッチ（取上北方） 
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第 3.2.27図 露頭スケッチ（馬次東方） 
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第 3.2.28図 田ヶ町付近の拡大ルートマップ 
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第 3.2.29図 中染付近の地質平面図 
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第 3.2.30図(1)  中染拡大ルートマップ（1） 
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第 3.2.30図(2)  中染拡大ルートマップ（2） 
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第 3.2.30図(3)  中染拡大ルートマップ（3） 
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第 3.2.31図 露頭スケッチ（中染町） 
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第 3.2.32図 小室西方付近の拡大ルートマップ 
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第 3.2.33図 露頭スケッチ（小室西方） 
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第 3.2.34図 和舘付近の拡大ルートマップ 
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第 3.2.35図 芦間町付近の地質図 
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第 3.2.36図(1)  露頭スケッチ（芦間町南方露頭①）（1） 
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第 3.2.36図(2)  露頭スケッチ（芦間町南方露頭①）（2）  
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第 3.2.36図(3)  露頭スケッチ（久米層と瑞龍層の不整合露頭） 
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第 3.2.37図 芦間町南方の地質図 
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第 3.2.38図 芦間町南方の地質断面図 
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第 3.2.39図 芦間町南方のルートマップ  
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第 3.2.40図(1)  露頭スケッチ（芦間町南方露頭②）（1） 
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第 3.2.40図(2) 露頭スケッチ（芦間町南方露頭②）（2） 
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第 3.2.41図 棚倉破砕帯東縁付近の推定活断層周辺の変動地形学的調査結果 

この地図は、国土地理院長の承認を得て、同院発行
の数値地図 200000（地図画像）及び数値地図 25000
（地図画像）を複製したものである。 
 （承認番号 平 26 情複、第 337 号） 及び  
 （承認番号 平 26 情複、第 540 号） 
本図面を第三者がさらに複製する場合は国土地理院
の長の承認を得なければならない。 
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  第 3.2.42図 棚倉破砕帯東縁付近の推定活断層周辺の地質図 

この地図は、国土地理院長の承認を得て、同院発行
の数値地図 200000（地図画像）及び数値地図 25000
（地図画像）を複製したものである。 
 （承認番号 平 26 情複、第 337 号） 及び  
 （承認番号 平 26 情複、第 540 号） 
本図面を第三者がさらに複製する場合は国土地理院
の長の承認を得なければならない。 
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第 3.2.43図(1)  棚倉破砕帯東縁付近の推定活断層周辺の地質断面図(1/2) 
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第 3.2.43図(2)  棚倉破砕帯東縁付近の推定活断層周辺の地質断面図(2/2) 
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第 3.2.44図 中石井付近の地質図 
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第 3.2.45図 中石井付近の拡大ルートマップ 
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第 3.2.46図 露頭スケッチ（中石井） 
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第 3.2.47図 川上西方付近の地質図 
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第 3.2.48図 川上西方の拡大ルートマップ 
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第 3.2.49図 露頭スケッチ（川上西方） 
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第 3.2.50図 戸中付近の地質図 
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第 3.2.51図(1)  トレンチスケッチ（戸中）(1) 
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第 3.2.51図(2)  トレンチスケッチ（戸中）(2) 
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第 3.2.52図 雷滝付近のルートマップ 
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第 3.2.53図 トレンチスケッチ（馬渡戸） 
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第 3.2.54図 トレンチ拡大スケッチ（馬渡戸） 
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第 3.2.55図 折屋付近の地質図 
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第 3.2.56図 折屋付近の拡大ルートマップ 
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第 3.2.57図 露頭スケッチ（折屋） 
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第 3.2.58図 道清付近の地質図 
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第 3.2.59図 道清付近の拡大ルートマップ 
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第 3.2.60図 露頭スケッチ（道清右岸側） 



 

 

 

添
-
1-

172 

 
第 3.2.61図 露頭スケッチ（道清左岸側） 
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第 3.2.62図 小妻町付近の地質図 
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第 3.2.63図 小妻町付近の拡大ルートマップ 
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第 3.2.64図 露頭スケッチ（小妻町） 

  



 

 

 

添
-
1-

176 

 

第 3.2.65図 トレンチスケッチ（小妻町） 
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第 3.2.66図 トレンチ拡大スケッチ（小妻町） 
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第 3.2.67図 「[新編]日本の活断層(1991)」のリニアメント周辺（古屋敷～小高東方）

の地質図 
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第 3.2.68図 露頭スケッチ（古屋敷～小高東方①） 

 

  

凡例

：「新編 日本の活断層 1991 」が
指摘するリニアメント 概略位置）

11 層理面の傾斜
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第 3.2.69図 露頭スケッチ（古屋敷～小高東方②） 

凡例

：「新編 日本の活断層 1991 」が
指摘するリニアメント 概略位置）

11 層理面の傾斜
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第 3.2.70図 露頭スケッチ（古屋敷～小高東方③） 

凡例

：「新編 日本の活断層 1991 」が
指摘するリニアメント 概略位置）

11 層理面の傾斜
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第 3.2.71図 露頭スケッチ（古屋敷～小高東方④） 

凡例

：「新編 日本の活断層 1991 」が
指摘するリニアメント 概略位置）

11 層理面の傾斜
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第 3.2.72図 露頭スケッチ（古屋敷～小高東方⑤） 

凡例

：「新編 日本の活断層 1991 」が
指摘するリニアメント 概略位置）

11 層理面の傾斜
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第 3.2.73図(1)  殿山西方周辺の地表地質調査結果（1） 
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第 3.2.73図(2)  殿山西方周辺の地表地質調査結果（2） 
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第 3.2.73図(3)  殿山西方周辺の地表地質調査結果（3） 
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第 3.2.74図 関口－黒磯リニアメント及び関口－米平リニアメント周辺の変動地形学

的調査結果 
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第 3.2.75図 上和野付近の復元地形図 
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第 3.2.76図 関口－黒磯リニアメント及び関口－米平リニアメント周辺の地質図  
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第 3.2.77図 関口－黒磯リニアメント周辺の地質断面図 
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第 3.2.78図 大北川付近のルートマップ 
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第 3.2.79図 大北川付近の地質断面図及び研磨片観察結果 
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第 3.2.80図 多々良場川付近の拡大ルートマップ 
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第 3.2.81図 露頭スケッチ（桑作） 
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第 3.2.82図 拡大露頭スケッチ（桑作） 




